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事業原簿 公開版 

概 要 

最終更新日 ２０１９年９月１７日 

プログラム 

（又は施策）名 
未来開拓研究プロジェクト 

プロジェクト

名 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装

システム技術開発 

プロジェク

ト番号 
Ｐ１３００４ 

担当推進部/ 

ＰＭまたは 

担当者 

ＩｏＴ推進部/栗原廣昭、豊田智史（２０１９年７月～現在） 

ＩｏＴ推進部/中山敦、栗原廣昭、豊田智史（２０１９年５月～２０１９年６月） 

ＩｏＴ推進部/中山敦、大橋雄二、栗原廣昭（２０１９年４月） 

ＩｏＴ推進部/中山敦、大橋雄二（２０１７年１２月～２０１９年３月） 

ＩｏＴ推進部/梅田到、大橋雄二、中山敦、岩本篤（２０１７年７月～２０１７年１１月） 

ＩｏＴ推進部/厨義典、大橋雄二、岩本篤（２０１７年４月～２０１７年６月） 

ＩｏＴ推進部/水野義博、荒川元孝、厨義典（２０１６年７月～２０１７年３月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/水野義博、波佐昭則（２０１４年１０月～２０１６年６月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷司、波佐昭則（２０１４年９月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷司、松岡隆一（２０１３年４月～２０１４年８月） 

０．事業の概要 

クラウドコンピューティングやＩｏＴの利用拡大、ＡＩの活用が急速に進展しており、データセ

ンタなどにおける情報処理量や通信トラフィックが指数関数的に増大し、データセンタ内の情報処

理機器（サーバ、ルータ等）は更なる高速化が進んでいる。同時に、サーバボード間、サーバボー

ド内のチップ間の電気配線の損失が飛躍的に増加しており、消費電力の増大が懸念され、性能向上

のボトルネックとなっている。 

本プロジェクトでは、前記課題を解決する革新的技術として、情報処理機器の省電力化と高速化

を目的に、電子機器の電気配線を光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレ

クトロニクス実装システム技術を実現する基盤技術を確立する。 

Ⅰ．事業の位置 

付け・必要

性につい

て 

光エレクトロニクス実装システム技術を開発することで、データセンタ等における情報処理量・

通信量の増大に伴って急激な増加が予測される消費電力量の抑制を図り、地球温暖化ガスの排出量

の削減にも寄与する。 

また、光半導体分野における我が国の競争優位を維持するとともに、光エレクトロニクスを用い

た新たなコンピューティング市場において競争力を獲得し、半導体産業、回路基板産業やそれらを

システム化したサーバ、ルータ等の情報通信機器産業などのエレクトロニクス産業の活性化にも資

する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

本研究開発では、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減できかつデータセ

ンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素技術を確立することを目標

とする。 

具体的には、電子機器のデータ伝送に関して、１０Ｔｂｐｓ／ノードの伝送帯域と電気配線を用

いる場合に比較して１／１０の低消費電力化を、また通信速度あたりの面積比で１／１００以下の

小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。 

研究開発の進捗に合わせ開発成果の一部を順次実用化し、光配線と電子回路を融合させた光エレ

クトロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

本プロジェクトでは、２０１７年度までに実施した光エレクトロニクス実装基盤技術開発及び光

エレクトロニクスシステム化技術開発により上記アウトプット目標を実現可能とする技術を確立

している。引き続き研究開発を行い、プロジェクト完了までに上記目標を達成する。 

本事業で開発される技術をサーバ、データセンタ、ネットワーク機器等に適用し普及させること

により、２０３０年には国内で年間約１５００万トンのＣＯ２排出に相当するエネルギーが削減さ

れると見込まれ、グローバルな市場創出効果としては１．２６兆円程度が期待される。 
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事業の計画

内容 

主な実施 

事項 

第一期 第二期 第三期 
 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

①  

光

エ

レ

ク

ト

ロ

ニ

ク

ス

実

装

基

盤

技

術

の

開

発 

ⅰ

実

装

基

盤

技

術 

(a)光エレク

トロニクス

実装技術 
   

 
  

 
    

(b)光エレク

トロニクス

集積デバイ

ス技術 

  
 

        

(c)光エレク

トロニクス

イ ン タ ー

フェース技

術 

           

(d)光エレク

トロニクス

回路設計技

術 

           

ⅱ 革新的デバ

イス技術            

 

②

光

エ

レ

ク

ト

ロ

ニ

ク

ス

実

装

シ

ス

テ

ム

化

技

術

の

開

発 

ⅰ

シ

ス

テ

ム

化

技

術 

(a) サ ー バ

ボードのシ

ステム化技

術開発 

           

(b)ボード間

接続機器、筐

体間接続機

器のシステ

ム化技術開

発 

           

(c)データセ

ンタ間接続

機器のシス

テム化技術

開発 

           

(d) 企 業 間

ネットワー

ク接続機器

のシステム

化技術開発 

           

(e)光電子集

積インター

ポーザのデ

バイス・実装

技術開発 

       

 

   

(f)光電子集

積インター

ポーザのシ

ステム化技

術開発 

           

ⅱ 国際標準化 
           

評価時期   
中間

評価   
中間

評価  
中間

評価   
事後

評価 

事業費推移 

(会計・勘定

別に NEDO が

負担した実

績額（評価実

施年度につ

いては予算

額）を記載) 

(単位:百万

円) 

会計・勘定 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 総額 

一般会計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

特別会計 

（需給） 
2,800 2,400 2,777 2,500 1,720 1,801 1,292 1,743

（予定） 
  17,033 

(予定) 

開発成果 

促進財源 
― 102 848 1,006 ― ― 140 ―   2,096 

総予算額 2,800 
(      ) 

2,502 3,625 3,506 1,720 1,801 1,432 1,743
（予定） 

  19,129 
(予定) 

（委託）      
      

( ) 

( ) 

( ) 

( ) 

経産省 
執行 

光電子集積インターポーザの

デバイス・実装／システム化

に向けた技術開発に集約 
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開発体制 

経産省担当 

原課 
商務情報政策局 情報産業課 

プロジェクト 

リーダー 

東京大学 ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構 

特任教授 荒川泰彦 

プロジェクト 

マネージャー 
IoT 推進部 栗原廣昭 

委託先 

（助成事業の

場合「助成先」

とするなど適

宜変更） 

（組合が委託

先に含まれる

場合は、その参

加企業数及び

参加企業名も

記載） 

２０１２年度～２０１６年度： 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（参加企業７社（日本電気（株）、富士

通（株）、沖電気工業（株）、（株）東芝、古河電工（株）、日本電信電話（株）、

ＮＴＴエレクトロニクス（株））、(国研)産業技術総合研究所、（一財）光産業

技術振興協会） 

共同実施（東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学） 

２０１７年度： 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（参加企業５社（日本電気（株）、富士

通（株）、沖電気工業（株）、（株）東芝、古河電工（株））、(国研)産業技術

総合研究所、（一財）光産業技術振興協会） 

共同実施（東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学） 

２０１８年度～現在： 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（参加企業５社（日本電気（株）、富士

通（株）、沖電気工業（株）、古河電工（株）、三菱電機（株））、(国研)産業

技術総合研究所、（一財）光産業技術振興協会） 

共同実施（東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学） 

情勢変化へ

の対応 

世界的なシリコンフォトニクス技術への注目の高まりと競争激化へ対応するため、光電子集積イ

ンターポーザの技術開発に集約し、開発成果促進財源により実装技術・評価技術の開発を推進した。

また、データセンタ間接続機器システム技術は、実用化が加速している状況に対して、現状成果の

一部を活用した先行事業化を実施するとともに、目標を状況の変化に対応したものに変更した。 

モバイル情報通信やＩｏＴの進展によるデータ通信量増大、ＡＩおよびディープラーニングの進

展による情報処理の高速化に対応しつつ、研究開発進捗に応じて最終目標（１０Ｔｂｐｓ／ノード）

を明示した。 

中間評価結

果への対応 

２０１７年度に行われた中間評価結果に対応し、主に３つの対応策を行った。 

大学と企業の連携強化を図るとともに人材育成など成果普及活動を推進した。光電子集積イン

ターポーザの低コスト化や接続性向上を可能にするポリマー導波路、曲面ミラー、光コネクタ技術

を活用した異種導波路接続技術の効率化を推進した。国内外の動向調査を行い、電気配線を光配線

に置き換え、省電力化に貢献できる市場を把握し、事業化へ向けた準備に取り組みに着手した。 

評価に関す

る事項 

事前評価 
２０１１年度 産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会（７月）、総合科学技術会

議の評価専門調査会（１２月）  担当：経済産業省 

中間評価 ２０１４年度 中間評価実施 担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 ２０１７年度 中間評価実施 担当部 ＩｏＴ推進部 

中間評価 ２０１９年度 中間評価実施予定 担当部 ＩｏＴ推進部 

事後評価 ２０２２年度 評価実施予定 

Ⅲ．研究開発成

果につい

て 

研究開発項目ごとの成果と２０１９年度末までの成果目標を以下にまとめる。（未達の場合は、

達成の課題と方針を記載） 

研究開発項目①「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

（i）実装基盤技術 

（a）光エレクトロニクス実装技術（２０１７年度末） 

・５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール化技術を確

立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現した。 

（b）光エレクトロニクス集積デバイス技術（２０１７年度末） 

・多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するための基盤集積

技術を確立した。 

（c）光エレクトロニクスインターフェース技術（２０１６年度末） 
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・低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間通信向け

低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証するための要素技

術を確立した。 

（d）光エレクトロニクス回路設計技術（２０１７年度末） 

・光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能とする統

合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキット）を整備し、

光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とした。 

（ii）革新的デバイス技術 

［革新的光源・光検出器技術］（２０１９年度末） 

・光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、シリコン上量子ドットレーザの高温動作と

高速変調動作を実現する。 

・光電子集積インターポーザ用集積化受光器への展開に向け、シリコン基板上に集積した受光

器の低暗電流動作を実証し、高速応答動作可能な構造を明確にする。 

［革新的光変調器技術］（２０１９年度末） 

・光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、超小型化・高速動作を可能

とするスローライト型変調器や低消費電力化が可能なハイブリッドＭＯＳ型光変調器等の

動作を実証する。 

［革新的光配線技術］（２０１９年度末） 

・光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等を用いた光損失補償機

能や光バッファ機能など、革新的導波路技術の可能性を示す。 

［革新的光エレクトロニクス回路技術］（２０１９年度末） 

・光電子集積インターポーザへの展開に向け、光ＦＰＧＡを構成するハイブリッド光素子の集

積プロセスシーケンスを確立し、光ＦＰＧＡの原理実証を行う。 

［革新的光スイッチングデバイス技術］（２０１７年度末） 

・光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動作を実証

する。これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化した。 

研究開発項目②「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

（i）システム化技術 

（a）サーバボードのシステム化技術開発（２０１７年度末） 

・光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、要求ス

ペックを満たす光伝送を実証した。 

・光電子集積インターポーザに積層型のストレージチップを実装した光インターフェース付Ｓ

ＳＤ技術を確立した。 

（b）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度末） 

・ロジックＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定した。 

・策定した設計基準に基づき既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブ

ルを用いたＬＳＩ搭載基板間光接続を実現した。 

（c）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発（２０１６年度末） 

・抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓデジタル

コヒーレント光トランシーバを実現した。 

（d）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度末） 

・シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わせて集積試

作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するとともに、企業間ネット

ワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解決の目処を得た。 

（e）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発（２０１９年度末） 

・光配線の消費電力を２ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下にするための要素技術を開発する。また、光電子

集積インターポーザの異種導波路接続技術と高集積コネクタを開発し、損失の少ないシング

ルモードファイバとの光リンクを実現する。 

（ｆ）光電子集積インターポーザのデバイス・システム化技術（２０１９年度末） 

・波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術

と合わせることによりサーバ電力量を３０％削減可能であることをシミュレーションによ

り示す。 

・一芯双方向波長多重トランシーバに消費電力の少ない光電子集積インターポーザを実装し、

動作検証を行う。 

（ii）国際標準化（２０１９年度末） 

・光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インターフェース

に関する各種標準化団体に参画し、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

投稿論文（事業開始から

２０１９年８月末まで） 
「査読付き論文」１２２件、「学会発表（解説記事含む）」８２１件 
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特 許（同上） 「出願済」２０５件、（うち国際出願１０７件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等）（同上） 
プレス発表等３９件 

Ⅳ.成果の実用

化・事業化

に向けた

取組及び

見通しに

ついて 

本プロジェクトは日本の光デバイス、ネットワーク関連企業で構成される技術組合を実施者とする

ものであり、早期に実用化の目処が立ったデバイスについては、プロジェクト期間の終了を待たず

に実用化・事業化を進める。事業化を有利に進めるために、国際標準化活動による規格獲得を目指

す。 

Ⅴ．基本計画に 

関する事

項 

作成時期 

２０１２年５月 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」

実施計画作成（経済産業省） 

２０１３年３月 基本計画作成（ＮＥＤＯ） 

変更履歴 
２０１８年１月 ２０１８年度から２０２１年度の基本計画追加に伴う改訂。 

２０１８年１１月 ＰＬの所属先の記載を変更。 
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プロジェクト用語集（公開版） 

用語 説明 

(集積)光 I/O チップ 

光 I/O コアの主要部品の１つ。シリコンフォトニクス技術を用い、

光変調器、受光器、合分波器、光入出力部、などの要素光素子を

SOI 基板上に集積したチップ。 

2 重コア SSC 
2 種類の屈折率の異なるコアを設け、光の結合損失が少なくなるよ

うな構造を持つ SSC。 

AOC 

Active Optical Cable の略：信号伝送ケーブルの一種であり、伝送

部分に光ファイバを用いた物。外部インターフェースは電気信号で

あり、コネクタ内部に電気/光変換、光/電気変換部が内蔵されてい

る。光ファイバ伝送のため、電気ケーブルに比べ高速/長距離伝送が

可能。 

APD 

Avalanche Photo Diode の略：半導体におけるなだれ(Avalanche)増

倍現象を用いて、通常の PD よりも高感度化した受光素子であり、長

距離光通信に用いられる。 

BER 

Bit Error Rate の略：通信で用いられる符号誤り率で、一定の時間

内での送信される符号総数に対する、誤って受信された符号数の比

率で示される。 

CMOS 回路 

Complementary Metal Oxide Semiconductor の略：pチャネルと n

チャネルの MOSFET を相補的に配置した回路構成を有する半導体デバ

イス。論理が反転する時にのみしか充放電電流が流れないため、消

費電力の少ない論理回路が構成できる。 

DC 特性 Direct Current 特性の略。静特性とも言う。 

Demux 

demultiplexing あるいは demultiplexer の略：シリアル信号を複数

のパラレル信号に変換すること。この動作を実行するデバイス/装

置。Mux の逆の動作。 

DFB 

Distributed Feedback の略：半導体レーザの光共振器構造の一種。

共振器内部に回折格子が作りこまれており特定の波長だけが正帰還

を受けるので、単一モード発振が得られる。 

EOM 

Embedded Optical Modules の略：オンボードタイプの組込み光モ

ジュールであり、既存光モジュールベンダが独自のフォームファク

タで製品化。 

AOC よりも小型なため、LSI 近傍に搭載することが可能となる。 

FDTD 

Finite-difference time-domain の略：電磁場解析の一手法であ

り、空間・時間領域での差分方程式に展開して電場・磁場を求める

方法 

FPGA 

Field Programmable Gate Array の略：論理回路構成が書き換え可能

なプログラマブルロジックデバイス。最近は大規模化、入出力速度の

高速化の進展が著しい。 

Gbps 
Giga bit per second の略：データ通信速度の単位の一つ。1Gbps は

一秒間に十億ビットのデータを送れることを表す。 

LA/TIA 
Limiting Amp / Trans impedance Amp の略：受光素子からの微弱な

電気信号強度を増幅するための増幅器。 
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用語 説明 

LD Laser Diode の略：半導体レーザ。 

LD テラス 

LD を実装するため、Si 基板の端面に深溝構造の方形状（テラス）の

ステップを形成し、その部分に LD チップを実装する。この構造を

LD テラスと呼んでいる。 

LN 変調器 

LiNbO3 結晶のポッケルス効果による屈折率変化を利用した光変調器

で光通信に不可欠なデバイスの一つ。半導体レーザなどの CW 光を変

調する外部変調器として使用されており、高速変調が可能。 

MMF 
Multi Mode Fiber の略： 

多数のモードの光が伝搬する光ファイバ。 

MOS 接合 
MOS（Metal-Oxide-Semiconductor の略：金属-酸化物-半導体）素子

によるダイオード接合。 

Mux 
multiplexing あるいは multiplexer の略：複数のパラレル信号をシ

リアル信号に変換すること。この動作を実行するデバイス/装置。 

NRZ 

non-return-to-zero の略：ビットの値 0または 1に応じて、｛電

圧、電流または光強度｝が低いまたは高い信号を出力する信号変調

方式。 

OIF 

The Optical Internetworking Forum の略：キャリア、コンポーネ

ントベンダ，システムベンダ，測定器会社などが参加する 1998 年に

創設された業界団体。光伝送技術に関する標準化を推進し、低コス

トでスケーラブルな光ネットワークを実現することを目的としてい

る。 

ONU 

Optical Network Unit の略：光加入者通信網において、加入者宅に設

置して、パソコンなどの端末機器をネットワークに接続するために、

光信号と電気信号の相互の変換を行う装置。 

PD Photo Diode の略：フォトダイオード 

PECST 

Photonics Electronics Convergence System Technology の略：

JSPS が行った最先端研究開発支援プログラム(FIRST プログラム）の

１つの「フォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開

発」。 

PIN 構造 
PN 間に電気抵抗の大きな Intrinsic 半導体層をはさみ少数キャリア

蓄積効果を大きくし逆回復時間を長くした構造。 

PON 

Passive Optical Network の略：光ファイバ網の途中に分岐装置を

挿入して、1本のファイバを複数の加入者間で共有することで、効

率的な光通信を実現するネットワーク方式の一形態。光加入者通信

網の基盤技術。 

SATA 
Serial Advanced Technology Attachment の略：データ記憶装置（HDD、

SSD など）と CPU を接続する規格の一つ。 

Seeders 
Serializer/Deserializer の略：シリアル信号、パラレル信号を相

互変換する電子回路。 

SMF 
Single Mode Fiber の略： 

単一光モードのみ伝搬可能な光ファイバ。 
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用語 説明 

SOA 

電荷蓄積層を持つゲート電極 MOS トランジスタを直列に接続した構

造の不揮発性メモリ。USB メモリ、SD カード等幅広く使われてい

る。 

SOI 

Silicon On Insulator の略：シリコン基板上にシリコン酸化膜と更

にその上にシリコン層が形成された基板構造で、CMOS 電子回路やシ

リコンフォトニクスのウェーハ基板として使用されている。 

SSC： 

スポットサイズ変換器 

Spot Size Converter の略：Si 導波路とファイバや半導体レーザの

サイズ差による光の結合損失を少なくする変換器。導波路の幅を

徐々に変えていく方法等いろいろな構造がある。 

SSD 

Solid State Drive の略：ハードディスク（HDD：Hard Disc 

Drive）に代り、記憶媒体に半導体不揮発性メモリ素子（NAND FLASH 

MEMORY）を用いた記憶装置。小型化可能でデータ書込み/読出し速度

も速く、急速に普及している。 

TCAD 
Technology CAD の略：プロセスシミュレータとデバイスシミュレー

タと回路シミュレータを統合したもの。 

TIA 
Trans-Impedance Amplifier の略：受光ダイオードの光電流を電圧

に変換して出力する増幅器 

TWDM-PON 
PON の構成形態の一種。元々時分割多重(TDM)を用いる PON に、さら

に WDM を適用することにより伝送容量を拡大している。 

Tx、Rx Tx：Transmitter の略称、Rx：Receiver の略称 

WDM 

波長分割多重（Wavelength Division Multiplexing）の略： 

光ファイバ通信において、波長の違う複数の光信号を同時に利用す

る(多重化）ことで、波長数分だけ伝送容量を拡大する技術。 

アイパターン 

信号波形の遷移を多数サンプリングし、重ね合わせてグラフィカル

に表示したもの。上下左右に大きく開いたパターンほど良好な信号

伝送ができていることを表す。 

ウェーハボンディング 接着剤などを使わずにシリコンなどのウェーハを直接接合する技術。 

ローライト型変調器 
物質中において群速度が極端に小さくなった光（スローライト）を

用いた変調器 

デジタル信号処理 

（DSP）LSI 

コヒーレント光ファイバ通信方式を実現するためのキーデバイス。

偏波多重された高速光信号をコヒーレント検波した後に、分散補償

や偏波分離などのデジタル電気信号処理（Digital Signal 

Processing）を駆使して、ファイバ伝搬で歪
んだ信号波形から正し

い信号データを復元する。 

デジタルコヒーレント伝送

技術 

光の強度に加えて位相も情報伝送に利用する通信方式。受信側で

は、信号光と波長が極めて近い光とを混合してから電気信号に変換

（コヒーレント検波）する。光伝送路で発生する波形歪みを超高速

デジタル信号処理により補償することで、安定な大容量長距離伝送

が可能となる。 

デジタルコヒーレントトラ

ンシーバ 
デジタルコヒーレント伝送技術を用いた光トランシーバ 
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用語 説明 

光 FPGA 
フィールドで自在に回路機能を切り替えることが可能な機能可変光

回路 

フリップチップ実装 

実装基板上にチップを実装する方法の 1つ。 チップ表面と基板を電

気的に接続する際、ワイヤ・ボンディングのようにワイヤによって

接続するのではなく、アレイ状に並んだバンプと呼ばれる突起状の

端子によって接続する。 ワイヤ・ボンディングに比べて実装面積を

小さくできる。 

フォトニックナノ構造 
屈折率が周期的に変化するナノ構造体であり、その中の光の伝わり

かたはナノ構造によって制御することができる。 

マッハ・ツェンダー型 
１つの光源から分けた 2つの光に位相差をつけて、再び、合波する

ことで２つの光を干渉させて光強度を変調する方法。 

リング光共振器 

リング状に形成された光回路。一方の直線光導波路から入力された

光の中で、特定の波長をもつ光だけが共振して他方の光導波路から

出力される特徴をもつ。 

暗電流 
PD に光の入射がない場合にも流れている電流のこと。光信号の受信

における雑音となるため、暗電流が小さいことが望まれる。 

位置合せトレランス 
光ファイバと光デバイス、半導体レーザ素子等との位置合わせ精度

の許容幅(トレランス)のこと。 

液浸 ArF 露光技術 

露光装置の投影レンズとウェーハの間に液体を満たして露光する技

術。液体として純水を用いた場合、空気に比べて開口数が 1.44 倍に

増加するため、解像度を大幅に向上することが出来る。45nm 技術世

代以降の半導体加工に用いられている。 

光 I/O コア 
光信号の送受信(トランシーバ)機能をもつ機能ブロックを光 I/O コ

アと総称している。光 I/O エンジンとも呼ばれる。 

光 I/O 付き LSI 基板 
LSI(CPU,FPGA)の高速の入出力信号を光伝送するため、LSI の直近に

小型光 I/O コアを配置した構造の基板 

光ピン 

垂直方向へ伝送する光導波路。有機材料で構成されておりフォトリ

ソグラフィー技術で形成可能である。Optical Pillar ともも呼ばれ

る。 

光電子ハイブリッド 

（回路）基板 

インターポーザ材料にプリント基板を用いた、光電子集積インター

ポーザ。特にプリント基板上にポリマー光配線を用いることにより、

複数の LSI を搭載した大型光電子基板が実現できる。 

光電子集積インターポーザ 電子回路（LSI）と光入出力部が実装されたインターポーザの総称。 

消光比 
波長合分波器の任意の出力ポートにおいて、そのポートに出力され

る波長の信号光強度と、それ以外の波長のノイズ光強度の比率。 

石英 PLC 

石英 Planer Lightwave Circuit：石英平面光回路 

石英材料を用いた平面光回路で、一般にフィルタやカプラーなどの

受動光学部品でよく使われている。単位長さあたりの光波導波損失

は低いが、導波路曲げ半径は、数百 um 程度と大きく、デバイス全体

も大きくなる。 
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用語 説明 

波長合分波器 

異なる波長の光信号を合波したり分波したりする機能を有する光素

子。断面サイズの小さな Si 細線導波路で良好な特性を得るには高精

度加工が必要となる。 

偏波 

光や電磁波の電界の振動方向の状態を示すものであり、断面が矩形

形状のシリコン導波路では、基板の面内方向に電界が振動する TE 偏

波と、基板に垂直方向に電界が振動する TM 偏波とが伝搬可能であ

る。 

偏波依存損失 

スポットサイズ変換器や波長合分波器などで、偏波ごとに損失が異

なる場合の損失の差異を示す。一般的に、この差異が小さいことが

望ましい。 

量子ドット 

大きさが数ナノメートルから数 10 ナノメートルの半導体微結晶。電

子が３次元的に閉じ込められ、状態密度がエネルギーに関してデル

タ関数的に完全に離散化したエネルギー準位が形成されることか

ら、光素子への適用により低閾値、低消費電力化、温度特性改善が

可能となる。 
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Ⅰ．事業の位置づけ・必要性について 

 

１．事業の背景・目的・位置づけ 

 

１．１ 事業の背景 

１．１．１ 社会的背景 

さまざまな情報サービスがネットワークを通じて提供されるクラウドコンピューティングが進展し、

膨大な数の携帯電話、スマートフォンに代表されるモバイル端末やパーソナルコンピュータ等のＩＣ

Ｔ（情報通信）機器で生み出された情報がデータセンタに蓄積・処理・共有されるようになってきてい

る。近年にはＩｏＴ（もののインターネット）やＡＩ（人工知能）の進展も加わって、データセンタ等

における情報処理量や情報通信トラフィックは急激に増大しており、今後も継続して指数関数的に伸

びていくことが予測されている（図 I-1.1.1-1）。現状技術の延長により実現された機器によりデータ

の処理や伝送が行われたと仮定すると、サーバと通信機器で構成されるデータセンタのコストや電力

消費量の急増が予測され、また、情報通信機器による国内の電力消費量は２０２５年には２０１０年

比で２倍の１５００億 ｋＷｈ（現在の国内電力消費量全体の６分の１）にまで膨らむと見込まれてい

る。情報処理で発生する排熱を少ない電力で処理できるようになったことなどにより、データセンタ

の市場規模の伸びに対する消費電力量の伸びは徐々に小さくなる傾向にあるが、一層の省電力化のた

めには、情報処理機器・装置そのものの低消費電力化と高速化を両立できる技術開発と社会実装を進

める必要がある。 

同様な問題は世界的にも認識されており、データセンタ内の消費電力量は２０３０年には２０１０

年に比べて１５倍程度に達する見込みもなされている（図 I-1.1.1-2）。このため、半導体分野の主要

なグローバル企業が次世代のデータセンタなどの低消費電力化・高速化技術として光配線技術、集積

光回路技術等の光エレクトロニクス技術を上記問題の解決手段として有望視して研究開発に取り組ん

でいる。また、米国、欧州等の政府も関連する国家プロジェクトの実施によりそれらの研究開発の支

援を行っており、全世界的な開発競争が繰り広げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1.1.1-1 情報通信トラフィック       図Ⅰ-1.1.1-2 ＩＣＴ機器における 
＠データセンタの現状と予測           消費電力量の内訳と見込み 

 

１．１．２ 技術的背景 

現在の情報処理機器における処理性能は、情報を処理するＣＰＵ等の演算素子の性能や演算素子間、

演算素子と情報を格納するメモリ間等を繋ぐ電気配線を通じて行われる情報の伝送速度等によって決

定されており、情報処理機器全体の処理性能を向上させるには、演算素子等の性能に適した情報の伝

送速度を確保することが必要である。これらの情報の伝送を受け持つ電気配線では、半導体技術の進

展により演算素子等が微細化・高性能化されると、演算素子が必要とする情報伝送速度を実現するた

めに、そのピッチを縮小し本数やそこを伝達させる信号の周波数を増加させてきた。しかしながら、

ＩＴＲＳ（国際半導体技術ロードマップ）等では、２０１５年以降の電気配線におけるピッチ縮小の

トレンドは鈍化すると見込まれており（図 I-1.1.2-3）、素子寸法縮小というスケールメリットを活か
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した低消費電力化が困難になってきている。演算素子の性能に見合う情報の伝送帯域を得るためには、

信号周波数を中心に高めていく必要があり、結果として、回路消費電力の急激な増大を招いてしまう。

そのため、電気配線のみの回路構成では伝送帯域の向上には限界があると考えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1.1.2-3 電気配線における伝送帯域密度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1.1.2-4 伝送距離と伝送にかかる消費電力との関係 

 

一方、光配線による接続では、高い信号周波数領域での伝送速度の高速化が可能であり、光波長等

の多重通信技術を用いることで、配線面積を電気配線の１００分の１程度まで小型化することが可能

である。さらに、電子機器に用いられている電気配線では、データ伝送量（信号周波数）や伝送距離の

増加に伴い信号の損失が大きくなるのに対し、光配線を用いる場合はデータ伝送量が増大しても損失

は一定であり（図 I-1.1.2-4）、伝送距離に対する消費電力の増加は極めて小さいというメリットがあ

る。 

このメリットを生かして、光配線は高速インターネット網や携帯電話基地局で利用されているほか、

近年はデータセンタ等の低消費電力化・高速化技術として光配線技術や光インターコネクト技術が有

力視され、半導体関連企業などで研究開発が進められており、その実用化が待ち望まれている。 
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ITRS電気配線の
ロードマップ

ITRS（2009）等に基づき作成

PECST＊成果

電気配線で産業技術上の
解決手段が不明の領域

＊PECST：
内閣府・総合科学学術会議の下で、日本学術振興会が進めた最先端研究開発支援プログラム（FIRST)
におけるフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発事業
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１．２ 事業の目的 

以上の背景を踏まえ、本プロジェクトは、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、電子機器の

電気配線を光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装システ

ム技術を実現する基盤技術を確立することを目指す。電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電

力を３割削減できかつデータセンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素

技術を確立することを目標とし、具体的には電子機器のデータ伝送に関して、１０Ｔｂｐｓ／ノード

の伝送帯域と電気配線を用いる場合と比較して１／１０の低消費電力化を、また、通信速度あたりの

面積比で１／１００以下の小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。 

研究開発の進捗に合わせ、開発成果の一部を順次実用化し、光配線と電子回路を融合させた光エレ

クトロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

本研究開発で成果を得ることにより、光半導体分野における我が国の国際優位性を維持するととも

に、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場において我が国が競争力を獲得し、

さらには半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化したサーバ、ルータ等の情報通信機器産業

などのエレクトロニクス産業の活性化にも資する。 

 

１．３ 事業の位置づけ 

前述の通り、クラウドコンピューティングやＩｏＴ、ＡＩ技術の進展に伴い、情報通信量は急激に

増加しており、これに伴って情報通信機器の通信負荷の増大と消費電力の急増が見込まれる。このよ

うな課題に対して光エレクトロニクス技術を社会実装することで省電力化のみならず、高速な情報処

理、機器の小型化も可能であることから、欧米各国を含めた開発競争が激しくなっている。 

我が国は優れた光エレクトロニクスに関する研究開発力を有しており、これまでも世界で繰り広げ

られる開発をリードしてきた。２００９年度から２０１３年度まで、内閣府・総合科学学術会議の下

で日本学術振興会（ＪＳＰＳ）が進める「最先端研究開発支援プログラム（ＦＩＲＳＴプログラム）」

においてフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発（ＰＥＣＳＴ：Photonics-

Electronics Convergent System Technology）事業が進められ、光源・受信器・導波路など光インター

コネクトに必要な技術を１つのシリコンチップに集積し光集積回路として機能させるための研究開発

が行われ、光集積回路として世界最高の情報伝送密度を実証すること（図I-1.1.2-3）に成功し、世界

をリードするポジションを獲得している。また、２００８年度から２０１７年度まで、文部科学省（Ｊ

ＳＴ）の「先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム」において光ネットワーク超低エネ

ルギー化技術拠点事業が進められ、シリコンフォトニクススイッチ等の基盤技術開発とネットワーク

システムの構築により大容量データを超低消費電力で伝送できる光パスネットワークの原理を実証し

ている。 

この国際的優位性を活かし光電子融合技術を早期に確立し社会実装を進める本プロジェクトは、世

界レベルでのデータセンタ等情報通信・処理に必要な電力削減およびＣＯ₂排出量削減に寄与すると期

待される。国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯと略記する）が本

プロジェクトに関与することにより、開発リスクを軽減し、企業・大学・研究機関の連携する体制を確

立し、政策に沿った社会実装を可能とする。 
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２．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 

２．１ NEDO が関与することの意義 

２．１．１ 政策への適合性 

さまざまな情報サービスがネットワークを通じて提供されるクラウドコンピューティングをはじめ、

ＩｏＴやＡＩの活用が急速に進んでおり、データセンタ等などにおける情報処理量や情報通信トラ

フィックが急激に増大している。それに伴い情報通信機器による電力消費量も急増し、２０２５年に

は現在の国内電力消費量全体の６分の１に膨らむと予測されている。このため、情報通信機器・装置

を低消費電力化しつつ、高速化し、小型化する技術の開発は喫緊の課題となっている。 

光エレクトロニクス技術は、上記問題への対応が期待できる技術として半導体分野の主要なグロー

バル企業が開発競争を繰り広げている技術であり、我が国としてもその開発を戦略的に推進していく

ことは重要である。 

このような状況の下、我が国の政府も光エレクトロニクス技術分野を重視した研究開発政策を進め

ている。これまでに政府は、「科学技術創造立国」を国家戦略として打ち立て、科学技術基本法の下で

「科学技術基本計画」に基づいて、創造性豊かな人材や、有限な資源を活用しつつ最大限の成果を生

み出す仕組みを創り出すことを目指し、総合的な施策を強力に推進してきた。「第５期科学技術基本

計画」（２０１６年１月閣議決定）では、科学技術イノベーション政策を経済、社会および公共のため

の主要な政策と位置づけ、政府の関与する研究開発投資を拡充することを定めている。また、未来の

産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出の取組として「世界に先駆けた“超スマート社会”の実

現（Society 5.0）」を掲げており、大規模データの高速・リアルタイム処理を低消費電力で実現する

ための「デバイス技術」や「ネットワーク技術」の開発を通して、ＩｏＴを有効活用した共通のプラッ

トフォーム構築に必要となるシステムの大規模化や複雑化に対応するための情報通信基盤技術の開発

強化を図ることを推進している。第５期科学技術基本計画を推進する科学技術イノベーション総合戦

略２０１７では、未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出のコアとなる基盤技術として

「光・量子技術」を重点取組の一つとして挙げている。さらに、統合イノベーション戦略２０１８およ

び２０１９でも、高速・低消費エネルギー・低コストな光通信を実現する上で不可欠な光デバイス技

術は、我が国が強みを有する分野であり、イノベーションエコシステムの形成とともに更に国際競争

力を維持・向上する必要性について触れている。また、２０１８年に策定された未来投資戦略におい

ては、第４次産業革命を支えるデータ駆動型社会の共通インフラ整備の一環として、我が国の強みで

ある現場データをリアルタイムに処理するＡＩチップ等のエッジ処理技術、（量子などの）次世代コ

ンピューティング技術、大容量・高速通信を支える５Ｇ技術等といった、基盤システム・技術への投資

促進も掲げている。これに加え、２０１９年に策定された「世界最先端デジタル国家創造宣言官民デー

タ活用推進基本計画」においても、ＩＴを活用した社会システムの抜本改革には、機械判読に適した

形式で入手した大量データの高速処理を可能とするデジタル環境が不可欠であり、クラウド・エッジ

領域におけるコンピューティング能力向上や大容量・超高速データ送受信のできる５Ｇ等の基盤技術

開発の必要性が述べられている。 

一方、我が国のエネルギー政策については、２００３年１０月に最初のエネルギー基本計画が策定

され、２００７年３月に第二次計画、２０１０年６月に第三次計画が策定された。しかし、その後の東

日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所事故による情勢の変化を受け、新たなエネルギー政

策として２０１４年４月に第四次計画の策定が行われ、エネルギー政策として３Ｅ（エネルギーの安

定供給、経済性の向上、環境適合）に加え、Ｓ（安全性）が新たな視点として追加されている。経済産

業省は、２００６年５月に我が国のエネルギー戦略として「新・国家エネルギー戦略」を取りまとめ、

２０３０年までに少なくとも３０％のエネルギー消費効率改善を目指すことを述べ、２０３０年に向

けて実現が期待される省エネルギー技術の開発の方向性等を示した。これに基づき、２００７年に「省

エネルギー技術戦略２００７」が経済産業省で策定され、その後２０１１年の全面的見直しを経て、

２０１６年９月に「省エネルギー技術戦略２０１６」が策定された。この中で、家庭・業務部門の省エ

ネルギーに係る技術として、データセンタをはじめとするネットワーク全体の消費電力低減が極めて

重要であり、情報量が増加の一途をたどっている中、ルータ、サーバ等のＩＴ機器を省電力化、小型

化、低コスト化するための光信号と電気信号を変換する小型チップ、電子回路と光回路を組み合わせ

た光電子ハイブリッド回路配線技術が重要であることを述べている。その後、２０１８年７月に第五
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次計画が策定され、２０３０年までに２６％、２０５０年までに８０％の温室効果ガス削減（２０１

３年度比）に向けた徹底した省エネルギー社会の実現のために、官民を挙げて、継続的な技術革新と

人材の育成・確保に挑戦していく必要性が述べられている。 

２０１２年に経済産業省において「未来開拓研究プロジェクト実施要綱」並びに「未来開拓研究プ

ロジェクトの実施に関する基本方針」が策定された。このプロジェクトは、従来技術の延長線上にな

い、開発リスクの高い革新的技術に関する中長期的な研究開発制度であり、我が国が直面する環境・

エネルギー問題等の構造的課題の克服と、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを創出する

ことを目的として立ち上がっている。２０１２年度は３つの研究開発テーマについてプロジェクトが

開始され、その一つとして２０１２年度から２０２１年度の１０年間を実施予定期間とする「超低消

費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」が含まれている。ＮＥＤＯが実施する本事業は、

未来開拓研究プロジェクトとして２０１２年度に経済産業省で開始されたものを承継し、２０１３年

度から２０１９年度までＮＥＤＯで実施しているものである。本事業は開始されて８年が経過しよう

としているが、前述のように、現行の科学技術政策、産業技術政策およびエネルギー政策においても

なお重要な技術開発であると位置付けられている。 

以上のように、本事業が目指す、情報処理機器・装置の低消費電力化、高速化、小型化を可能とする

技術の開発は、国の産業政策、科学技術政策とも合致するものである。 

 

２．１．２ NEDO 中長期計画における位置づけ 

ＮＥＤＯの第３期中長期計画においては、電子・情報通信分野の計画として、我が国経済・社会の基

盤としての電子・情報通信産業の発展を促進するため、電子デバイス、家電、ネットワーク／コンピュー

ティングに関する課題に重点的に取り組むことが述べられている。ネットワーク／コンピューティン

グ技術の開発としては、情報トラフィック量の爆発的増加が見込まれていることから、高速化、低消

費電力化等のニーズに対応した光電子融合技術等を中心とした技術開発を行うとともに、それらを組

み合わせたシステム開発等を推進することとしている。研究開発成果の最大化に向けて２０１８年度

に掲げられた第４期中長期計画においても、産業技術分野の計画として、Society 5.0 を世界に先駆け

て実現するために、様々なものをつなげる新たな産業システム（Connected Industries）への変革を

推進すべく、ネットワーク／コンピューティングに関する課題に対応するためのＩｏＴ・電子・情報

技術開発を行うこととしており、その一環として、光エレクトロニクスを用いた光電子変換チップ内

蔵基板技術に関する技術開発に取り組むこととしている。ＮＥＤＯでは本事業で実施する光技術と電

子技術を融合した光電子ハイブリッド技術をネットワーク／コンピューティング分野における技術開

発課題として位置づけ、アクセス系ネットワークの高速化に対応した光電子モジュール技術、ハイエ

ンドサーバにおける省電力化、高速化に係る技術の開発に取り組んでいる。 

 

２．１．３ NEDO が関与する必要性・意義 

本事業は、（１）開発目的の公益性と成果としてのＣＯ₂削減効果の大きさ、（２）我が国の国際的

産業競争力の確保、および（３）開発活動のリスクの大きさのという３つの視点から、ＮＥＤＯが関与

する必要性・意義がある。以下にその３点について詳細を説明する。 

 

（１）公益性とＣＯ₂削減効果 

社会のＩＴ化の進行に伴い、我々の活動のあらゆる場面で情報通信機器が活用され、情報が創出さ

れるようになっている。また、創出された情報は、インターネット網の普及・発展により、データセン

タを介して共有されるようになり、データセンタにおける情報処理量や通信トラフィックが急増し、

今後もその増大は止まらないと予想されている。このため、我が国における情報通信機器による電力

消費量は増加し続け、現状技術のままでは２０２５年には２０１０年の２倍に膨らむと見込まれてお

り、情報通信機器の電力削減は喫緊の課題となっている（図Ⅰ-2.1.3-1）。 

また、温室効果ガス削減問題等の環境・エネルギー問題、あるいは東日本大震災後の状況変化を踏

まえたエネルギー需給安定化への取り組み等の観点からも、電力消費量の削減が強く求められている。

本事業は、情報通信機器内の電気配線を光配線に換えることにより、低消費電力でありつつ、高速で、

小型化が可能となるような付加価値の高い情報処理システムを社会に提供することを目指しており、

社会的ニーズに対応したものである。 
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本事業の成果が社会実装された場合、２０３０年時点のＣＯ₂年間排出量は１５００万トン削減され

るものと試算され、これはＣＯＰ２１パリ会議（２０１５年開催）で日本に求められるＣＯ₂削減にも

寄与するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.1.3-1 国内ＩＴ機器による国内電力消費量の推計 

 

（２）国際競争力確保 

本事業で研究開発を行うチップ間光インターコネクト技術等は、半導体分野の主要なグローバル企

業（ＩＢＭ、Ｉｎｔｅｌ等）が次世代のデータセンタなどの低消費電力化・高性能化技術として有力視

してものであり、世界各国・地域で技術開発および社会実装を目指す大型投資が行われている（図Ⅰ-

2.1.3-2）。 

米国では、光リンクの高速化ＩＣ技術を開発するＥＰＩＣ（Electronics and Photonic Integrated 

Circuits）、チップ間の光接続技術等を開発するＣ２ＯＩ（Chip to Chip Optical Interconnect）、

コア間の光配線、チップ内の光配線に関する研究開発を行うＵＮＩＣ（Ultra Performance 

Nanophotonic Intra Chip Communications Program）や通信を含む様々な用途に適用できる光電子マ

イクロシステムをチップスケールで実現するための研究開発を行うＥ－ＰＨＩ（Electronic-Photonic 

Heterogeneous Integration）等の光電子融合に関する技術開発がＤＡＲＰＡ（国防高等研究計画局：

Defense Advanced Research Projects Agency）の資金で実施されてきた。２０１５年７月に発表され

たＮＮＭＩ（米国製造イノベーションネットワーク）に基づきＡＩＭフォトニクス（American 

Institute for Manufacturing Photonics）が設立され、これまで分散していた米国セクタを統一し、

革新的光学デバイスの製造分野でのグローバルリーダーになることを目指している。連邦政府、州政

府、民間から計６億ドルの拠出が計画されており、企業、大学・研究所、政府機関が参加して組織を構

成している。これに加え、ＤＡＲＰＡは２０１８年１２月にＰＩＰＥＳ（the Photonics in the Package 

for Extreme Scalability）を新たに立ち上げた。ＬＳＩチップ等へのソケットの電力供給能力は２０

Ｔｂｐｓ程度であるという課題認識の元、インターポーザ型電子／光変換デバイスを開発し、１００

Ｔｂｐｓ―１Ｐｂｐｓの伝送容量を達成する目標計画である。このプログラムでは、３.５年間で約６

５００万ドルの拠出を予定している。 

更に、米国エネルギー省（Department of Energy）では情報通信量の増大に伴って消費電力量が急

激に増加すると予測されることに対し、データセンタのエネルギー効率を２倍にすることを目標とし

てＥＮＬＩＴＥＮＥＤ（Energy-efficient-light-wave integrated technology enabling networks 

that enhance datacenters）プログラムを立上げた。光インターコネクト技術、関連するスイッチ・

ネットワーク技術を利用していくことを計画しており、２０１６年６月に公募開始、２０１７年１月

に参加する大学および企業の採択を決定した。このプログラムでは当初２年間で約２５百万ドルの拠

出を決定している。 
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図Ⅰ-2.1.3-2 光エレクトロニクス研究領域の各国・地域の取組状況 
 

また、欧州でも光電子集積、光インターコネクトに関するプロジェクトが実施されている。具体的

には、欧州研究開発フレームワーク（ＦＰ、Framework Programme）の第７次計画（ＦＰ７、The Seventh 

Framework Programme）にてＣＭＯＳ上にフォトニクス・エレクトロニクス機能を集積するための技術

を開発するＨＥＬＩＯＳ（pHotonics ELectronics functional Integration on CMOS）、電子・光回

路の協調設計、集積化等に取り組み、共通のデザインフローを提供することを目的としたＰｌａｔ４

Ｍ（Photonic Libraries And Technology for Manufacturing）、低コストシリコンフォトニクス部品

を設計開発するＦＡＢＵＬＯＵＳ（FDMA Access By Using Low-cost Optical Network Units in 

Silicon Photonics）、ナノインプリントにより多層の光回路を作製する技術等を開発するＦＩＲＥＦ

ＬＹ（Multilayer Photonic Circuits made by Nano-Imprinting of Waveguides and Photonic 

Crystals）、チップ間インターコネクションのためのプラズモン光部品技術等を開発するＮＡＶＯＬ

ＣＨＩ（Nano Scale Disruptive Silicon-Plasmonic Platform for Chip-to-Chip Interconnection）、

高性能コンピューターシステム向けの光インターコネクト技術を開発するＰｈｏｘＴｒｏＴ

（Photonics for High-Performance, Low-Cost and Low-Energy Data Centers, High Performance 

Computing Systems: Terabit/s Optical Interconnect Technologies for On-Board, Board-to-Board, 

Rack-to-Rack data links）等が挙げられる。このような流れを受け、2014 年から 2020 年までの期間

で実施されているＨＯＲＩＺＯＮ２０２０の中でもＩＣＴにかかわるリーダーシップを目指す計画の

もとでシリコンフォトニクスの研究開発が進められている。シミュレーションから社会実装に至るま

でプロジェクトが詳細に設定されており、具体的には、ＣＯＳＭＩＣＣ（CMOS 集積ボード）、Ｌ３Ｍ

ＡＴＲＩＸ（低コスト・低電力・大規模 Si フォトニクス）、Ｔｅｒａｂｏａｒｄ（Tb/s 級大容量光イ

ンターコネクト）、ＩＣＴ－ＳＴＲＥＡＭＳ（Si フォトニクス送受信＆ルーティング）、ＤＩＭＥＮ

ＳＩＯＮ（直接変調レーザ on Si）、ＰＡＳＳＩＯＮ（メトロネットワーク光スイッチシステム）、Ｐ

ＩＣＴＵＲＥ（III-V/Si 光集積回路）等が挙げられる。これらのプログラムを総額すると３１９０百

万ユーロ程度の拠出の予定となる。 

また、シリコンフォトニクスのファンドリサービスを提供する産学官連携活動が米国、欧州で各々

展開されている。その例として、米国デラウエア大学を中心とするＯｐＳＩＳ（Optoelectronics 

Systems Integration in Silicon）、欧州ではＩＭＥＣとＣＥＡ−ＬｅｔｉによるｅＰＩＸｆａｂ、ア

イントホーヘン工科大学でのＥｕｒｏＰＩＣ（European manufacturing platform for Photonic 

Integrated Circuits）を挙げることができる。 

I.1.3 の事業の位置付けで既に述べたように我が国では、２００９年度から２０１３年度まで、ＪＳ

ＰＳが進める「ＦＩＲＳＴプログラム」においてフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤

技術開発（ＰＥＣＳＴ）事業が進められ、光源・受信器・導波路など光インターコネクトに必要な技術

を 1 つのシリコンチップに集積し光集積回路として機能させるための研究開発を行い、光集積回路と

して世界最高の情報伝送密度を実証することに成功している。ＰＥＣＳＴ事業の成果により、我が国
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における光半導体の技術開発では世界をリードするポジションにあることが実証されており、我が国

の光半導体分野の技術競争力は世界的に繰り広げられている光電子融合技術の開発競争において、世

界をリードできるポテンシャルを有しているものと考えられる。その一方で、クラウドコンピューティ

ング分野およびそれを支えるサーバやルータ等の分野では、米国・中国企業で市場シェアの過半を占

め、日本企業のシェアは１０％以下にとどまっていることも事実である（図 I-2.1.3-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.1.3-3 ベンダー別世界サーバ出荷台数シェア（2016 第 1 四半期） 

 

ＩｏＴ社会の到来、ＡＩ技術の社会実装の進行に合わせて従来の電気的な情報通信の限界を克服す

る必要性が高まり、中長距離の情報通信のみではなく情報処理デバイス・システムの心臓部にまで光

技術を導入するために、個別の企業ではなく国や地域全体が一体となって大きな技術革新の波を乗り

越えようとしている。その中で我が国は光エレクトロニクス実装の分野で世界をリードできる研究開

発のポテンシャルを有しており、政府、研究機関、企業が一体となってその力を引き上げることによっ

てＩｏＴやＡＩの進化とともにもたらされる超情報化社会で世界に先駆けてソリューションを提供す

ることができ、この分野の市場において圧倒的な優位性を築いていけると期待される。 

 

（３）民間企業ではリスクのある研究開発内容 

本事業で求められる技術開発要素には、従来のエレクトロニクスと同程度に低い実装コストかつ信

頼性の高い光電気変換素子や光配線との接続の実現、シリコン基板上およびプリント基板上に光導波

路を形成する技術、光と電気が融合したシステムとしての安定性・信頼性の確保、大口径ウェーハ上

に作製された光電子集積インターポーザの信頼性評価という今までにない評価技術等が含まれる。い

ずれにおいても非連続イノベーションが必要であり、研究開発のリスクは高く、またその要素技術が

広範囲に亘るため、多くの企業間や大学、国の研究機関が連携し各要素技術を統合することが必要で

ある。 

この技術開発プロジェクトにＮＥＤＯが関与することにより研究開発リスクが軽減され、また企業・

大学・国の研究機関が連携し一体となって技術開発に取り組む体制が実現でき、更に政策に沿った社

会実装も可能となる。 

以上のように、本事業は我が国政府の政策に合致し、産業政策・情報政策の面からも極めて重要な

課題であることから、国家プロジェクトとしてＮＥＤＯが関与すべきものであるといえる。 

 

２．２ 実施の効果（費用対効果） 

 

２．２．１ 市場規模 

世界的な情報通信量は今後も急激な指数関数的増大を続けていくと予想され、現在でも年間数百エ

クサバイトに至っており、今後数年のうちにゼタバイトのオーダーに達するものと推定されている（図

I-2.2.1-1）。これに対応して情報通信をつかさどる情報機器のうちサーバの世界生産量は年間約１０

００万台、市場規模は現在約５．９兆円（Gartner 社、２０１６年推定値）であり、今後一定の割合で

増加するものと推定されている。サーバを設置し運用するデータセンタビジネスも現在約１５兆円の

市場があり、今後も着実な伸びが見込まれている(図 I-2.2.1-2、富士キメラ総研、２０１６年実績）。 
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図Ⅰ-2.2.1-1 世界の情報通信量推移   図Ⅰ-2.2.1-2 世界のサーバ生産台数推移 

 

このような状況からデータセンタなどにおける情報通信機器１台当たりの情報処理の負荷も急激に

増大することは明確で、現在の電気通信を主体としたシステム構成は近い将来限界を迎え、光通信技

術を用いた情報通信および情報処理システムが不可欠になるものと推定される。 

本プロジェクトで開発される技術の適用先として、ＡＯＣ（Active Optical Cable）市場、サーバ・

ＨＰＣ（High Performance Computing）市場、高精細テレビ・自動車・ロボット等の電子機器市場、

ルータ・トランシーバ等のネットワーク機器市場が想定され、2030 年には１.２兆円以上の売上げを期

待している。（図 I-2.2.1-3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.2.1-3 本プロジェクト成果の適用先と経済効果 

 

２．２．２ 省エネ効果 

本プロジェクトで開発される成果が前記の４市場に適用されることを想定して省エネルギー効果を

試算すると、２０３０年には約４００億ｋＷｈ／年の電力削減（ＣＯ₂削減量に換算すると１５００万

トン／年）が期待される。なお、試算前提としてプロジェクト成果を適用した機器の普及率を２０３

０年で５０％、サーバ／データセンタ、ネットワーク機器、パーソナルコンピュータ、ディスプレイ／

テレビにおける電力削減量をそれぞれ、３１％、８０％、３５％、１０％としている。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

１．事業の目標 

【全体目標】 

本研究開発は、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを創出する未来開拓研究プロジェク

トの一つとして実施され、情報化社会の進展に伴う国内のＩＴ機器による電力消費量増大に対応する

ため、ＩＴ機器の省電力化と高速化の両立を目指し、電気信号と光信号を相互に変換する超小型光素子

の革新技術を開発するとともに、電子機器の電気配線を光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を

融合させた光エレクトロニクス実装システム技術を実現する基盤技術を確立することを目指す。 

未来開拓研究プロジェクトは２０１２年度から２０２１年度までの１０年間で実施することを予定

しており、研究開発は①光エレクトロニクス実装基盤技術と②光エレクトロニクス実装システム化技

術の２項目に大きく分けて実施する。具体的には、光導波路、光変調器や受光器等と電気配線をシリ

コン上に高密度集積した光電子集積インターポーザ、ポリマー光配線と電気配線を形成した光電子ハ

イブリッド回路基板を実現するために必要な光および電子デバイス技術、その設計技術や目的性能を

大きく高める革新的デバイスの開発を光エレクトロニクス実装基盤技術、光電子融合サーバ等、それ

ぞれの目的に最適なアーキテクチャの明確化、関連する信号処理技術等の開発を光エレクトロニクス

実装システム化技術で実施する。 

これらの技術開発により、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減できかつ

データセンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素技術を確立することを

目標としている。電子機器のデータ伝送に関して、１０Ｔｂｐｓ／ノードの伝送帯域と電気配線を用

いる場合に比較して１／１０の低消費電力化を、また、通信速度あたりの面積比で１／１００以下の

小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。図 II-1-1 に事業の全体計画と性能目標を示す。 

ＮＥＤＯは未来開拓研究プロジェクトの実施期間の全１０年間のうち７年間（２０１３年度～２０

１９年度、２０１２年度は経済産業省執行）を執行し、未来開拓研究プロジェクトの最終目標である

光電子融合サーバボードを実現するために必要となる構成要素技術を確立するとともに、事業化に必

要となる国際標準を獲得することを２０２１年度までに達成すべき目標として設定し、本プロジェク

トの最終目標としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-1 事業の全体計画と性能目標 
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この目標に向けた取り組みとして、研究開発成果は、各実施者が自社に持ち帰り、実用化のための

技術開発などを実施して事業化を進め、開発成果の新たな適用先の探索と顧客価値の評価に努めてい

る。図 II-1-2 に事業全体の研究開発スケジュールを示す。最終目標に至るまでのマイルストーンを達

成し、実用化の目処が見えた光デバイスは、プロジェクト終了を待たずに実用化・事業化の準備を進

め、技術動向・市場動向を踏まえた上で、戦略的に事業化を開始している。具体的には、研究開発項目

①光エレクトロニクス実装基盤技術にて確立した光電子集積サーバボード構成要素技術および研究開

発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術にて確立した光電子集積光通信システム技術を実用

化の観点から絞込み、２０１５年にデジタルコヒーレントトランシーバの事業化を開始し、２０１７

年に「光 I/O コア」と呼ばれる光トランシーバーチップの事業化を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-2 事業全体の研究開発スケジュール 

 

２．事業の計画内容 

２．１ 研究開発の内容 

上述した全体目標を達成するために、以下の研究開発項目および研究開発計画に基づき、研究

開発を実施する。研究開発の実施にあたっては、研究開発テーマとして光集積回路を実現するた

めの要素技術を開発する①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発、とそれらを統合し、全体シ

ステムとして動作させるための技術を開発する②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発

に大別して実施することとした。本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな基盤的

技術に対して、産官学の複数事業者が互いのノウハウなど持ち寄り、協調して実施する事業であ

り、委託事業として実施する。 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 
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（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

（ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

（ｆ）光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

（ⅱ）国際標準化 

 

II．１の全体目標で既に述べたとおり、経済産業省は未来開拓研究プロジェクト「光エレクトロ

ニクス」の事業期間として２０１２年度から２０２１年度（１０年間）を予定し、２０１２年度か

ら２０１７年度までの６年間の実施者を公募した。２０１３年度からはＮＥＤＯが、２０１７年

度までの５年間の基本計画を策定し研究開発を実施した。２０１７年度に実施した中間評価にお

いて、プロジェクトの必要性、研究開発マネジメント、研究開発成果、実用化・事業化に向けた取

組および見通しが評価※され、当初計画された計１０年間の事業遂行が妥当と認められた。 

※事業の位置づけ・必要性（3.0）、研究開発マネジメント(2.9)、研究開発成果(3.0)、実用化・事

業化(2.6)、( )内は、評価点。満点は 3.0 点。 

以上の経緯を踏まえ、２０１７年度まで計６年間の研究開発により確立した光電子集積サーバ

ボード構成要素技術を光電子集積インターポーザのデバイス・実装／システム化に向けた技術開

発へと集約し、２０１８年に公募を実施し、２０１３年度にＮＥＤＯが策定した基本計画の一部

を見直して２０１８年度から２０２１年度まで４年間の研究開発を継続する。以下では、それぞ

れの研究開発内容について説明する。 

 

研究開発項目① 「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

１．研究開発項目の概要 

電子機器に電気配線を用いる場合データ伝送量や速度、伝送距離の増加に伴い信号伝送の損失

が大きくなるのに対して、光配線を用いる場合それらが増大しても損失は一定であり消費電力の

増加は極めて小さいという特性がある。このメリットを生かして、光配線は高速インターネット

網や携帯電話基地局で利用されているほか、近年はデータセンタ等の低消費電力化・高速化技術

として光配線技術が有力視され、半導体分野の企業で研究開発が進められている。 

本研究開発では、電子機器の電気配線を光配線に置換し電子回路技術を融合させる光エレクト

ロニクス実装システム技術の根幹となる光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基

板等を実現するための構成要素技術の開発と、高速化、省電力化、小型化などの面で画期的な性

能向上や中期的な技術基盤の変化をもたらす革新的デバイス技術の開発を行う。 

 

２．研究開発項目の具体的内容 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術（２０１７年度まで） 

電気配線と光配線が融合した光電子ハイブリッド回路基板の作製技術、高密度の光・電気のイ

ンターフェースを備えた光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板に実装するた

めの実装技術とインターフェース技術および高信頼、低コスト化を実現する設計・方式・製造装

置を開発する。また、光電子集積インターポーザとＬＳＩを接続するインターフェース技術およ

び光電子ハイブリッド回路基板間を接続する高集積コネクタ技術を開発する。さらに汎用電気イ

ンターフェースに対応した光素子駆動アナログ電子回路を開発し、ロジックＬＳＩに搭載するた

めのアナログ電子回路技術の開発を行う。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術（２０１７年度まで） 

光トランシーバや光電子集積インターポーザ等を実現する基盤技術として、光導波路、光源、

光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの超小型要素光素子を開発すると共に、これらを

高密度集積する技術を開発する。また、光信号の並列化、多重化、多値化についても検討を行い、

インターポーザ上での大容量信号伝送技術を開発する。さらに、ロジック、メモリ等の電子回路
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チップの搭載が可能で、光トランシーバを高密度に集積した、低消費電力で低コストな光電子集

積インターポーザを形成する基盤技術の開発を行う。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術（２０１６年度まで） 

大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、１００Ｇｂｐｓの伝送容

量を持つデジタルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回路と光回路に関する基

盤技術を開発する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術（２０１７年度まで） 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路の設計技術に関し、光、

電子、それぞれの回路の最適設計を効率的に行うための統合設計環境を実現する基盤技術を開発

する。さらに、本統合設計環境を本事業内の研究チームで利用可能とするための支援体制、スキー

ムを整備する。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子ドットレー

ザ技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技術開発を行う。 

[革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原理に基づく

次世代光変調器を開発する。 

[革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、フォトニッ

クナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基盤

技術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ技術お

よびそのための要素デバイスの開発を行う。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高効率化に向

け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実現のためのハイブリッ

ド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デバイスの開発を行う。 

 

３．達成目標 

光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基板およびそれぞれの要素技術を組み込

んだデバイスの集積化技術を開発することにより、電気配線の１／１０の低消費電力化・高速化

（１ｍＷ／Ｇｂｐｓ）を達成する目処を得るとともに、１／１００以下の小型化実現のための要

素技術を確立する。また、機器間光インターフェースにおいて、１００Ｇｂｐｓ／ｃｈの高速伝

送および現状の光トランシーバモジュールの消費電力（３００Ｗ程度）を１／５～１／１０まで

低減できる低消費電力化技術を実現する。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開

発を行う。 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

多数の光デバイス・電子デバイスが搭載されたシリコンフォトニクスによる光電子インター

ポーザおよび光電子インターポーザを搭載した光電子ハイブリッド回路基板を実現するための基

盤技術を開発する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した光電子ハイ

ブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤技術を確立する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール化技術を確
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立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

超高速のデータ伝送を行う光電子集積インターポーザを実現するため、シリコンフォトニクス

技術を用いた光集積回路技術を開発するとともに、ロジックＬＳＩ、メモリＬＳＩ、光デバイス

等を光電子集積インターポーザ上に高密度集積するための集積化技術を実現する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤要素技術を

確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を確立する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するための基盤集積

技術を確立する。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間、データセンタ間の大容量通信を可能とする小型デジタルコ

ヒーレント光トランシーバに必要な信号処理回路、光回路技術を平成２８（2016）年度までに確

立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を行い、基本性

能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（２０１６年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間通信向け低

消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証するための要素技術を確

立する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路を効率的に設計するため

の光エレクトロニクス統合設計環境を実現し、プロジェクト内での活用を可能とするとともに、

本プロジェクト成果事業化時に適用できる効率的な設計フロー構築のための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構成を構築し、

統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス設計の基盤技術として、

光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本構造を確立する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能とする統合

設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキット）を整備し、光電子

集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術開発 

光電子集積サーバの高性能化を可能とする光電子集積デバイスの非連続的な高速化・低消費電

力化・小型化・低コスト化などの高性能化をもたらす挑戦性の高い技術の研究開発を、以下のよ

うに実施する。なお、当該技術開発に関しては、その開発の性質等を考慮し、技術開発の進捗度、

本研究開発事業内での展開の可能性等の観点から、必要に応じて見直しを適宜実施するものとす

る。 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向けてシリコン基板上量子ドットレー

ザ技術とその集積化技術の開発を行うと共に､高感度受光器に関する技術開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合型単チャン

ネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術として受光器における暗電

流抑制効果を実証する。  

【中間目標】（２０１７年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現するととも
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にシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、導波路型受光器におけ

る暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見

通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、シリコン上量子ドットレーザの高温動作と高

速変調動作を実現する。また、光電子集積インターポーザ用集積化受光器への展開に向け、シリ

コン基板上に集積した受光器の低暗電流動作を実証し、高速応答動作可能な構造を明確にする。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、1.4μm 以上の長波長帯のシリコン基板上量

子ドットレーザの実現可能性を示す。また、光電子集積インターポーザ用集積化受光器に向け、

高速応答可能で省電力化が可能な導波路型受光器を実証することにより、光電子集積インター

ポーザへの技術展開の見通しを示すと共に、事業化に対する課題を明確化する。 

 

 ［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原理に基づく

次世代超小型光変調器の開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小形化を可能とする

新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【中間目標】（２０１７年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検討を通じて、

光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、超小型化・高速動作を可能と

するスローライト型変調器や低消費電力化が可能なハイブリッド MOS 型光変調器等の動作を実

証する。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、スローライト型変調器やハイ

ブリッド MOS 型変調器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現する可能性を実証するこ

とにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通しと事業化に対する課題を明確化する。 

 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けたナノスケール光配線基盤技術とし

て、フォトニック結晶構造等を用いた信号伝搬制御等に関する高度な光配線技術の開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術において、層間方

向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【中間目標】（２０１７度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を

明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等を用いた光損失補償機能

や光バッファ機能など、革新的導波路技術の可能性を示す。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等による光損失補償機能や

光バッファ機能を統合することなどにより高度な光配線技術を開発し、光電子集積サーバ技術の

革新的展開へ寄与する。 

 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 
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光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基盤

技術として、光回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ（以下光Ｆ

ＰＧＡ）技術およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の光増幅器が並

ぶアレイデバイスを実現する。 

【中間目標】（２０１７年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。また、こ

れらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対す

る課題を明確化する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、光ＦＰＧＡを構成するハイブリッド光素子の集積

プロセスシーケンスを確立し、光ＦＰＧＡの原理実証を行う。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ上で機能可変型光エレク

トロニクス回路の基本機能を実証して光ＦＰＧＡ実現の見通しを明らかにすることにより、光電

子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 

 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高効率化に向

け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実現のためのハイブリッド

集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型をベースとした

超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超高速光信号処理デバイス

実現にむけた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動作を実証す

る。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化する。 

 

研究開発項目② 「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

１．研究開発項目の概要 

本プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実現するには、それに適

したシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のある実用性の高い技術の開発が必

要である。光電子集積インターポーザは、これまでの研究開発の成果を集約しアウトプット目標

を達成するために重要な素子であり、そのデバイス技術、実装技術およびシステム化技術を開発

する必要がある。 

本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かすサーバ等の

システムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技

術の開発の要素技術を用いてシステムを構築するための基盤技術を開発する。これにより、シス

テムの実用性を検証するとともに、要素技術開発にフィードバックすることで、完成度の高い技

術の効率的な開発を実現する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発（２０１７年度まで） 

データセンタレベルでの運用が可能な、多種のＬＳＩを高密度集積した光電子集積インター

ポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した、小型・高速動作・低消費電力光電子融合サー
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バボードを実現するための基盤技術を開発する。また、高速ストレージインターフェースに適応

する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイスを搭載した光インターフェース付き大容

量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度まで） 

光送受信システムを内蔵し、光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバを開発し、

アクティブ光ケーブル (ＡＯＣ）を実現する。さらに、光トランシーバを集積した光電子ハイブ

リッド回路基板上に、既存ロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩを開発する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発（２０１６年度まで） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセンタ間接続

用光トランシーバの実現を目的に、高周波実装回路技術と、変調器／ドライバ、受信フロントエ

ンド等のデバイス制御技術を確立し、小型で低消費電力の１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント

光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度まで） 

シリコンフォトニクス技術を用いたアクセスネットワーク用集積光エレクトロニクスチップを

開発し、企業間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバのシステム化

技術を確立する。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

２０１７年度までに本プロジェクトで開発された光エレクトロニクス実装基盤技術およびシス

テム化技術あるいはそれらと同等の技術を基に、光電子集積インターポーザを実現するために必

要なデバイスおよび実装技術を開発する。 

具体的には光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの光電子インターポーザの構成要

素となる光素子を小型化、高速化および低消費電力化するための技術を開発すると共に、光信号

の多重化および多値化を検討し、光電子集積インターポーザにおける大容量信号伝送技術を開発

する。 

また、光電子集積インターポーザの大容量化、高信頼、低コスト化を実現する実装技術として、

異種導波路を接続する技術、光電子集積インターポーザとＬＳＩを接続するインターフェース技

術、および高集積コネクタ技術を開発する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

上記（ｅ）で研究開発する光電子集積インターポーザを情報処理装置や情報通信機器およびその

システムに適用するために必要となるシステム化技術の研究開発を行う。 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

実際のデータセンタで運用が可能でありかつ光電子集積インターポーザを用いた小型かつ高速

動作が可能な低消費電力光電子融合サーバボードを実現するため、必要となるシステム化技術を

開発する。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

シリコンフォトニクスデバイス技術を応用展開した光電子集積インターポーザを用いて、小型

一芯双方向波長多重トランシーバのシステム化技術を確立する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析するとと

もに、プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積極的に推進

する。また、フォーラム標準化機関[ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum）、ＩＥＥＥ８０２．

３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group）、ＣＯＢＯ（Consortium for On-Board 

Optics）]、並びにデジュール標準化機関[ＩＥＣ（International Electrotechnical Commission）]

等の標準化動向を踏まえ、研究開発成果が迅速かつ広く世界の市場で受け入れられるようにする
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ために、光電子集積インターポーザに関わる国際標準化を積極的に推進する。 

３．達成目標 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルの運用が可

能な、多種のＬＳＩを高集積化した小型・高速動作・低消費電力な光電子融合サーバボード等を

実現するため基盤技術を開発し、光電子融合サーバボード実現のための目処を得ることを目標と

する。 

具体的には、光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実装技術

を開発し、１０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化と、電気配線を使用した場合の１／１０に相

当する１ｍＷ／Ｇｂｐｓの低消費電力を実現するための要素技術を確立する。 

加えて、順次実用化する開発成果の事業化に必要となる国際標準の提案と採択推進活動を行う。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開

発を行う。 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルでの運用が

可能な光電子集積サーバボード実現のための基盤技術を開発する。多種のＬＳＩが高密度集積し

た光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した小型・高速動作・低消

費電力光電子集積サーバボードを実現するための課題抽出を行い、課題解決の目処を得る。また、

高速ストレージインターフェースに適応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイス

を搭載した光インターフェース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝送スペック

（変調速度、多重度、チャンネル数など）および光電子インターポーザの回路冷却に関する基本

要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと積層型ストレージチップ実装基板から

なるハイブリッド型の光インターフェース付きＳＳＤを試作し、標準ストレージインターフェー

スによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、要求スペッ

クを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型のストレージチップを

実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバによるアクティブ光ケーブルの実現と、

光トランシーバとロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩの実現に向け、次の開発を行

う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体間接続にお

ける実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシーバとロジックＬＳＩ間

の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき既存ロジッ

クＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭載基板間光接続を実現

する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと小形集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセンタ間

接続用トランシーバの実現に向け、次の検討を行う。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

一次試作の光デバイスおよびＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバイス制御動

作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事項を抽出する。 
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【最終目標】（２０１６年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓデジタルコ

ヒーレント光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いた集積光エレクトロニクスチップを開発し、企業間ネット

ワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバを実現するための基盤システム化技

術を確立する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光トランシーバ

を実証する。 

【最終目標】（２０１７年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わせて集積試

作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するとともに、企業間ネットワー

ク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解決の目処を得る。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実装技術を開発し、１

０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化を実現するための要素技術を確立する。 

具体的には、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器など光電子集積インターポーザの構成

要素となる光素子の小型、高速、低消費電力化技術を開発する。また、シングルモードファイバと

の接続に適した異種導波路接続構造並びに導波路・光ファイバ間の接続構造を開発する。更に、

光電子集積インターポーザにおける大容量信号伝送技術として光信号の多重化、多値化技術を開

発する。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光配線の消費電力を２ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下にするための要素技術を開発する。また、光電子集

積インターポーザの異種導波路接続技術と高集積コネクタを開発し、損失の少ないシングルモー

ドファイバとの光リンクを実現する。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下とするための要素技術と、電気配線と比較し通信速

度あたりの面積で１／１００すなわち１００倍の帯域密度を実現するための要素技術、およびシ

リコンフォトニクス技術による波長多重シングルモード光回路を開発することにより、１０Ｔｂ

ｐｓ／ノードの帯域幅を持つ光電子集積インターポーザ技術を実現する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いたサーバボードを実

現するための要素技術を開発し、データセンタで運用できかつ電気配線を用いた場合に比べて消

費電力を３割削減できることを示す。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と

合わせることによりサーバ電力量を３０％削減可能であることをシミュレーションにより示す。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術を組合せた

光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを用いてサーバ電力量を３０％削

減可能であることを示す。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いることにより、一芯

双方向波長多重トランシーバを搭載した光アクセスネットワーク端末装置を小型化するための要

素技術を開発し、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃｍ以下のサイズに小型化する目処
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をつけることを目標とする。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

一芯双方向波長多重トランシーバに消費電力の少ない光電子集積インターポーザを実装し、動

作検証を行う。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバを搭載することにより、

光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃｍ以下のサイズに小型化するための実装技術を開発

する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

本プロジェクトでの開発成果の事業化に必要な各種インターフェースの標準化を獲得するため、

次のような標準化活動を実施する。 

【中間目標】（２０１４年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、ＩＥＥＥ

８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、「キーメンバーコミュ

ニティー」におけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トラ

ンシーバに関する標準化を推進する。 

【中間目標】（２０１７年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化提案活動を

行い、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

【中間目標】（２０１９年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インターフェースに

関する各種標準化団体に参画し、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

【最終目標】（２０２１年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インターフェース

に関し、提案した標準化案の採択推進活動を行う。 

 

２．２ 研究開発の実施体制 

（１）実施体制 

プロジェクト目標の達成には多くのブレークスルーが必要であることを考慮し、次のような観点

から研究開発の実施体制を構築している。 

① それぞれの研究開発テーマについて最高のポテンシャルを有する研究者を企業・機関のレベ

ルを超えて結集させ、ドリームチームを結成する。 

② それぞれの研究開発テーマ間のみならず、実装基盤技術とシステム化技術の研究開発テーマ

が相互に関連しあって目標とするシステムが構築されてゆくことから、相互に緊密な連携を

とって研究開発を推進できるようにする。 

③ 各企業・機関が所有する既存設備、ノウハウ等を有効に活用することにより、効率的かつ効果

的な研究開発を可能とするとともに、できるだけ効果的な資金配分を実現する。 

④ 参加企業・機関が一体となって標準化推進を進めるとともに、本研究開発成果の実用化・事

業化をより確実なものとするため、国内外市場における事業戦略を策定しつつ研究開発を推

進できるようにする。 

 

本プロジェクトの研究開発拠点と研究項目を図Ⅱ-2.2-1 に示す。本プロジェクトは技術研究組合光

電子融合基盤技術研究所（以下、ＰＥＴＲＡと略記する）にＮＥＤＯが委託して実施する事業である。

プロジェクトの研究員は、ＰＥＴＲＡ組合員である日本電気株式会社、富士通株式会社、沖電気工業

株式会社、古河電気工業株式会社、三菱電機株式会社、国立研究開発法人産業技術総合研究所(以下、

ＡＩＳＴ)、および一般財団法人光産業技術振興協会からの出向者等によって構成されており、集中研、

分室、本部において研究活動を行っている。 
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図Ⅱ-2.2-1 プロジェクトの研究開発拠点と研究項目 

 

ＰＥＴＲＡ集中研は、ＡＩＳＴ（つくば）に設置され、ＰＥＴＲＡ研究員がＡＩＳＴの実験室、実験

設備を活用し、光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術、システム化技術等の研究開発を推

進している。ＰＥＴＲＡ分室では、組合員各社の実験室において本研究開発に参加しているＰＥＴＲ

Ａ組合員が保有する設備、ノウハウ等を活用しつつ、情報処理システム化技術、情報通信システム化

技術についての研究開発を推進している。ＰＥＴＲＡ本部では、光協会と協力しつつ国際標準化活動

を実施するとともに、本研究開発全体の一般事務を集中的に管理している。 

研究開発の全体を統括するプロジェクトリーダ（ＰＬ）の下に、ＰＥＴＲＡが実施する研究開発内

容について責任を持つ研究統括部長を置き、プロジェクト全体の運営、研究開発進捗管理と迅速な意

思決定、研究項目間の効果的な連携が可能になるように全体の実施体制を構築している。 

本プロジェクトにおける研究総括責任者であるプロジェクトリーダは下記の役割を担い、プロジェ

クト全体の運営を行っている。 

１．組織関係 

  （１）研究体（分室、集中研）の設置、廃止等の組織構成案の策定。 

  （２）研究体の研究サブリーダ等の選任と解任。 

２．予算関係 

  （１）各事業年度における予算配分の調整および予算案の策定。 

３．研究計画・管理関係 
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  （１）各研究体の研究サブリーダ等から構成される「マネジメント委員会」、「技術委員会」を開催

し、年間計画の策定や研究進捗状況の管理および総合調整を行う。 

     また、ＰＥＴＲＡより３回／月程度の頻度でプロジェクトの進捗状況について報告を受け、

プロジェクト全体の進捗状況を把握する。 

  （２）ＰＥＴＲＡとともにプロジェクト成果の実用化計画を協議するともに、それを考慮した研究

開発計画を策定する。 

（３）年度毎のプロジェクト推進目標を策定し、これを管理／フォローアップを実施する。 

４．研究成果関係 

 （１）特許、論文、学会発表、標準化寄与文書、新聞発表、展示会出展等のプロジェクト成果の計

画策定と実績の管理実施。 

５．その他 

  （１）プロジェクト活動の啓蒙・啓発事業として、ワークショップやシンポジウム等の企画立案と

実施。 

  （２）経済産業省、ＮＥＤＯ、大学等の各種関係会議やヒアリング等への対応および総括。 

 

（２）共同実施 

研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発において研究開発を実施する革新的デバ

イス技術については、各々の分野で先進的な取り組みを行っている東京大学（革新的光源・光検出

器技術、革新的光変調器技術）、横浜国立大学（革新的光変調器技術）、京都大学（革新的光配線技

術）、東京工業大学（革新的光エレクトロニクス回路技術）、早稲田大学（革新的光源技術）とＰＥＴ

ＲＡが共同研究契約を締結し、研究開発を実施している。 

 

２．３ 研究開発の運営管理 

本プロジェクトは、ＦＩＲＳＴプログラムの一つである「フォトニクス・エレクトロニクス融合シ

ステム基板技術開発（ＰＥＣＳＴ）」と連携し、その技術成果を活用しつつ光電子集積システムの実現

に必要な基本技術要素を研究開発する①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発と、その技術要素を

統合してシステムとして実現するための②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発が、相互に

フィードバックを行いながら効率的、効果的に研究開発を実施し、最大化された成果を生みだすとと

もに、成果を早期に実用化することを目的に運営されている。その目的の実現のため、次に示す組織

体を構成し、プロジェクトを推進している（図Ⅱ-2.3-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-2.3-1 プロジェクトの運営体制 

 

① プロジェクト運営に係る最高議決機関としてマネジメント委員会を設置。四半期ごとに開催

し、実施計画の進捗状況、政策動向、技術動向等を確認し、実施計画の見直しに関し、審議・

決定する。大学（革新的デバイス技術）との共同実施内容については、進捗状況により適宜シ
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ステム化技術としてＰＥＴＲＡによる開発対象としていく。 

② プロジェクト参加組合員による成果の効果的な実用化を実現するため、プロジェクトの研究開

発と参加組合員による実用化活動の方向性等について企画、調整する事業化検討会を設置。 

③ プロジェクト成果の早期実用化を実現するため、プロジェクトに指針を示し、サポートを行う

委員会として、知財推進委員会、技術推進委員会を設置。 

④ 国際標準化連絡会を半年に一度開催し、国際標準化の主要メンバーから組合員に向けプロジェ

クトに関わる国際標準化の進捗状況を報告・議論し、国際標準化状況の周知を図る。 

 

また、新規市場の開拓を伴う本研究開発成果の実用化を促進するため、その実用化については、研

究開発終了後の企業による実用化努力のみならず、研究開発途上でも実用化可能な技術についてはバ

イプロダクトとして積極的に実用化を行なうこととしている。 

本研究開発の成果に係わる知的所有権の取得、権利の帰属、実施等に関するルールは、「「超低消費

電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」の研究開発事業に関する知的財産権取扱規程」と

して、知財推進委員会にて策定され、運用されている。共同実施を行っている大学における知的財産

権の取扱いについても、ＰＥＴＲＡと個々の大学間で結ばれる共同研究契約にて規定されており、そ

れに基づいた運用がなされている。 

なお、知的財産権取得規程、大学における知的財産権の取扱い規定の策定に当たっては、未来開拓

研究プロジェクトの目的の一つである成果の実用化による国益の実現を阻害することが無いように、

実用化時における必要な知的財産権の円滑な実施を可能とすることを基本的な方針として事前に定め

ている。その結果、定められた知的財産取得規程は、プロジェクト開始前に参加者が保有していた知

的財産権の許諾に関する考え方や共同研究を行っている大学が取得する知的財産権の補償等の取扱い

等についても考慮されたものとなっている。 

ＮＥＤＯは実施者とのディスカッション、情報交換を促進するため、プロジェクト全体のヒアリン

グおよび実施者各社の個別ヒアリングなどを通じて、研究開発の進捗状況の確認等を行うと共に、課

題の共有や開発計画の見直し、加速資金の必要性、成果の実用化・事業化等について実施者と議論を

行い、プロジェクトマネジメントに活用している。また、実施者間では、ＰＥＴＲＡ内の実施者間で行

う四半期ごとにテーマごとの進捗確認・ヒアリング等で研究開発状況、進捗などについて報告し、議

論を行うことで緊密かつ効率的に研究開発を推進している。 

 

２．４ 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

プロジェクトの開始にあたり、ＮＥＤＯは経済産業省と共に光素子・光デバイス、光モジュール、光

通信等の光通信技術において強みを持つ企業、スーパーコンピュータ、サーバ、ストレージ、コンピュー

タネットワーク等の情報処理関連装置技術等において、研究面、事業面で共にトップレベルの強みを

持つ企業が参加した事業の実施体制を構築し、光通信技術と情報処理装置技術との深い融合を実現す

るために必要な研究開発とその成果の実用化の達成に対する蓋然性を高めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-2.4-1 国際会議での展示（OFC2019） 

 
これに加え、プロジェクト参加企業等において事業化に深い知識を持つ人員をメンバーとし、必要

に応じてプロジェクト外部の有識者も交えて、プロジェクト成果の実用化・事業化について継続的に
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議論を行う事業化検討会等を設置し、実用化の観点からプロジェクト成果の実用化に求められる要件

や事業化のための戦略等について議論を進めている。 

プロジェクトで開発に取り組んでいる光電子融合技術は、汎用性の高い技術であり、適用対象によっ

ては途中段階の技術が十分有用な場合も想定されるとの認識で研究開発を行っている。また、光電子

融合技術は未だ存在しない市場を切り開くものであるため、その普及には一定程度の時間も必要であ

ることも予想される。従って、光電子融合技術のスムーズな普及をはかるため、経済産業省、ＮＥＤ

Ｏ、実施者間でプロジェクト成果の適用可能性のある対象の探索に努めるとともに、実用化・事業化

戦略に関して継続的な議論を実施しており、研究開発途上でも実用化の可能な技術についてはバイプ

ロダクトとして速やかに実用化を図ることとしている。 

また、研究開発成果の普及を促進しつつ国際競争力を確保するには、特許の取得と標準化について

戦略的に進める必要があるとの認識である。このため、知財推進委員会と国際標準化連絡会をプロジェ

クトに設置して、プロジェクトの実用化戦略と連携した知財戦略、標準化戦略を策定し、プロジェク

ト成果のオープン化、クローズ化を実践している。また、技術の実現性を示して標準化活動を支援す

るため、ＥＣＯＣ、ＯＦＣ等の主要な国際会議において成果発表や、成果の展示を行った。ＯＦＣ２０

１９での展示デモ風景を図Ⅱ-2.4-1 に示す。 

連携プロジェクトであるＰＥＣＳＴの成果活用に関しては、両プロジェクトの連携会議として設置

されたガバニングボードにおいて、経済産業省、内閣府とともに協議を行い、ＰＥＣＳＴで取得され

た知財や人材等を効果的に活用するための取り決め等について整備を行った。 

 

３．情勢変化への対応 

情勢変化への対応としては、下記のような取り組みを行っている。 

１） 国際競争力強化や実用化に資すべく本プロジェクトで開発を進めている要素技術の研究開発成

果に基づき、当初の計画を変更する形で、実施方針の変更や加速資金の投入を実施した。光電子

集積インターポーザは技術的ハードルが高いため、実装技術・評価技術の開発を前倒しし、実用

化検討を推進している（表Ⅱ-3-1）。 

 

表Ⅱ-3-1 研究開発目標の妥当性と情勢変化への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 国際的な学会動向や、欧米を中心とした先進各国の国家プロジェクト動向、並びにロードマッ

プ等の最新情報を入手することで、本プロジェクトの研究開発レベルのベンチ・マーキングの

見直しを定期的に行い、実施計画・方針等の変更に反映させている。 
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３） 実用化の目処が見えた光デバイスは、プロジェクト終了を待たずに実用化の準備を進めている。 

 

４．中間評価結果への対応 

２０１７年度に実施された中間評価において、プロジェクトの必要性、研究開発マネジメント、研

究開発成果、実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しが評価され、当初計画した計１０年間の事

業遂行が妥当と認められた。本事業に対し提言された指摘事項と、その後の対応進捗について表Ⅱ-4-

1 に示す。これらを受けて、ＮＥＤＯは各研究開発項目の進捗と整合性・連携状況の確認を行うと同時

に、政策動向・業界技術動向なども把握して、必要な対策を合議し、プロジェクトリーダおよび実施者

と連携して研究開発の運営管理を実施することとした。具体的には以下の３つの対応策を推進した。 

l 大学と企業の連携強化を図るとともに人材育成など成果普及活動を推進した。 

l 光電子集積インターポーザの低コスト化や接続性向上を可能にするポリマー導波路、曲面ミ

ラー、光コネクタを活用した異種導波路接続技術の効率化を推進した。 

l 国内外の動向調査を行い、電気配線を光配線に置き換え、省電力化に貢献できる市場を把握し、

事業化へ向けた取り組みに着手した。 

これらに加え、高いコストを要するデバイス素子等の開発には、シミュレーションを積極的に活用

し、財源・リソースの適切な配分に努めている。 

 

５．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的および政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義および

将来産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の評価を事業項目毎に実施する。具体

的には、２０１４年度、２０１７年度に中間評価を実施済みであり、また、２０１９年度に中間評価、

２０２２年度に事後評価を実施する計画としている。評価結果は、経済産業省と相談のうえ、事業の

延長・加速・縮小や必要な体制の再構築などを含めて後年度の研究開発に迅速に反映することとする。 

なお、評価の時期は、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じ、

前倒しする等適宜見直すものとする。 

 

表Ⅱ-4-1 ２０１７年度中間評価の指摘事項と対応進捗 
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Ⅲ．研究開発成果 
 
１．事業全体の成果について 

１．１ 事業全体の成果について 
電子機器の電気配線を光配線に置き換える光回路技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニ

クス実装システム技術を開発するために、以下の項目について研究開発を進める。  
 研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 
 （ⅱ）革新的デバイス技術 
 研究開発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 
 （ⅰ）システム化技術 
  （ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 
  （ｆ）光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 
 （ⅱ）国際標準化 
 ③成果普及活動 
なお、研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 （ⅰ）実装基盤技術および研究開

発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発（ⅰ）の（ａ）（ｂ）（ｃ）（ｄ）については本

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」プロジェクトの 2012 年度～2017 年度

で開発が終了している。（「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム化技術開発」（中間評価）

分科会資料７－１参照のこと） 
事業原簿では、研究開発項目に沿って成果を記述する。 
 

１．２ 知的財産権等の確保に向けた取組み 
研究開発成果の実用化・事業化を推進するためには、製品の性能優位性を確保するとともに、持続

的に市場優位性を確保するために、簡単に他社に真似されない製品とする必要がある。プロジェクト

成果の事業化を推進するために、オープン・クローズ戦略に基づき成果の知的財産権利化とブラック

ボックス化により参入障壁の形成を目標に活動する。 

・オープン化（知的財産権利化） 

光電子集積インターポーザの構造、外観等を知財化し、電気・光の入出力に関わるインター

フェース部を標準化して、開発技術が世の中で使われるようにする。コア技術である光電子集積

インターポーザの集積光/電子回路と実装構造について、権利化を進めるとともに、外部特許を継

続的に調査し、競争力のある知財創出を目指す。 

・クローズ化（ブラックボックス化） 

知財権化しても権利の防御の難しい光電子集積インターポーザの実装方法、装置仕様等はノウ

ハウとしてブラックボックス化し、誰も容易にまねのできない参入障壁を築く。 

国際標準化に関しては、開発成果が広く受け入れられるよう、電気・光の入出力に関わるインター

フェース部を主に標準化することを目標に活動する。研究開発項目②(ⅱ) 国際標準化が担務とする。

半年に一度、国際標準化連絡会を開催し、国際標準化の主要メンバーから組合員に向けプロジェクト

に関わる国際標準化の進捗状況を報告・議論し、国際標準化状況の周知を図る。 
 

１．３ 成果の普及 
プロジェクト内で共有されてきた研究開発成果の社会実装、産業への波及効果を推進するために、

研究開発の実施期間中から、研究開発の成果が迅速かつ広く受け入れられるように、ニュースリリー

ス、展示会への出展、シンポジウム開催等の取組みを通じて光エレクトロニクス技術の情報発信、普

及促進を推進する。さらに、光エレクトロニクス技術の共通基盤技術を、一般のユーザ、研究者、学生

等へ幅広く普及させるために、成果普及、人材育成に向けたプログラムを実施する。プログラムでは、

光エレクトロニクス分野におけるイノベーション創出に向けた周辺研究、人材育成、ビジョン形成等

の活動を推進する。 
研究開発成果の普及として、学会活動、展示会活動、ニュースリリース等を表Ⅲ-1-1 にまとめる。

特許については、プロジェクト成果の活用のため、国内外で積極的に出願している。 
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表Ⅲ-1-1 事業全体の成果と成果普及（2018 年 4 月 1 日~2019 年 7 月 19 日） 

年度 
特許国内登

録 
特許海外登録 

 論文・学会発

表 
ニ ュ ー ス リ

リース 
主要展示会 

合計 41 21  95 3 - 

2018 年

度 
27 16 

 
67 2 OFC2019 

2019 年

度 
14 5 

 
28 1 

CEATEC(予定） 
OFC2020(予定） 

 
 

１．４ 研究開発目標の達成度について 
 研究開発の中間目標に向けた進捗状況を表Ⅲ-1-2 にまとめる。達成度は全て大幅達成◎、達成〇と

なっている。 
 

表Ⅲ-1-2 事業全体の進捗状況 
テーマ 2019 年度末中間目標 主な成果状況 達成度 

革新的デバ

イス技術 

光電子集積サーバの継続的な高性能化を可能と

する光電気集積デバイスの更なる小型化・低消

費電力化・高機能化に向け、光源、光検出器、

光変調器、光導波路のデバイス技術開発や機能

可変な光回路システム技術の開発を行う。 

・シリコン基板上直接量子ドットレー

ザの高温(101℃)での発振に成功 

・シリコン基板上 InGaAs 薄膜構造で、

受光器の 1fF 以下の寄生容量を実証 

◎ 

光電子集積

インター

ポーザのデ

バイス・実

装技術開発 

光配線の消費電力を 2mW/Gbps 以下にするため

の要素技術を開発する。また、光電子集積イン

ターポーザの異種導波路接続技術と光コネクタ

を開発し、損失の少ないシングルモードファイ

バとの光リンクを実現する。  

・変調器、受光器の 56Gbps 動作実証 

・16 波長合分波を可能とする光素子を

動作実証 

・EA 変調器を開発し、今年度中に

2mW/Gbps 以下を達成見込み 

・三次元造形ポリマーミラー形成技術

を開発し、シリフォトチップからのシ

ングルモード光の入出力を確認 

◎ 

光電子集積

インター

ポーザのシ

ステム化技

術開発 

波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消費

電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と

合わせることによりサーバ電力量を 30％削減可

能であることをシミュレーションにより示す。 

・システム化実装の課題抽出に向けた

検証用サーバボードの構成を決定サー

バ消費電力見積と上記実行時間の短縮

見込みから、サーバ消費電力量の 30%

以上削減可能性を確認した 

・TWDM-PON ONU 用光電子集積インター

ポーザの基本構造を設計 

〇 

国際標準化 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイ

ズ、入出力構成）、電気・光インターフェースに

関する各種標準化団体に参画し、標準化動向を

踏まえ、実用化する開発成果の事業化に必要な

標準の提案を行う。 

・フォーラム標準化機関において、イ

ンターフェース標準化を推進 

・デジュール標準化機関（IEC）におい

て、光集積回路パッケージの標準化を

推進し、最終文書段階に進展。 

〇 

成果普及活

動 

プロジェクト内で共有されてきた研究開発成果

の共通基盤技術を一般ユーザ、研究者、学生等

へ幅広く普及させる。ニュースリリースを計画

的に進める。  

・フォトニクス・イノベーションセミ

ナーは、2018 年度に 4回のセミナーを

開催した 

・プレスリリース 3件 

〇 
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成果の最終目標の達成可能性について表Ⅲ-1-3 にまとめる。全テーマが達成可能の見込みである。 
 
 

表Ⅲ-1-3 成果の最終目標の達成可能性 

テーマ 最終目標（２０２１） 達成見通し 

革新的デバ

イス技術 

各デバイスの最終目標を達成するとと

もに、光電子集積インターポーザへの技術

展開の見通し と事業化に対する課題を明

確化する。  

中間目標の達成性をさらに展開す

るとともに、PETRA 研究員との議論

を重ね、サーバ技術への展開を図るこ

とによって目標達成の見込み。 

光電子集積

インターポー

ザ の デ バ イ

ス・実装技術

開発 

光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ

以下とするための要素技術と、電気配線と

比較し通信速度あたりの面積で１／１０

０すなわち１００倍の帯域密度を実現す

るための要素技術、およびシリコンフォト

ニクス技術による波長多重シングルモー

ド光回路を開発することにより、１０Ｔｂ

ｐｓ／ノードの帯域幅を持つ光電子集積

インターポーザ技術を実現する。  

・新規の光デバイス（変調器、受光

器）開発による高速化と省電力化、波

長多重合分波器による高密度化で消

費電力と帯域密度の目標達成の見込

み。 
・ポリマー技術を適用した高精度な

光実装技術の開発による低損失化に

より、１０Ｔｂｐｓ／ノードの帯域幅

の目標達成の見込み。 

光電子集積

インターポー

ザのシステム

化技術開発 

・消費電力の少ない光電子集積イン

ターポーザ技術と波長多重技術を用いた

接続技術を組合せた光電子融合サーバ

ボードを試作し、試作機とシミュレーショ

ンを用いてサーバ電力量を３０％削減可

能であることを示す。 
・光電子集積インターポーザを用いた

一芯双方向波長多重トランシーバを搭載

することにより、光加入者端末装置を１０

ｃｍ×２ｃｍ×２ｃｍ以下のサイズに小

型化するための実装技術を開発する。   

・シミュレーションから見積もった

サーバ消費電力と実行時間から、サー

バ消費電力量の 30%以上削減可能性

を見出しており、上記のデバイス・実

装技術開発の成果を盛り込んだ試作

機とシミュレーションにより、目標達

成の見込み。 
・基本構造の設計を完了しており、

上記のデバイス・実装技術開発の成果

を盛り込んだ試作機により、目標達成

の見込み。 

国際標準化 

光電子集積インターポーザの物理仕様

（サイズ、入出力構成）、電気・光インター

フェースに関し、提案した標準化案の採択

推進活動を行う。 

フォーラム標準化機関(COBO に

等）おいて、インターフェース標準化

を推進するとともに、デジュール標準

化機関（IEC）において、光集積回路

パッケージの標準化を推進すること

で、目標達成の見込み。 

成果普及活

動 

光エレクトロニクス技術を、一般のユー

ザ、研究者、学生等へ幅広く普及させるた

めに、成果普及、人材育成に向けたプログ

ラムを実施する。プレスリリース、展示会

への出展等の取組みを通じて情報発信、普

及促進を推進する。 

フォトニクス・イノベーションセミ

ナー、Inter- national Symposium on 
Photonics and  Electronics 
Convergence の継続的な開催、並びに

プレスリリース、展示会を継続的に推

進することで目標達成見込み。 
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２．研究開発項目ごとの研究開発成果について 
２．１ 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 
電子機器の電気配線を光化する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装シ

ステム技術の根幹となる光電子集積インターポーザをさらに発展させるために、革新的デバイス技術

に挑戦する。 
光電子集積インターポーザは、データセンタなどの低消費電力化・高速化技術として期待される光

配線技術の実装の要素の一つであるが、扱うべきデータ量の増大に伴って、そこに求められる性能は

益々高まっている。その要求に継続的に応えていくためには、光電子集積インターポーザを構成する

光源、検出器、変調器、光導波路などの各要素デバイスおよびそれらを用いた光回路構成などにおい

て、継続的な性能向上に加えて、革新的技術や新概念の導入などによる不連続な進展が必要である。

本項目では、光電子集積インターポーザの継続的高性能化を可能とする革新的デバイスの基盤技術と

して、光源、光検出器、光変調器、光導波路のデバイス技術や機能可変な光回路システム技術の開発を

行う。具体的な研究項目および担当機関は以下のとおりである 
[革新的光源・光検出器技術] （東京大学、早稲田大学） 
光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子ドットレーザ

技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技術開発を行う。  
[革新的光変調器技術] （横浜国立大学、東京大学） 
光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原理に基づく次

世代光変調器を開発する。  
[革新的光配線技術] （京都大学） 
光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、フォトニック

ナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。  
[革新的光エレクトロニクス回路技術] （東京工業大学） 
光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基盤技

術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ技術および

そのための要素デバイスの開発を行う。 
図Ⅲ-2.1-1 に革新的デバイス技術のプロジェクトにおける位置づけを示す。 
 

 
図Ⅲ-2.1-1 革新的デバイス技術の本事業における位置づけ 
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２．１．１ 全体成果 
研究開発の中間目標に向けた進捗状況を表Ⅲ-2.1.1-1 にまとめる。達成度は全て大幅達成の◎、達成

の〇となっている。 
 

表Ⅲ-2.1.1-1 革新的デバイスの進捗状況 
テーマ 2019 年度末中間目標 主な成果状況 達成度 

ア）革新的

光源技術

(東京大

学） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源への

展開として、シリコン上量子ドットレーザの

高温動作と高速変調動作を実現する。また、

変調器および受光器が集積されたシリコン光

回路基板上へのハイブリッド量子ドットレー

ザの形成技術の確立を目指す。 

・シリコン基板上直接量子ドットレーザ

の高温(101℃)での発振に成功 

・シリコン上量子ドットレーザの室温

10Gbps 直接変調動作に成功 

・ シリコン光変調器を集積したシリコン

光回路基板の設計・試作を完了 

◎ 

イ）革新的

光源技術

(早稲田大

学） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源への

展開として、シリコン基板上量子ドットレー

ザと組成制御導波路のモノリシック集積構造

を実現する。また組成制御導波路による変調

器特性の評価および 量子ドットレーザとのモ

ノリシック集積化の課題を抽出する。さら

に、シリコン基板上量子ドットレーザへの展

開を図る。  

量子ドット組成混合技術の条件把握によ

り PLピーク波長シフトとして 110nm を

達成し、変調器作製の目処を付けた。

モノリシック集積構造については後期

に達成見込み。 

〇 

ウ) 革新的

光検出器技

術（東京大

学） 

光電子集積インターポーザ用集積化受光器へ

の展開に向け、シリコン基板上に集積した受

光器の低暗電流動作を実証し、高速応答動作

可能な構造を明確にする。 

・InGaAs 導波路メサ構造により、1 fF 以

下の寄生容量を実現可能であることを

数値解析で明確化 

・シリコン基板上 InGaAs 薄膜構造におい

て、素子長 5 μmにおいて 20 nA 以下

の低暗電流動作を実証。また 1fF 以下

の寄生容量も実証。 

〇 

エ） 革新

的光変調器

技術（横浜

国大） 

スローライトと RF信号の位相整合を実現する

２種類の変調器について、実験と理論の比

較、改善点の探索 

改めて二つの変調器の試作、周波数応答の改

善、遮断周波数 35 GHz 以上が得られるか、最

速 64 Gbps 変調においてアイ開口が得られる

か、などの評価 

・メアンダライン電極による位相整合効

果で、スローライトが顕著な時に遮断

周波数が改善することを確認 

・同電極と最適な終端抵抗により、最大

遮断周波数の理論値 50GHz 以上、実験

値 38GHz を評価 

・50～64Gbps の OOK 変調において明快な

アイ開口を観測 

〇 

オ) 革新的

光変調器技

術（東京大

学） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調

器への展開に向け、ハイブリッド MOS 型光変

調器等の高効率化・低損失化に最適な異種半

導体の組み合わせを明確化する。また高誘電

率ゲート絶縁膜の導入による高効率化手法お

よび高速化に向けた寄生キャパシタンス低減

構造を明確化する。 

・量子井戸構造を用いることで変調効

率、変調損失を 2倍程度改善可能である

ことを解析により明確化 

・逆バイアス動作の変調原理を実証。高

速性と動作エネルギーを同時に改善可能

であることを実証。 

・HfO2 ゲート絶縁膜により換算膜厚を低

減に成功。 

◎ 
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カ) 革新的

光配線技術

（京都大

学） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、

フォトニックナノ構造等を用いた光損失補償

機能や光バッファ機能など、革新的導波路技

術の可能性を示す。 

・機械学習を活用した構造最適化により

フォトニックナノ構造共振器の Q値の歩

留まりが大幅に向上することを実験的に

示した。 

・高 Q値共振器の電気的制御に向けたプ

ロセスを開発しつつあり、電極を導入し

た共振器で Q値 400 万を達成できるよう

になった。 

〇 

キ）革新的

光エレクト

ロニクス回

路技術（東

京工業大

学） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、

光 FPGA を構成するハイブリッド光素子の集積

プロセスシーケンスを確立し、光 FPGA の原理

実証を行う 

・広帯域ミラー構造の提案と実証 

・不揮発性スイッチの実証 

・CMOS プロセスでダミーパターンを有す

る素子での接合を実現 

〇 
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２．１．２ (ⅱ)革新的デバイス技術 
コスト競争を回避し、長期的な技術的優位性を確保し続けるためには、光電子集積サーバの継続的

な高性能化を可能とする光電気集積デバイスの更なる小型化・低消費電力化・高機能化が必要となる。

そのため、技術的に非連続な革新的デバイスの基盤技術となる、光源、光検出器、光変調器、光導波路

のデバイス技術開発や機能可変な光回路システム技術の開発を行う。 
 本研究は、東京大学、京都大学、東京工業大学、横浜国立大学、早稲田大学と共同研究契約を結んで

推進する。図Ⅲ-2.1.2-1 に革新的デバイス技術の開発テーマをまとめる 
 

 

 

 

図Ⅲ-2.1.2-1 革新的デバイス技術の開発テーマ 
 

ア)革新的光源技術（東京大学） 
光電子集積サーバ用の集積化光源への展開として、シリコン上量子ドットレーザの性能向上を目指

すとともに、それらを光変調器などの機能が集積化された光チップ上に集積しその基本動作を実証す

る。また、シリコン基板上の高品質 1.3µm 帯量子ドット形成技術を基礎に更なる結晶成長技術の深化

と波長制御技術の確立を図り、次世代集積化用光源技術として 1.4µm 以上の長波長帯のシリコン基板

上量子ドットレーザの技術開発を行う。 
 

目標 
2019 年度中間目標：光電子集積インターポーザ用集積化光源への展開として、シリコン上量子

ドットレーザの高温動作と高速変調動作を実現する。また、変調器および受

光器が集積されたシリコン光回路基板上へのハイブリッド量子ドットレー

ザの形成技術の確立を目指す。 
最終目標（2021 年度末）：光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、集積シリコン光回路

上ハイブリッド量子ドットレーザの基本動作を実証するとともに 1.4µm 以

上の長波長帯のシリコン基板上量子ドットレーザの実現可能性を示す。 
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スケジュール 
2018 年度は、シリコン変調器などを有する光回路上への貼り合わせによるハイブリッド量子ドット

レーザの集積化に向けた、プロセスフローの設計および各過程での要素技術の検討を行う。また、シ

リコン基板上の長波長帯量子ドットの形成に向け、量子ドットの結晶成長技術を中心にその基盤技術

の開発を行う。2019 年度は、ハイブリッド量子ドットレーザの高温動作などを実現するとともに、前

年度の知見にもとづき、シリコン光変調器や Ge 受光器が集積されたシリコン光回路基板上へのハイ

ブリッド量子ドットレーザの集積化技術を確立する。シリコン基板上への長波長帯量子ドットの形成

技術については、バッファ層や積層量子ドット構造などの検討を進め 1.4µm 以上の長波長化を実現す

る。2020 年度は、これまでの成果に立脚し集積シリコン光回路上ハイブリッド量子ドットレーザを試

作するとともに、長波長量子ドットの高密度化、高品質化に取り組み、2021 年度は、集積シリコン光

回路上ハイブリッド量子ドットレーザの基本動作を実証するとともに 1.4µm 以上の長波長帯のシリコ

ン基板上量子ドットレーザの実現可能性を検討することで最終目標を達成する。 
 

アプローチ、特長技術 
量子ドットレーザは、低閾値電流密度、高温動作特性、温度安定動作や高速変調特性などの特徴を

有しており、特に低閾値動作、高温・温度安定動作は光電子融合システムの基本光源に求められる要

求を満たすものである。革新的光源技術では、この量子ドットレーザをシリコン光回路上に実現する。 
 

成果 
多チャネルエバネッセント結合型ハイブリッドシリコン量子ドットレーザアレイからの発振に成功

した(図Ⅲ-2.1.2 ア）-1 (a))。この結果は波長分割多重方式(WDM)への応用のための中核技術であり、

エバネッセント結合型量子ドットレーザの多チャネル化を世界で初めて実証したものである。さらに、

シリコン光変調器を集積したシリコン光回路基板の設計・試作を完了し、量子ドットレーザのハイブ

リッド集積に着手した。 
Si(100)基板上での高品質バッファ層および InAs/GaAs 量子ドット層を実現し、シリコン基板上直

接量子ドットレーザの 101°C での発振に成功した(図Ⅲ2.1.2 ア）-1 (b))。本成果は、無加工シリコン

(100)基板上に MBE 成長のみで実現した世界初のレーザとして位置づけられる。さらに、1.4µm 以上

の発光波長を持つ InAs 量子ドットの GaAs 基板上形成に成功し、シリコン基板上長波長量子ドット

レーザへの展開の見通しを得た。 
 
 

 

図Ⅲ-2.1.2 ア）-1 (a) エバネッセント結合型ハイブリッドシリコン量子ドットレーザアレイの光学

顕微鏡写真と発振特性、(b) Si 基板上 MBE 直接成長量子ドットレーザの SEM 写真と発振特性の温度

依存性 
 

ベンチマーク 
光電子ハイブリッドシステムに搭載されるレーザの評価指標である、閾値電流密度、動作温度と温

度変動に対する耐久性、レーザ出力のシリコン光導波路への結合効率、変調周波数の全てにおいて、
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シリコン導波路結合型量子ドットレーザは、シリコン上量子井戸レーザと同等もしくはそれを凌駕す

ることが可能である。一方、実証されたシリコン基板上直接成長型量子ドットレーザは、単一エピタ

キシー（MBE 成長）による無加工シリコン(100)基板上での初めての報告であり、他機関では追随で

きていない世界トップの技術である。 
 

イ)革新的光源技術（早稲田大学） 
シリコン基板上量子ドットの組成混合により禁制帯幅波長が制御された部分的導波路形成技術を開

発し、シリコン基板上に量子ドット波長可変レーザおよび高速変調器がモノリシックに集積された小

型光電子集積インターポーザ用高機能集積化光源を実現する。 
 

目標 
2019 年度中間目標：光電子集積インターポーザ用集積化光源への展開として、シリコン基板上

量子ドットレーザと組成制御導波路のモノリシック集積構造を実現する。ま

た組成制御導波路による変調器特性の評価および量子ドットレーザとのモ

ノリシック集積化の課題を抽出する。さらに、シリコン基板上量子ドット

レーザへの展開を図る。 
最終目標（2021 年度末）：シリコン基板上に量子ドット波長可変レーザおよびⅢ-V 高速変調器

がモノリシックに集積された光電子集積インターポーザ用高機能集積化光

源を実現する。 
 

スケジュール 
2018 年度において、InP 系 1550nm 波長帯 QD で検討してきた QDI 化技術を GaAs 系 1200nm 帯

QD への適用性を検討し、最適条件を把握する。2019 年度では、これらの結果を踏まえて、QDI レー

ザによる結晶性の確認、QD と QDI 集積レーザの実現、制御された QDI サンプルによる吸収特性と変

調器への検討、シリコン基板上 QD への集積レーザの展開を図る。 
 

アプローチ、特長技術 
シリコン基板上量子ドットの波長可変レーザ化、変調器モノリシック集積化において、発光以外の

全ての機能をシリコン導波路に持たせるよりは、Ⅲ-V 材料で出来るだけの機能を低コストでモノリ

シック形成が出来ればより小型化、低コスト化を図ることが出来ると考えられる。そのためにこれま

でに 1550nm 帯量子ドットで開発してきた領域制御量子ドット組成混合技術は有望な技術であり、シ

リコン基板上 1200nm 帯量子ドットに適用することにより、シリコン基板上の小型変調器モノリシッ

ク集積波長可変レーザの実現（図Ⅲ-2.1.2 イ）-1）が可能となる。 
 

成果 
1550nm 量子ドットで得てきた組成混合技術の成果を踏まえて、1200nm 量子ドットにおいても同

様に種々のイオン注入やドライエッチングにより組成混合が効果的に得られる条件を検討した。その

結果、B+イオン注入と量子ドット成長温度程度よりやや高い温度での高速アニールにより、量子ドッ

ト波長に対して透明化される約 110nm の PL ピーク波長を得た。その際、PL スペクトルに複数ピー

クが現れる現象が見られたが、イオン注入条件の最適化により、連続的な PL 波長シフトが得られる

条件を見出した。（図Ⅲ-2.1.2 イ）-2）STEM 断面像や EDX の組成分析から、In および Ga の元素拡

散により組成ぼやけや量子ドットの拡大が観測され、組成混合が発生していることを示した。組成混

合のウェーハにより、低しきい値でパルスレーザ発振が確認され、（図Ⅲ-2.1.2 イ）-3）組成混合技術

が結晶性に与える影響はほとんど無いことが確認され、次の低損失導波路や変調器集積のための領域

制御組成混合技術および集積レーザ実現への見通しが得られた。 
 

ベンチマーク 
従来の送受信用集積光デバイスとしては、Ⅲ-V 族半導体においてすでに商用化されているものは結

晶再成長が必要で高コストであり、シリコン基板上へのハイブリッド集積においてもウェーハ貼り付

けは集積機能に制限があり、また変調器の小型化に課題を有する。他方、本研究での量子ドット組成
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混合技術は、量子ドット活性層の特徴を活かして、複数の禁制帯幅波長の自由な領域形成が出来る。

従来技術と比較した具体的なベンチマークに至る数値は今後の進捗に委ねるが、超小型変調器がモノ

リシック集積された高性能な量子ドット光源の実現が可能である。 
 

 

 
ウ)革新的光検出器技術（東京大学） 
受光部を熱酸化 Si 基板に貼り合わせた素子構造は、強い光閉じ込めによる素子小型化に加えて、寄

生キャパシタンス低減に優れた構造であり、小型・省電力・小型導波路受光器を実現する上で有望な

素子構造である。本項目では、光電子集積インターポーザ受光器の高性能化に向け、Ge やⅢ-V 族半導

体等を Si 基板の上に貼り合わせた構造等を用いた高感度受光器に関する技術開発をすすめ、高速応答

可能で省電力化が可能な導波路型受光器の実現を目指した研究開発を推進する。 
 

目標 
2019 年度中間目標：光電子集積インターポーザ用集積化受光器への展開に向け、シリコン基板

上に集積した受光器の低暗電流動作を実証し、高速応答動作可能な構造を明

確にする。 
最終目標（2021 年度末）：光電子集積インターポーザ用集積化受光器に向け、高速応答可能で省

電力化が可能な導波路型受光器を実証することにより、光電子集積インター

ポーザへの技術展開の見通しを示すと共に、事業化に対する課題を明確化す

る。 
 

スケジュール 
2018 年度は、貼り合わせ基板上における低キャパシタンス受光器素子構造を明確にするとともに、

受光器諸特性を数値解析により明確化する。また貼り合わせ・基板剥離プロセスの検討を進め、貼り

合わせ基板作製プロセスの改善に向けた検討を進める。2019 年度は、シリコン基板上に集積した受光

器の低暗電流動作を実証し、高速応答動作可能な構造を明確にする。これらの成果を踏まえ、2020 年

度、2021 年度は高速応答可能な導波路型受光器の実証を目指す。 
 

アプローチ、特長技術 
Ⅲ-V 族半導体や Ge 薄膜を Si 基板上に貼り合わせることで、極めて光閉じ込めの強い受光層を形成

することが可能であることから、素子の短尺化、寄生容量の低減などにより高速・省電力の受光器が

可能になり、既存の受光器の性能を大幅に向上することが期待される。 
 

成果 
Ⅲ-V 族半導体や Ge 薄膜を用いた受光素子構造の数値解析を進めた。検討した素子構造を図Ⅲ-2.1.2

ウ）- 1 に示す。220 nm 膜厚の InGaAs 薄膜に導波路メサ構造を形成し、横型 PIN 接合を形成する

ことで受光感度を維持したまま寄生容量を低減可能であることを数値解析で明らかにした。素子長 5
μm においても、受光感度は 1.1 A/W と極めて大きな値が得られることが分かった。また同時に素子

寄生容量も 0.35 fA 以下に低減可能であることも分かった。また応答速度も 30 GHz 以上、動作時の受

図Ⅲ-2.1.2 イ）-1 シリコン基板上 

変調器集積量子ドットレーザ 

 

図Ⅲ-2.1.2 イ）-2 1200nm 帯

量子ドット組成混合のPLス

ペクトル 
 

図Ⅲ-2.1.2 イ）-3 1200nm 帯

量子ドット組成混合サンプ

ルのレーザ特性 
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光器の消費エネルギーも 1 fJ/bit 以下が原理的には可能であることも明らかになった。InGaAs 薄膜を

Si 基板上に貼り合わせた構造に横型 PIN 接合を形成した素子を作製し、基本特性の評価も進めた。暗

電流は素子長 5μm に対して、20 nA 以下となることを実証した。また 1.5 V バイアス時の寄生容量

も 1 fF 以下になることを実証することに成功した。 
 

 
図Ⅲ-2.1.2 ウ）- 1 InGaAs 薄膜を用いた受光器の素子構造および受光特性数値解析結果 

 
ベンチマーク 
既存の InP 基板上受光器や縦型接合を用いた Si 基板上 Ge 受光器と比較して、InGaAs 薄膜を用い

た本受光器は、同程度の暗電流は維持しつつ、寄生容量を大幅に低減可能であることが分かった。ま

たフォトニック結晶を用いた受光器と比較しても一層の寄生容量低減が可能であることから、他機関

と比較して大幅なアドバンテージを有している。 
 

エ)革新的光変調器技術（横浜国立大） 
フォトニック結晶をマッハ・ツェンダー変調器の移相器に導入し、スローライト効果により変調効

率を高め、従来の 1/10 の小型化を実現する。400G Ethernet に適用する 40 Gbps 以上の高速化を狙

う。 
 

目標 
2019 年度中間目標：位相整合効果が期待されるスローライト変調器を製作し、30Gbps 以上の

OOK 変調動作を実証すると共に、消費電力を評価する。さらに 40Gbps 以

上の動作の実現可能性を評価する。 
最終目標（2021 年度末）：光電子集積インターポーザ用光変調器に向け、位相整合対策が施され

た移相器長 200µm 程度のスローライト変調器において、30Gbps 以上の

OOK 変調動作を実証する。また、同様の 50Gbps 以上の動作、ならびに波

長多重化、ならびに QPSK、PAM 等の多値化による 100Gbps 以上の動作の

実現可能性を明らかにする。 
 

スケジュール 
第三期の前半でメアンダライン電極や分割電極など、スローライト変調器の位相不整合の問題を回

避する構造を試し、高速化の見通しを付ける。後半では多重化や多値化により、100Gbps 以上を狙う。 
 
アプローチ、特長技術 

InGaAs
n+p+

500 nm

110 nm

500 nm

5 µm

220 nm

n+
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フォトニック結晶のスローライト効果により、移相器長 200µm 以下で実用十分な動作を得る。ス

ローライトと RF 信号の位相不整合を回避するため、図Ⅲ-2.1.2 エ）-1 のような RF 遅延線＝メアン

ダライン電極等を採用し、高速化を狙う。また終端抵抗の最適化により、周波数帯域を引き上げる。 
 
成果 
メアンダライン電極で特に位相不整合の抑制が見られ、終端の最適化で低周波側を抑制することで、

最大の遮断周波数 38GHz を得た。そして図Ⅲ-2.1.2 エ）-2 のように、スローライトの群屈折率を ng 
= 30～40 に高めた状態で、1～2Vpp という低電圧での明瞭な 25～32Gbps 変調を得た。また ng = 20
に抑制して 50～64Gbps の変調を試したところ、電圧が 5Vpp以上と高いものの、こちらも明確なアイ

開口が確認された。 

 
図Ⅲ-2.1.2 エ）-1 製作した変調器。(a) 通常電極デバイス。(b) メアンダライン電極デバイス。 

 
(a)                              (b) 

図Ⅲ-2.1.2 エ）-2 比較的低速でのアイパターン。(a) 25 Gbps、1 Vpp。(b) 32 Gbps、2 Vpp。 
 

 
(a)                             (b)                          (c) 

図Ⅲ-2.1.2 エ）-3 高速でのアイパターン。5.2～5.3 Vpp。(a) 50 Gbps、(b) 56 Gpbs、(c) 64 Gbps。
用いているサンプリングオシロスコープが図Ⅲ-2.1.2 エ）-2 の場合とは異なる。 
 
ベンチマーク 
今回の結果と他機関の近年の高速変調器の報告結果を表Ⅲ-2.1.2 エ）-1 で比較する。本変調器の速

度は他の最高速の Si 変調器と遜色がなくなった。サイズの面では圧倒的に小さいので，現在の ng = 20
を 30～40 に引き上げれば、電圧 2～3 Vppで消光比 3 dB は十分に期待できる。 
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表Ⅲ-2.1.2 エ）-1 他機関との性能比較 

 
 

オ)革新的光変調器技術（東京大学） 
本項目では、主にⅢ-V 族半導体や Ge 薄膜を Si 基板上に集積したハイブリッド光変調器の高効率

化・低損失化・省電力化・高速化を目指した研究開発を進める。特に、Si 基板上に異種半導体を、絶

縁膜を介して貼り合わせたハイブリッド MOS 構造を用いた光変調器の研究を推進する。 
 

目標 
2019 年度中間目標：光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、ハイブリッ

ド MOS 型光変調器等の高効率化・低損失化に最適な異種半導体の組み合わ

せを明確化する。また高誘電率ゲート絶縁膜の導入による高効率化手法およ

び高速化に向けた寄生キャパシタンス低減構造を明確化する。 
最終目標（2021 年度末）：光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、ハイ

ブリッド MOS 型変調器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現す

る可能性を実証する。これにより、光電子集積インターポーザへの技術展開

の見通しと事業化に対する課題を明確化する。 
 

スケジュール 
2018 年度は、光変調に適した異種半導体の検討を進め、変調特性を数値解析で明確にする。2019 年

度は、光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、ハイブリッド MOS 型光変調

器等の高効率化・低損失化に最適な異種半導体の組み合わせを明確化する。また高誘電率ゲート絶縁

膜の導入による高効率化手法および高速化に向けた寄生キャパシタンス低減構造を明確化する。これ

らの成果を踏まえ、2020 年度、2021 年は、最適な異種半導体と組み合わせたハイブリッド MOS 型光

変調器の動作実証を目指すとともに、多重化・多値変調動作実証を目指す。 
 

アプローチ、特長技術 
有効質量が軽い歪み SiGe やⅢ-V 族半導体を組み合わせることで、シリコン光集積回路中の光変調

に用いられる自由キャリア効果を増大可能であり、高効率光変調器を実現する上で有効であることを

これまでの研究で実証してきた。これらの半導体薄膜をゲート絶縁膜を介してシリコン導波路貼り合

わせたハイブリッド MOS 構造を用いることで、既存の光変調器を大幅に性能向上することが期待で

きる。 
 

成果 
光変調に適した異種半導体の探索を進めた結果、InGaAsP 量子井戸構造を用いることで変調時光学

損失を抑制可能であることを数値計算により明らかにした（図Ⅲ-2.1.2 オ）- 1）。また InGaAsP に替
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わり Ge を用いたハイブリッド MOS 構造を新たに提唱した。数値計算により、Ge 中の正孔による自

由キャリア吸収を用いた光変調が可能であることを明らかにした。また InGaAsP を用いたハイブリッ

ド MOS 構造に逆バイアスを印加した空乏型光変調動作を新たに提唱し、高効率変調と高速動作が両

立可能であることを実証することに成功した。また不要なシリコンスラブ部分をエッチングすること

で寄生容量の大幅な低減に成功した。Al2O3に代わり、高誘電率ゲート絶縁膜である HfO2を用いたハ

イブリッド MOS 構造の検討も進めた。HfO2 を用いることで換算ゲート絶縁膜膜厚を 3.5 nm 程度に

低減可能であることを実証し、一層の変調効率改善が可能であることを明らかにした。 
 

 
図Ⅲ-2.1.2 オ）-1 量子井戸を用いたハイブリッド MOS 光変調器素子構造および変調時損失解析結果 

 
ベンチマーク 
Ⅲ-V 族半導体薄膜を用いたハイブリッド光変調器構造を用いることで、従来のⅢ-V 族半導体厚膜を

用いたハイブリッド光変調器や InP 基板上の光変調器と比較して、光閉じ込めを大幅に大きくするこ

とが可能となる。逆バイアス印加による電界効果で光変調も可能であり、変調効率や動作速度、変調

時損失などにおいて大幅なアドバンテージを有する。 
 

カ)革新的光配線技術（京都大学） 
本研究では光電子集積インターポーザへの展開に向けた革新的導波路技術として、シリコンフォトニッ

クナノ構造等の検討を行う。シリコンフォトニックナノ構造は微小領域における光情報の保持と、保持され

ている光に様々な操作を加えるという機能を実現できる可能性を持つ。特に光保持領域同士の結合の強度

および位相を動的に制御して固有状態を操作する手法を展開することにより、光バッファ機能等の高度な

導波路技術の可能性を探求する。これらの効果を用いて、高度な機能を持つ革新的導波路技術を探求し、さ

らにはこれらを統合することなどにより高度な光配線技術を開発し、光電子融合サーバ技術の革新的展開

へ寄与する。 
 

目標 
2019 年度中間目標：光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等を用

いた光損失補償機能や光バッファ機能など、革新的導波路技術の可能性を示

す。 
最終目標（2021 年度末）：光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等

による光損失補償機能や光バッファ機能を統合することなどにより高度な

光配線技術を開発し、光電子融合サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 
 

スケジュール 
2018 年度は、光バッファ機能等の高度な導波路技術において重要となるフォトニックナノ構造の光

保持損失の低減に有効な手法を検討しつつ、光保持領域同士の結合強度・位相を動的に制御できる手

法を検討した。 
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2019 年度は、2018 年度に検討した構造最適化手法を用いて設計したフォトニックナノ構造を作製

し、保持時間増大の可能性を検討する。光保持領域同士の結合制御に関しては、電気的制御が可能な

超低損失フォトニックナノ構造を実現し、動的な結合制御の可能性を実験的に検証する。 
2020 年度は、大域的構造最適化手法と損失補償手法を統合することにより、光保持時間の増大の検

討を行う。また、光保持領域間の結合の動的制御を多数の光保持領域へと拡張し、それによる導波制

御の可能性を検討する。 
2021 年度は、大域的構造最適化手法、損失補償手法、光保持領域間の結合制御を統合する可能性に

ついて検討を進める。 
 
アプローチ、特長技術 
京都大学グループは他に追随を許さない世界最高の実験 Q 値 1100 万を示す超低損失フォトニック

結晶共振器を作製する技術を持つ。この技術をコアに光バッファ実現を目指す。また導波路を介して

離れた共振器同士を強く結合させる独自の技術を開発しており、これにより光保持用の超低損失共振

器と制御用共振器を空間的に分離して、制御に伴う損失の増加を抑制しつつ、高度な光制御を行うと

いうアプローチをとる。また制御用共振器を周波数変調することで、周波数の異なる光保持共振器同

士を動的に接続する。さらに、光ナノ構造の高い構造自由度を十分に活用して各種の性能を最適化す

るための、機械学習に基づく独自の構造最適化手法を開発しつつあり、これをもう一つの軸として光

バッファ実現を目指す。 
 

成果 
光共振器の損失の低減に関しては、機械学習を活用した新たな構造最適化手法を提案・実証した。

この手法ではまず、手動設計によって Q 値を最大化したフォトニック結晶共振器(理論 Q 値 1.4 億)に
対して上下左右対称なランダムな空気孔シフトを導入した構造を多数生成し、その Q 値を第一原理手

法によって計算することで、学習データセットを用意する。次に 4 層の畳み込みニューラルネットワー

クに、空気孔シフトパターンと Q 値の関係を学習させる。これにより、900 個のデータを学習した後

のニューラルネットワークは誤差 16%程度で構造から Q 値を予測できるようになった。次に学習済み

ニューラルネットワークを用いて Q 値の構造パラメータに対する微分（勾配）を求め、これをもとに

Q 値が高くなる方向に構造を少しずつ変化せることで最適化を行い、得られた構造の Q 値を第一原理

計算によって確認した。その結果、手動最適化による最大値 1.4 億を 10 倍以上上回る 16 億という Q
値が得られ、本手法の有効性が示された。 
光保持領域同士の動的な結合制御に関しては制御用共振器を介して２つの光保持用共振器を接続し

た構造において、光保持用共振器同士の周波数が一致していなくても、制御用共振器にその差周波数

に相当する高周波変調を加えることで、離調のある保持領域同士を実効的に結合できることを理論的

に見出した。この実効的結合においては、制御用共振器に加える周波数変調の量と位相を調整するこ

とで、結合強度だけでなく、結合位相も動的に制御できる。実験的には制御用共振器を挟む形で面内

pn 接合を形成し、この pn 接合に高周波電圧を印加して制御用共振器内のキャリア密度を変化させ、

これによって屈折率を変えることで実効的な結合の形成に必要な変調を加え、2 共振器間の光転送を

実証することを第一段階とする。現在、動的制御用の面内 pn 接合および初期波長調整用のマイクロ

ヒーターを導入したフォトニック結晶光回路を試作しつつあり、電気制御用の電極を導入した状態で

Q 値 400 万程度の共振器を作製できることは確認している。さらに面内 pn 接合と制御用共振器の距

離やイオン打ち込み後の活性化アニールの条件を最適化することで、上述のような高 Q 値の光保持領

域と pn 接合を含む制御用共振器からなる光回路の実現を目指す。 
 

ベンチマーク 
本検討で開発した機械学習に基づく共振器構造最適化手法と、他の構造最適化手法の比較を下表に

示す。様々な構造に適用可能で、自動で構造を探索でき、かつ少ない共振器データで非常に高次元の

パラメータを最適化できることから、本手法が他手法に比べて圧倒的に優位であることが分かる。 
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表Ⅲ-2.1.2 カ）1 ベンチマーク 

手法 遺伝的アルゴリズム 漏れモード可視化 導波モード解析 機械学習（本開発） 

内容 ランダム生成パターン

からのエリート構造の

抽出、掛け合わせにより

次世代構造を生成 

ライトコーン内成分の

逆フーリエ変換で漏れ

位置を特定 

共振器モードが好適な

包絡線を持つように構

造を逆算。 

構造と Q 値の関係を学習

し、これを元に構造最適

化 

適用性 様々な構造に対応可能 様々な構造に対応可能 導波路型以外の構造に

は対応できない 
様々な構造に適応可能 

探索 自動 手動 構造が一意に決まる 自動 

最適化

度/必要

計算量 

比較的多数の共振器

データが必要。 
7 パラメータの最適化

に 36000 パターンの共

振器データが必要。 

1 パラメータずつの最

適化 
 
複合パラメータの最適

化ができない 

逆算時の単純化の範囲

内での最適化 
 
最適化の度合いは低い 

最適化度が高く、必要な

共振データも少ない。

1000 パターンの学習で

27 パラメータの最適化が

可能 
文献 APL. 111, 131104 (2017). Opt. Exp. 24, 9541 (2016). J. L. T. 26, 1532 (2008). Opt. Exp. 26, 32704 (2018). 

 
キ)革新的光エレクトロニクス回路技術（東京工業大学） 
光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光回路の再構成を可能とする回路プラット

フォームの CMOS電子回路上への形成を目的として技術開発を行う。 
 

目標 
2019 年度中間目標：光電子集積インターポーザへの展開に向け、光 FPGA を構成するハイブ

リッド光素子の集積プロセスシーケンスを確立し、光 FPGA の原理実証を

行う。 
最終目標（2021 年度末）：光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ

上で機能可変型光エレクトロニクス回路の基本機能を実証して光 FPGA 実

現の見通しを明らかにすることにより、光電子集積サーバ技術の革新的展開

へ寄与する。 
 

スケジュール 
光 FPGA のハイブリッド光素子集積プロセスシーケンス確立のため CMOS プロセスで作製された

Si 光回路上への接合などの個別課題の確認を行い、シーケンスを固定する。また、機能可変構造がそ

れぞれのデバイスに与える影響について数値計算によって明らかにしたうえで、可変部品に必要とな

る反射、損失等の要求特性を明確にする。そしてそれを元に実際の作製を行う。 
 

アプローチ、特長技術 
将来的なインターコネクションでは、サーバには様々な回路要求が存在するため、ユーザ各自によっても必

要な光回路構成が異なる可能性がある。そのためにフィールドで自在に回路機能を切り替えることが可能な機

能可変光回路（通称光 FPGA）の実現を目指している。大規模化、電子回路との親和性を考えて Si 基板上

にその光回路を形成することを前提とする必要がある。ただし、Si 材料は、その物性的特性から十分

な光利得を実現することが困難であるため、プラズマ活性化接合法を利用して低温で低ダメージに異

種材料集積を実現する。この手法によって、並列、冗長的に様々な種類のⅢ-V 族半導体/Si ハイブリッ

ド光部品（基本構成は半導体光増幅器(SOA)）を配置、導波路を接続する。また、切り替えのためのス

イッチは磁気光学効果を利用した不揮発性スイッチの導入を検討する。 
 

成果 
Si フォトニクスの生産で利用される CMOS プロセスにおいては、大面積のウェーハへのエッチン

グ等を均一に行うためパターンがない部分にダミーパターンが導入される。しかしながらこのダミー

パターンはハイブリッド構造を考慮した場合、接合面積の減少とともに、接合基板除去の際の薬液の

入り込みによる接合破壊を引き起こす可能性がある。これを検討するため図Ⅲ-2.1.2 キ）-1 に示すよ

うなダミーパターンを形成し、接合を行った。接合面積について、図Ⅲ-2.1.2 キ）-1 においては、75％
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となるが、接合面積を変化させたパターンも同時に作製した。また、ウェーハエッジからある距離ま

でパターンを入れないことを試みた。その結果、図Ⅲ-2.1.2 キ）-1(c)に示すように接合面積 75%およ

びウェーハエッジからのパターン禁止距離 6mm で接合が可能であることが分かった。ただし、一部で

破壊が見えており、ウェーハ上欠陥からの薬液の侵入が原因と考えられるため、今後の改善が必要な

部分である。 

また、本実験は接合温度 150 度を必要とするプラズマ活性化接合による接合であったが、常温で接

合を可能とする常温表面活性化接合による接合条件出しを行い InP 基板へダメージの少ない照射が可

能な Xe ガスによる表面クリーニングによって、良好な常温接合ができることを確認した。 

次に、機能可変回路において扱う波長範囲を拡大することを目的とした波長無依存ミラーを設計、

作製した。これは、曲げを有する方向性結合器をループミラーの入口に導入することで、結合率の波

長依存性を低減し、結果として反射率を一定にするものである。これにより従来のループミラーに比

べ波長依存性を小さくすることに成功した。 
最後に、不揮発性スイッチ実現のため Ce:YIG 基板上に a-Si 導波路を形成、クラッドを介して磁性

材料である FeCo を置き、その上に配置した電極に電気を流すことで磁化方向を変化させ、MZI 型ス

イッチ方向を変えることに成功した。 

 
ベンチマーク 
機能を再構成可能な光回路を作製することは世界で徐々に取り組みがスタートしているが、提案は先駆的

であり、またアクティブ素子を含めた取り組みは本研究だけである。また、常温接合でのシリコンフォトニクス素

子作製の取り組みもこれまで行われていない。そして、切り替え時しか電力を消費しない不揮発性スイッチは、

世界でも例がなく先駆的な取り組みと言える。 
 

  

 
(a) 全体配置 

  
(b)ダミーパターン形状       (c)接合後ハイブリッド基板 

図Ⅲ-2.1.2 キ）-1 ダミーパターンを有する SOI 基板への接合 

220
μm

2350 μm

ダミー有領域

ダミー有領域

ダミー有領域

ダミー有領域
ダミーなし領域

導波路 基本

パタ ーン

ダミー： ホールパターン

エッチ
ング
領域

エッチ
ング
領域

エッチ
ング
領域

エッチ
ング
領域

5
µm

5 µm

5
µm

5 
µm

導波路基本パターン

III-V
エピ小片

220
μm

2350 μm

ダミー有領域

ダミー有領域

ダミー有領域

ダミー有領域
ダミーなし領域

導波路 基本

パタ ーン

ダミー： ホールパターン

エッチ
ング
領域

エッチ
ング
領域

エッチ
ング
領域

エッチ
ング
領域

5
µm

5 µm

5
µm

5 
µm

導波路基本パターン

III-V
エピ小片



 

 
  53  

事業原簿 公開版 

２．２ 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 
２．２．１ システム化技術の全体像 
本プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実現するには、それに適し

たシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のある実用性の高い技術の開発が必要であ

る。光電子集積インターポーザは、これまでの研究開発の成果を集約しアウトプット目標を達成する

ために重要な素子であり、そのデバイス技術、実装技術およびシステム化技術を開発する必要がある。  
本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かすサーバ等のシス

テムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、2017 年度までに開発した研究開発項目①光エレクトロニ

クス実装基盤技術（ⅰ）実装基盤技術、の開発技術を活用し、システムを構築するための基盤技術を開

発する。これにより、システムの実用性を検証するとともに、要素技術開発にフィードバックするこ

とで、完成度の高い技術の効率的な開発を実現する。 
（ⅰ）システム化技術 
(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発  

2017 年度までに本プロジェクトで開発された光エレクトロニクス実装基盤技術およびシステム化

技術あるいはそれらと同等の技術を基に、光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイ

スおよび実装技術を開発する。  
具体的には光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの光電子インターポーザの構成要素と

なる光素子を小型化、高速化および低消費電力化するための技術を開発すると共に、光信号の多重化

および多値化を検討し、光電子集積インターポーザにおける大容量信号伝送技術を開発する。また、

光電子集積インターポーザの大容量化、高信頼、低コスト化を実現する実装技術として、異種導波路

を接続する技術、光電子集積インターポーザと LSI を接続するインターフェース技術、および光コネ

クタ技術を開発する。 
 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発  
上記（ｅ）で研究開発する光電子集積インターポーザを情報処理装置や情報通信機器およびそのシ

ステムに適用するために必要となるシステム化技術の研究開発を行う。  
(ｆ－１)情報処理システム化技術  
実際のデータセンタで運用が可能であり、かつ光電子集積インターポーザを用いた小型かつ高速動

作が可能な低消費電力光電子融合サーバボードを実現するため、必要となるシステム化技術を開発す

る。 
(ｆ－２)情報通信システム化技術  
シリコンフォトニクスデバイス技術を応用展開した光電子集積インターポーザを用いて、小型一芯

双方向波長多重トランシーバのシステム化技術を確立する。 
 

（ⅱ）国際標準化 
国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析するとともに、

プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積極的に推進する。また、

フォーラム標準化機関[OIF(Optical Internetworking Forum）、IEEE802.3（Eithernet Working 
Group）、COBO（Consortium for On-Board Optics） ]、並びにデジュール標準化機関 [IEC
（International Electrotechnical Commission）]等の標準化動向を踏まえ、研究開発成果が迅速かつ

広く世界の市場で受け入れられるようにするために、光電子集積インターポーザに関わる国際標準化

を積極的に推進する。 
（2）－3.  ③「成果普及活動」 
プロジェクト内で共有されてきた研究開発成果の社会実装、産業への波及効果を推進するために、

研究開発の実施期間中から、研究開発の成果が迅速かつ広く受け入れられるように、ニュースリリー

ス、展示会への出展、シンポジウム開催等の取組みを通じて光エレクトロニクス技術の情報発信、普

及促進を推進する。さらに、光エレクトロニクス技術の共通基盤技術を、一般のユーザ、研究者、学生

等へ幅広く普及させるために、成果普及、人材育成に向けたプログラムを実施する。プログラムでは、

光エレクトロニクス分野におけるイノベーション創出に向けた周辺研究、人材育成、ビジョン形成等

の活動を推進する。 
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２．２．２ 中間目標と成果 
研究開発の進捗状況をまとめた表をⅢ-2.2.2-1,2,3 に示す。達成度は全て大幅達成◎、達成〇となっ

ている。 
 

Ⅲ-2.2.2-1 (ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 
テーマ 2019 年度末中間目標 主な成果状況 達成度 

デバイ

ス技術 

・１レーン当たり 56Gbps 高速動作を可能とする光

変調器および受光器の低消費電力光回路およびこ

れを駆動する電子回路を実現する。 

・１レーン当たりの大容量化に向け 16波長合分波

を可能とする光素子の動作を実証する。 

・光回路の消費電力を 2mW/Gbps 以下にするための

要素技術を開発する。 

・変調器、受光器の 56Gbps 動作実証。

また、これら光デバイスを駆動する電子

回路（ドライバー、TIA）の 56Gbps 動作

実証見込み。 

・16 波長合分波を可能とする光素子を

動作実証。 

・2mW/Gbps以下の消費電力に向けてEA

変調器などの要素技術を開発中。今年度

中に 2mW/Gbps 以下を達成見込み。 

◎ 

集 積

化プロ

セス技

術 

光集積プロセスについては、300mm ウェーハを用

いたシリフォト統合化集積プロセスに新規変調、

受光、合分波、光 I/O 機能を実装し、集積プロセ

スとして確立 

ウェーハレベル評価については、ウェーハレベ

ル素子動作評価、プロセスばらつき影響評価 

・新規変調、受光、合分波、光 I/O 機

能の集積実装完了 

・プロセス改善による導波損失低減（O

帯、~1.6dB/cm） 

・ウェーハプロービングにより、300mm

シリフォト統合化プロセスによるパッ

シブ、アクティブ素子の高い特性均一性

および加工再現性を実証 

〇 

光実装

技術 

・４波長多重に対応した低損失（≦1dB）なシリコ

ンフォトニクス光入出力構造を実現する。 

・シリコンフォトニクスチップ用のポリマー光入

出力構造を実現し、高密度光接続構造（5Tbps/mm
2

）

を実現する。また、シングルモードポリマー光導波

路の低損失化（≦0.4 dB/cm）を実現する。 

・高スループット露光技術を用いた高効率化技術

を検討する。 

・光コネクタ用の位置決め構造を集積し、光ファ

イバとのアレイ接続を確認する。 

・シングルチップ実装技術を確立し、シリコン導

波路、シングルモードポリマー光導波路アレイ、シ

ングルモード光ファイバアレイに繋がる 3.6Tbps

相当の光リンク実証を行う。 

・曲面ミラー構造により、4 波長多重

（LR4：16nm）時の波長無依存入出力特性

を実現。低損失化は構造最適化により、

年度内に達成見込み。 

・インターポーザ上のポリマー光導波

路にて 0.36 dB/cm（1.3 µm 帯）を実現。

高密度光接続構造（5Tbps/mm2）は年度内

に達成見込み。 

・高スループット露光技術に関しては

年度内達成見込み。 

・インターポーザ上の光コネクタ実装

に光ファイバとの光接続を実現。年度内

に組み立て手法を確立。 

・シングルチップ実装は実証。評価技

術を年度内に確立し、3.6Tbps 相当の光

リンク実証は年度内達成見込み。 

〇 
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Ⅲ-2.2.2-2 (ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 
テーマ 2019 年度末中間目標 主な成果状況 達成度 

光電子

融合

サーバ

ボード 

光電子融合サーバボードの基本構造を試作し

て動作検証とシミュレーションを併用し、10 

Tbps 伝送に向けた課題を抽出する。 

・10 Tbps 伝送に向けて要件を定義し、課題の

具体化と解決に向けたアプローチをスタート 

・電気・光配線の高密度化に向けたサーバ

ボードの基本構造を提案し、試作により有効

性を確認 

・システム化実装の課題抽出に向けた検証用

サーバボードの構成を決定し、高密度実装設

計と検証を完了し検証用ボードを試作 

・光信号の更なる高密度化に向けたバラツ

キ・擾乱を自律制御する WDM 技術を提案し、

試作機により有効性を実証 

○ 

ラック

スケー

ル並列

分散シ

ステム 

波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消

費電力の少ない光電子集積インターポーザ技

術と合わせることによりサーバ電力量を３

０％削減可能であることをシミュレーション

により示す。 

・波長多重ネットワークのリンク・シミュ

レーションおよび構成部品の評価により、

ノード間通信電力の低消費電力化見込みを確

認した。 

・光接続された 2台の FPGA ボード間で P2P

通信の検証を行い、従来に比べて通信遅延時

間の短縮を実証した。 

・光ハブに適した通信アルゴリズムの改良を

行い、並列計算シミュレータを用いて並列計

算ベンチマークの実行時間をシミュレーショ

ンし、従来に比べて数倍～１桁の実行時間短

縮が可能であることを確認した。 

・サーバ消費電力見積と上記実行時間の短縮

見込みから、サーバ消費電力量の 30%以上削減

可能性を確認した。 

〇 

情報通

信シス

テム化

技術 

一芯双方向波長多重トランシーバに光電子集

積インターポーザを実装し、動作検証を行

う。 

・TWDM-PON ONU 用光電子集積インターポーザ

の基本構造を設計 

・双方向 AWG を用いて WDM 光回路を小型化 

 ⇒面積従来の 60% 

・バットジョイント型 APD 導入により受光感

度が向上⇒21.8A/W（世界最高) 

・インターポーザを試作して光入出力を確認 

〇 
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Ⅲ-2.2.2-3 （ⅱ）国際標準化と③成果普及活動 

テーマ 2019 年度末中間目標 主な成果状況 達成度 

国際標

準化 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サ

イズ、入出力構成）、電気・光インター

フェースに関する各種標準化団体に参画

し、標準化動向を踏まえ、実用化する開発

成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

フォーラム標準化機関（OIF、IEEE802.3、

COBO）において、インターフェース標準化を

推進、COBO に Si フォト技術を適用：OFC 動態

デモ 

デジュール標準化機関（IEC）において、光集

積回路（PIC）パッケージのプロジェクトリー

ダとして集積パッケージの標準化を推進し、

最終文書段階に進展。 

光電子集積インターポーザをサポートする高

密度光接続の標準化開始 

〇 

成果普

及活動

(東京大

学) 

プロジェクト内で共有されてきた研究開発

成果の共通基盤技術を一般ユーザ、研究

者、学生等へ幅広く普及させる。 以下の

項目を実施する。 

１．学生向け講義：ナノ量子情報エレクト

ロニクスに関する講義【ナノ量子情報エレ

クトロニクス特論】 

２．学生、社会人向けの集中セミナー

【フォトニクス・イノベーションセミ

ナー】 

ナノ量子情報エレクトロニクス特論において

は、係る分野の一線級の研究者による講義が

行われて、4企業における集中講義により実学

性を高める内容とした。電気工学系、物理工

学系、物理系などの幅広い領域から受講し

た。フォトニクス・イノベーションセミナー

は、2018 年度に 4回のセミナーを開催した。

プロジェクト成果の幅広い応用展開および当

該分野において将来的に活用が見込まれる基

盤的技術の両面においての講義を企画、運営

して延べ 343 名の参加者があり、各セミナー

において活発な議論が行われ、成果普及およ

び成果の発展に寄与する内容となった。 

〇 

成果普

及活動

(PETRA) 

 2018 年度の活動に加え、研究開発成果を

アピールするために、タイミングを見た

ニュースリリースを計画的に進める。ま

た、海外でのプレゼンスを高めるために、

OFC（米国）、ECOC（欧州）、Photonics 

West（米）の３大国際展示会を見据えて、

展示会出展の可能性を探っていく。 

・ニュースリリース 3件（2018 年度 2件、

2019 年度 1件） 

・国内展示会 3件（インターオプト

（2018,2019 年度）、CEATEC（2019 年度）） 

・国際展示会 2件（OFC（2018,2019 年度)） 

・国内シンポジウム 2件（光産業シンポジウ

ム（2018,2019 年度） 

〇 

 
 

２．２．３  (ⅰ)システム化技術 
２．２．３．１ （ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 
１ノード当たり 10Tbps のインターコネクト帯域に向け、光電子集積インターポーザを実現するた

めに必要なデバイス技術、集積化プロセス技術、および光実装技術に関する研究開発を実施する。デ

バイス技術では、10Tbps に向けた各要素デバイスである光変調器、受光器およびこれらを駆動する電

子回路、波長多重光回路の研究開発を行う。集積化プロセス技術では、上記の各要素デバイスを集積

するための光集積プロセス技術とこれらの集積デバイス評価を行うウェーハレベル評価技術の研究開

発を行う。更に、光実装技術では、10Tbps の帯域密度を実現するための高密度光入出力パッケージ技

術の研究開発を行う。 
図Ⅲ-2.2.3(e)-1 に、10Tbps 帯域密度の光電子集積インターポーザを実現するためのデバイス・実装

技術開発目標を示す。1 シリコンフォトニクスチップ当たり伝送速度 112Gbps の信号を 16 波長で多

重化し、送受で 3.6Tbps となる。１LSI 当たり 3 シリコンフォトニクスチップで、3.6Tbpsx3≒10Tbps
を実現する。 
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図Ⅲ-2.2.3(e)-1 デバイス・実装技術開発目標 
 

 
(ｅ－１) デバイス技術（つくば集中研）  
１ノード当たり 10Tbps を達成するためには光電子集積インターポーザの小型化と同時に大容量化

を実現するための光回路の高速化・多重化が必要である。この光電子集積インターポーザを実現する

ためのシリコンフォトニクス光回路および光回路を駆動する電子回路の研究開発内容を以下に示す。 
・光変調器・受光器 
光回路を小型化するために、シリコンフォトニクス技術を用いる。この技術を用いて 10Tbps の大

容量化を達成するには、光変調器および受光器の 56Gbps から 112Gbps の高速動作および低消費電力

化が課題になる。光変調器の高速化を達成するために、これまで開発してきた SiGe などの高効率な空

乏層型マッハ・ツェンダー（MZ）光変調器に加え、1mW/Gbsp の低消費電力が期待できる GeSi/Ge 電

界吸収型光変調器/受光器を研究開発する。図Ⅲ-2.2.(e-1)-1 は、従来のエバネッセント型の電界吸収型

（EA）光変調器/受光器と本提案のリセス型の電界吸収型光変調器/受光器の断面図である。従来のエ

バネッセント型では、シリコン導波路を伝搬する光が GeSi/Ge 吸収層に徐々に吸収される構造になっ

ているため、光吸収効率が悪く光結合長が長くなり、駆動電圧や電気容量が大きくなる。このため高

速動作が困難になり、消費電力も増大するという課題があった。本提案のリセス型では、シリコン導

波路を伝搬する光が直接 GeSi/Ge 吸収層に結合する構造になっているため、光吸収効率が高く光結合

長が短くなり、小型で駆動電圧や電気容量が小さくなる。このため、高速動作が低消費電力で可能に

なる。 
受光器の高速化を達成するために低容量で感度劣化の少ない上記の導波路型 Ge 受光器を主に研究

開発する。上記に記載したリセス型の受光器を採用することで、高速化と高感度化を両立する。更な

る光変調器、受光器の高速化に向けて pulse amplitude modulation 4 (PAM4)などの多値化技術を導

入し 112Gbps の達成を目指す。 
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図Ⅲ-2.2.3(e-1)-1 GeSi/Ge 電界吸収型光変調器/受光器の従来構造と本提案構造 

 
・電子回路 
高速な光変調器、受光器を低電力で動作させる駆動回路を研究開発する。低消費電力の観点からは

CMOS 回路が有力であるが、一方、PAM4 などの多値化には線形性が重要で BiCMOS 回路が有力で

ある。周辺電子回路との接続やコスト、消費電力の観点なども考慮に入れ、CMOS、BiCMOS の両方

を比較しながら最終的には回路方式を絞り込んで研究開発を進める。 
 

・波長多重光回路 
10Tbps の大容量化を達成するには、高速化に加え、16 波(λ)の波長を多重化する波長多重光回路が

必要である。波長多重光回路の多波長化に向けては、挿入損失および波長クロストークの低減が重要

な課題になる。従来のアレイ導波路回折格子(AWG)型フィルタの場合、多波長化 (8λ⇒16λ)に伴い、

アレイ導波路数が大幅に増え、素子サイズが増大する他、波長多重帯域の中心から離れるにつれ、挿

入損および波長クロストークの劣化が顕著になる。これらの課題を克服するために、図Ⅲ-2.2.3(e-1)-2
に示す 2λ遅延マッハ・ツェンダー干渉(DMZI)型フィルタと 8λAWG フィルタをタンデム接続した

16λ波長多重合分波光回路を研究開発する。尚、信号受信の際は、入力信号の偏波状態が保たれない

ため、任意偏波状態を有する信号受信も必要となる。それを可能にする偏波ダイバシティ型受信部に

ついても併せて研究開発する。 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-2 遅延マッハ・ツェンダー干渉（DMZI）型フィルタとアレイ導波路型回折格

子(AWG)型フィルタとを組み合わせた本提案の波長多重光回路(a)と波長スペクトルの例(b) 
 

 
目標 

2019 年度中間目標： 
・１レーン当たり 56Gbps 高速動作を可能とする光変調器および受光器の低

消費電力光回路およびこれを駆動する電子回路を実現する。 
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・１レーン当たりの大容量化に向け 16 波長合分波を可能とする光素子の動作

を実証する。 
・光回路の消費電力を 2mW/Gbps 以下にするための要素技術を開発する。 

最終目標（2021 年度末）： 
・1 レーン当たり 112Gbps 高速動作を可能とする光変調器および受光器の低

消費電力光回路およびこれを駆動する電子回路を実現する。 
・１レーン当たりの大容量化に向け 16 波長合分波した光信号のシングルモー

ドファイバ伝送を実現する。 
・１ノード当たり 10Tbps の伝送密度を有する光回路を実現する。 
・光回路の１mW/Gbps の低消費電力動作を実証する。 

 
スケジュール 

2018 年度は、光回路の高速化・低消費電力化に向けて、1 レーン当たり 56Gbps 高速動作が可能な

光変調器および受光器の低消費電力光回路およびこれを駆動する電子回路の設計を行う。１レーン当

たりの大容量化に向けては、16 波長合分波を可能とする光素子の設計を行う。また、更なる大容量信

号伝送技術として光信号の多値化について検討する。光配線の低消費電力化（2mW/Gbps 以下）を達

成するための課題抽出を行い、達成のための方針を示す。 
2019 年度は、光回路の高速化・低消費電力化に向けて、１レーン当たり 56Gbps 高速動作を可能と

する光変調器および受光器の低消費電力光回路およびこれを駆動する電子回路を実証する。その中で

高速化や低消費電力化に最適な構造を抽出し、2mW/Gbps 以下の低消費電力を可能にする要素技術を

開発する。１レーン当たりの大容量化に向けては、16 波長合分波を可能とする光素子の基本動作を実

証する。 
2020 年度は、光回路の高速化・低消費電力化に向けて、1 レーン当たり 112Gbps 高速動作が可能な

光変調器および受光器の低消費電力光回路およびこれを駆動する電子回路の設計・作製を行う。１レー

ン当たりの大容量化に向けては、16 波多重光回路の小型化・安定化にむけた設計・作製を行う。光配

線の低消費電力化（1mW/Gbps）を達成するための課題抽出を行い、達成のための方針を示す。 
2021 年度は、光回路の高速化・低消費電力化に向けて、１レーン当たり 112Gbps 高速動作を可能

とする光変調器および受光器の低消費電力光回路およびこれを駆動する電子回路の基本動作を実証す

る。１レーン当たりの大容量化に向けては、16 波長合分波した光信号のシングルモードファイバ伝送

を実現する。また、これらの集積回路において１ノード当たり 10Tbps の伝送密度を実現する。更に、

光回路の 1mW/Gbps の低消費電力動作を実証する。 
 

表Ⅲ-2.2.3(e-1)-1 デバイス技術の研究開発線表 

 
 

アプローチ、特長技術 
・光変調器・受光器 
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図Ⅲ-2.2.3(e-1)-3 に従来および本提案の 56Gbps 高速・低消費電力光変調器/受光器として、横型 PIN
接合 GeSi/Ge 電界吸収型光変調器/受光器の断面図を示す。従来の GeSi/Ge 電界吸収型光変調器/受光

器では、電界光吸収が発生する i-Ge 層に印加される電界強度が弱く、十分な消光比の光変調信号/受信

信号を得るために高電圧が必要であった。本提案の構造では、Ge 層中に PIN 接合を形成し、接合幅

を制御することにより低電圧で高効率な光変調動作/受光動作が可能な構造になっており、小型・高速

化・低消費電力化が可能である。これにより、高帯域密度伝送が実現可能な小型 112GbpsPAM4 用光

変調器/受光器が実現されると共に、最終目標である 1mW/Gbps の低電力化が達成される見込みであ

る。 

 
        (a)従来構造                 (b)本提案構造 

図Ⅲ-2.2.3(e-1)-3 GeSi/Ge 電界吸収型光変調器/受光器の(a)従来構造および(b)本提案構造 
 

・電子回路 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-4 に光集積回路の最終目標の 112Gbps PAM4 に向けて、2 つの送信器（Tx）および

受信器（Rx）の方式のブロック図を示す。次世代チップスケール光トランシーバのチップサイズ、低

消費電力、コストの観点より方式を比較した。 
 

 
(a) Type 1                                        (b) Type 2 

図Ⅲ-2.2.3(e-1)-4 112GbpsPAM4 に向けた Tx と Rx のブロック図 
 
Type 1 の Tx では、2ch 分の 56Gbps NRZ の信号の MSB（Most Significant Bit）と LSB（Least 

Significant Bit）信号を 2 つの光変調器に入力して、光変調器で PAM4 の光信号を生成している。入

力信号は 2 ch 分の差動信号と、2 つの光変調器および光変調器ドライバーが必要となり、チップサイ

ズや消費電力が増大する。Rx では PAM4 の信号を Comparator で decode させ 2 ch の NRZ 信号を出

力させるが、2 ch 分の差動信号出力はチップサイズが増大する要因になる。一方、Type 2 では、Tx は

PAM4 信号をアンプで増幅して光変調器に入力して PAM4 の光信号を出力させる。Rx では PAM4 の

光信号をそのまま電気信号に変えて出力する。この方式が、チップサイズや消費電力を考慮すると有

利となる。5mm 角のチップサイズと消費電力化の観点から、Type 2 方式を採用することを決定した。

しかしながら Type 2 方式では、Tx の光変調器ドライバーや、Rx の TIA（Transimpedance AMP）と

アンプには、線形性が要求される。 
Tx の光変調器ドライバーと Rx の TIA に適用するデバイス技術として、16-nmCMOS と SiGe- 

BiCMOS の検討を行った。高速動作の指標となるデバイスの fT（Current gain cut-off frequency）は、
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両者とも 300GHz 以上あるものの、高振幅出力が可能で、かつ前述したように PAM4 信号の入出力に

不可欠な線形性を考慮すると、SiGe-BiCMOS の適用が有利であると考えた。本プロジェクトでは、

SiGe-BiCMOS を用いた光変調器ドライバーと TIA を重点に設計を開始した。 
 

・波長多重光回路 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-5 に本提案の 16λ波長多重光回路を示す。波長多重信号を送信する際は、8λAWG

スペクトルの繰り返し周波数(FSRAWG)に割り当てた 16λ信号を空間的に分離した一対の AWG へ入

射し、FSRAWGの 2 倍を有する DMZI によりそれぞれの 8λ信号群を合波する。一方、受信の際は、送

信部と左右反転した構造を有し、DMZI により 8λ信号群へ分離し、その後、AWG により各波長成分

に分波する。この場合、DMZI の低挿入損失性および 8λ信号群の透過抑圧により、単一 AWG の 16
λ化よりも素子の挿入損および波長クロストーク面で優れた特徴を有する。 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-5 多段遅延干渉(DMZI)型フィルタとアレイ導波路回折格子(AWG)型フィル

タとをタンデム接続した本提案の 16λ波長多重回路の概略図 (a)送信部と(b)受信部 
 

成果 
・変調器・受光器 
横型 PIN 接合 GeSi 電界吸収型光変調器において、Ge 層中の PIN 接合幅を変化させた場合の電界

強度と 3dB 周波数帯域幅の計算結果を図Ⅲ-2.2.3(e-1)-6 に示す。PIN 接合幅を 0.2μm に設計するこ

とで、電界強度が 80kV/cm と従来構造よりも光吸収係数が 3 倍程度変化し、3dB 周波数帯域幅も

50GHz が得られる。図Ⅲ-2.2.3(e-1)-7 にドーピングプロファイル制御により PIN 接合幅を 0.2μm 程

度とした断面 SEM 写真を示す。本素子構造により、挿入損失 3-4dB、2.5V 程度の低電圧で 56 Gbps
高速動作を実現した。 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-6 横型 PIN 接合 GeSi 電界吸収型光変調器の PIN 接合幅を変化させた場合の電界強

度と 3dB 周波数帯域幅（計算） 
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図Ⅲ-2.2.3(e-1)-7 横型 PIN 接合 GeSi 電界吸収型光変調器の断面 SEM 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-8(a)に横型 PIN 接合 Ge 受光器の断面構造を示す。下部電極である Si 層における

PIN 接合幅および Ge 幅を最適化した。PIN 接合幅 0.2µm、Ge 幅 0.6µm、受光器長 40µm の周波数

応答特性を図Ⅲ-2.2.3(e-1)-8(b)に示す。量子効率 80%以上で 56Gbps 動作に対応可能な 50GHz 超の周

波数帯域を実現した。 

 
(a)                                          (b) 

図Ⅲ-2.2.3(e-1)-8 横型 PIN 接合 Ge 受光器の(a)断面構造、(b)周波数応答特性 
 

・電子回路 
112Gbps PAM4 の Tx/Rx の方式と IC 構成を検討し、線形性に有利な SiGe-BiCMOS を用いて、

Tx/Rx を構成する IC である光変調器ドライバーと TIA の設計を開始した。2019 年度の目標である

56Gbps 光集積回路実現に向け、光変調器ドライバーと TIA の回路設計およびレイアウト設計を完了

し、試作を行った。 
光変調器ドライバーでは、MZ 光変調器、進行波型 MZ 光変調器、EA 光変調器の 3 種類の光変調器

に対して、各光変調器ドライバーの設計を行った。各光変調器の動作条件から各光変調器ドライバー

の出力仕様を決めた。表Ⅲ-2.2.3(e-1)-2 に各光変調器ドライバーの仕様を示す。 
 

表Ⅲ-2.2.3(e-1)-2 各光変調ドライバーの仕様 

 
 
EA 光変調器ドライバーに向けては、RC の等価回路モデルを用い設計を行った。3 段アンプの構成

で、出力段を Cascode アンプ、スパイラルインダクタを用いた広帯域化設計を行った。図Ⅲ-2.2.3(e-
1)-9 に設計したチップレイアウトおよび回路シミュレーション結果を示す。56Gbps NRZ、単相振幅

2Vpp の良好な出力波形が得られている。また、この光変調器ドライバーは、2.0～2.32Vpp の振幅調

整機能を内蔵している。帯域は 46.8GHz、チップサイズは、1.793mm×1.02mm である。 
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図Ⅲ-2.2.3(e-1)-9 EA 光変調器ドライバーのレイアウト図および 56Gbps 出力波形 

 
TIA では、Single-PD（Photodiode）方式 TIA と AC Coupling 方式差動 TIA の 2 種類の TIA の回

路設計およびレイアウト設計を実施した。AC coupling には、10nF の表面実装シリコンキャパシタを

シリコンフォトニクスチップに実装することで、PN31 段の信号を受けることが可能である。導波路型

Ge-PD の実測 S パラメータより等価回路モデルを抽出し、PAM4 に必要な線形動作を考慮して、TIA
の回路設計を行なった。設計に用いた PD の帯域は 40GHz であり、光入力の透過特性の他に出力反射

特性もフィッティングを行った。 
Single-PD 方式 TIA に向けては、主信号 TIA 回路とシングル-差動信号変換に必要な DC フィード

バック回路を設計した。設計特性として帯域 33.8GHz、トランスインピーダンス利得 62.9 dBWが得ら

れた。高速特性が要求されない DC フィードバック回路部分には CMOS を用いて、小型・低電力化を

実現できるように設計した。図Ⅲ-2.2.3(e-1)-10 に設計したレイアウトおよび回路シミュレーション結

果を示す。図に示すように 56Gbps NRZ で良好な出力波形を確認した。さらに、入力 300µApp で、

線形動作しており、112Gbps PAM4 においても良好な出力波形を確認した。 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-10 Single-PD 方式 TIA のレイアウト図および 56/112Gbps 出力波形 
 

・2mW/Gbps 以下の低消費電力にするための要素技術 
光回路（光変調器・受光器）の消費電力を 2mW/Gbps 以下にする要素技術の研究開発を行うために、

これらの光変調器・受光器を用いて消費電力の解析を行った。光変調器には、前述した低消費電力の

横型 PIN 接合 GeSi 電界吸収型光変調器で解析を行った。現状の駆動振幅は 2Vpp である。光変調器

の入力インピーダンスを 50Ωとすると、2Vpp の駆動振幅を得るには 40mA の電流が必要となる。

SiGe-BiCMOS を用いて回路設計を行った 56Gb/s の光変調器ドライバーでは 2Vpp の駆動振幅を得る

には、光変調器駆動段では 4.5V の電源電圧が必要であった。そのため消費電力としては 180mW にな

り 56Gbps で動作すると、3.3mW/Gbps となる。このように光変調器の駆動振幅の低減が大きな課題

となる。 
現在、駆動振幅 1Vpp を目指して横型 PIN 接合 GeSi 電界吸収型光変調器の研究開発を進めている

が、1Vpp の駆動電圧になると、消費電流だけでなく駆動段の電源電圧は 3.3V に低電源化が可能にな
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り、消費電力は 66mW（1.18mW/Gbps）の低電力化が実現できる。受光器においては、電源電圧が 3.3V
としても暗電流が 10µA 以下であるため、光回路の消費電力はほとんど無視できる。従って、光回路

の消費電力は、1.21mW/Gbps まで低減可能である。 
さらに、56Gbps の光変調器ドライバーや 112Gbps の TIA のブロック構成で IC 全体の消費電力を

解析した。光変調器の駆動振幅 1Vpp になると、光変調器ドライバーは入力バファー段と駆動段の 2
段で構成できる。各段は 2 つのエミッタフォロワと ECL（Emitter-coupled logic）で構成される。解

析で求めた光変調器ドライバーの消費電力は光変調器を含むドライバー全体で 1.89mW/Gbps の消費

電力が見積られた。一方、TIA では AC Coupling 方式差動 TIA で解析を進めた。TIA は、現在は 3 段

構成で、TIA 段と出力バッファ段の 2 段で構成される。TIA 段は 19.8mW で、112Gbps で動作可能に

なると 0.18mW/Gbps の低電力化が実現される。また、受光器を含む TIA 全体でも 0.32mW/Gbps の

低消費電力化が見積られた。従って、ドライバーや TIA の駆動回路を含めても 2.21mW/Gbp の低消

費電力化が実現可能である。 
以上示したように、駆動振幅 1Vpp の横型 PIN 接合 GeSi 電界吸収型光変調器を実現することで、

光回路で 2mW/Gbps 以下の低消費電力化が可能である指針を得た。 
・波長多重光回路 
本提案の 16λ波長多重光回路の動作特性を理論的に検証するために、結合モード理論に基づく数値

解析モデルを構築した。図Ⅲ-2.2.3(e-1)-11 に解析モデルの概略を示す。試作実績のある 8λAWG およ

び 2λDMZI の数値解析モデルを求めた上、作製条件等を新たに考慮し、両方のモデルを統合すること

により、図Ⅲ-2.2.3(e-1)-11 に示す 16λ波長多重光回路の数値解析モデルを構築した。 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-11 16λ波長多重光回路の数値解析モデルの概略 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-12 に、数値解析により求めた 16λ波長多重光回路のスペクトル特性を示す。一対の

8λAWG のチャネル間隔を 100GHz に設定し、その 8λ波長群の FSRAWG を 12.8nm に設定した。図

Ⅲ-2.2.3(e-1)-11 に示すように、空間的に分離されている一対の AWG により、λ1~λ8およびλ9~λ16

の信号をそれぞれ合波することができ、これらの信号群の合波のために、25.6nm の FSRDMZI を有す

る 2λDMZI を接続し、図Ⅲ-2.2.3(e-1)-12 に示すように、同一特性を示す 8λAWG の不要なスペクト

ルを>25dB 抑圧し、16λの波長多重が可能であることを確認した。 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-12 16λ波長多重光回路の波長スペクトル特性 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-1)-11 に示す 16λ波長多重光回路は、図Ⅲ-2.2.3(e-1)-5 に示す送信部として機能する。

一方、このデバイスは入力方向に対して可逆的に動作するため、図Ⅲ-2.2.3(e-1)-11 に示す出力を入力

として用いれば、図Ⅲ-2.2.3(e-1)-12 に示すスペクトル特性に基づき、16λ波長多重光回路の受信部と

して機能する。 

8λ-AWGの計算モデル
Ref. Y. Onawa et al, EL 2019

X

Y

2λ-DMZIの計算モデル
Ref. SH Jeong et al, OL 2014
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ベンチマーク 
・変調器・受光器 
光変調器、受光器のベンチマークを表Ⅲ-2.2.3(e-1)-3 に示す。光変調器の PETRA の現状は、SiGe

を採用することで、他機関よりも変調効率が高く、駆動電圧や位相変調器長を小さくできることが特

徴である。SiGeを用いた光変調器には、キャリアプラズマ効果を利用したMZ型とフランツケルディッ

シュ効果による EA 型がある。前者は波長帯域が広く、温度依存性が殆どない実用性能を実証して来

ているが、高速化に向けて更なる小型化・高効率化が課題である。 
一方、フランツケルディッシュ効果を用いた EA 型は、上記の Ge 層中のドーピングプロファイルを

制御することにより、従来課題であった駆動電圧を小さくすることが可能である。また、電気容量が

キャリアプラズマ効果を用いた場合に比較して 2 桁程度小さく、小型・低消費電力であるという特徴

がある。この構造においては、環境温度による動作波長帯域を制御することが課題である。本プロジェ

クトでは、MZ 型と EA 型の上記課題を解決し、10Tbps を実現可能な小型・高速で低消費電力な光変

調器の実現を目指す。 
これまで PETRA が開発してきた受光器は、Ge 成長方法や構造の工夫により受信感度が高く、小

型・低電圧駆動可能であることが特徴である。本プロジェクトでは、これらの特徴を活かし、10Tbps
を実現可能な小型・高速で低消費電力な受光器の実現を目指す。 

 
 

表Ⅲ-2.2.3(e-1)-3 光変調器、受光器のベンチマーク 

 
 
 
 
・電子回路 
電子回路の設計において、112Gbps PAM4 の高速性と線形性を CMOS で両立するのは難易度が高

く（特に線形性） 、両立の観点からは SiGe-BiCMOS が優位である。光変調器ドライバーのベンチ

マークを表Ⅲ-2.2.3(e-1)-4 に示す。現時点では、光変調器ドライバーと光変調器を集積した形態での

112Gbps の報告は無い。MZ 型光変調器ドライバーでは、IBM の 60Gbps 送信器は 6 分割電極の入力

信号を全て外部で位相調整しているため、実用性は低いと考えられる。EA 型光変調器ドライバーは、

MZ 光変調器用ドライバーよりも消費電力は低いが、高速動作は 70Gbps の報告例に留まっている。ま

た、TIA のベンチマークを表Ⅲ-2.2.3(e-1)-5 に示す。112GbpsPAM4 の報告は無いものの、106Gbps
の報告例など高速化が進展している。ただし、106Gbps の報告例では PD と TIA が集積化されておら

ず PN9 段までであるため、実用性の観点ではまだ不十分である。 
 
 
 
 

光変調器
Luxtera

接合タイプ
(構造)

PN(マッハ・

ツェンダー)

SiG e PIN

(電界吸収型)

PN

(リング共振器)

SiG e PIN

(電界吸収型)

PN (マッハ・ツェン

ダー)

変調効率
αVπL (dBV)

10.0 N.A. N.A. N.A. 16

速度 (G bps) 56 56 56 50 25
電圧　（V) 5.0 2.5 1.1 2.0 0.9

位相長 (μm） 200 20 30 40 3000
波長帯域(nm ) >40nm 40nm ～0.1nm 30nm >40nm
温度依存性 ○ △ × △ ○

受光器
PETRA IM EC Luxtera Intel IBM

構造 横型PIN 縦型PIN 横型PIN 縦型PIN M SM
量子効率 (%) 80-90 60 80 65 40
速度 (G Hz) >50 >50 >40 31 35
電圧 (V) 3 2 2 2 1

サイズ (μm ) 30 15 30 50 30

PETRA IM EC
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表Ⅲ-2.2.3(e-1)-4 光変調器ドライバーのベンチマーク 

 
表Ⅲ-2.2.3(e-1)-5 TIA のベンチマーク 

 
・波長多重光回路 
波長多重用の合分波回路は、シリコン細線導波路構造を用いることで、モノリシック集積化に優れ

た波長合分波光回路を実現できる。PETRA の AWG は、スターカプラ配置やアレイ導波路幅の最適化

により、低損失および低波長クロストークを実現している。本提案では、小型化に優れ、低損失および

低波長クロストークを兼ね備えた DMZI フィルタを組み合わせ、16 波以上の多チャネル化を目指す。 
尚、更なる多チャネル化（>32 波）と低クロストーク化に優位性を有する DMZI アクティブ制御方

式の研究開発も併せて行う（2.2.2.2(f-1)情報処理システム技術①光電子融合サーバボード参照）。 
 

表Ⅲ-2.2.3(e-1)-6 波長多重光回路用の合分波回路のベンチマーク 

 
 

(ｅ－２) 集積化プロセス技術（つくば集中研） 
広帯域の光電子集積インターポーザ実現に向けて、光集積回路チップを構成する信号光の変調、受

光、合分波、入出力のそれぞれについて、従来性能を超える高速光変調器・受光器、多波長の波長多重

回路、チップと外部との光結合の広帯域化を可能にする光結合素子等の新規光素子プロセスの開発が

求められる。加えて、これらの開発した光素子プロセスを集積プロセスに統合し、それぞれの素子性

能について集積レベルでの検証を行うことが求められる。大容量光電子集積インターポーザに用いら

れる大規模光集積回路には上記の新規光素子が多数集積されるが、光集積回路の十全な動作のために

機関 PETRA IMEC LETI
導波路構造 Si細線 Si細線 Si細線 Si細線 Si細線

デバイス原理 DMZI
アクティブ制御

DMZI
パッシブ

AWG
パッシブ

AWG
パッシブ

Echelle
パッシブ

波⻑数 4 4 8 8 16
チャネル間隔 [GHz] 1600 800 100 100 100
挿⼊損 [dB] 2~3 ~1.2 ~1.5 2~3.5 1.5~2
クロストーク [dB] <–50 <–24 <–17 <–17 <–15
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はそれぞれの光素子特性のばらつきが極めて少ないことが必須となる。従って、新規光素子のプロセ

ス開発、集積プロセスへの統合検証に関わる光集積プロセス技術の研究と並行して、新規開発された

光変調器・受光器等のアクティブ光素子の定量的評価を行う評価技術の研究が必要である。これらの

光集積プロセス開発とウェーハレベル評価を連携させ、ウェーハレベル評価による新規素子特性評価

結果を回路・デバイス設計や光集積プロセス開発にフィードバックし、それぞれの最適化を行うこと

で、高度に多数の光素子が集積される広帯域の光電子集積インターポーザの性能実証が可能となる。

こうした観点から、集積化プロセスの研究に当たっては、光集積プロセス技術とウェーハレベル評価

技術の二つの技術について、互いの連携を図りながら技術開発を進める。 
 

ア）光集積プロセス技術  
光変調器・受光器の更なる高速化を支える不純物プロファイル制御技術、大容量化のためのチャネ

ル当たり波長多重度を 8 波以上とする波長多重回路の低クロストーク化技術、チップと外部との光結

合の広帯域化のための光結合素子プロセス技術を新規に研究開発する。更に、開発した技術をシリフォ

ト統合化集積プロセスに統合し、それぞれの機能を実証し、素子性能のライブラリ化を図る。 
光変調器・受光器プロセスの研究開発については、新規高速光変調器のシリフォト統合化集積プロ

セスへの実装において、特に重要となる素子中の不純物プロファイルの精密な制御について検討を行

う。これにより、変調効率の増加と抵抗・キャパシタンス積で表される遅延成分の低減を図ることが

可能な P(I)N 接合構造の不純物プロファイル制御技術を構築する。 
波長多重回路プロセスの研究開発については、波長多重度を 8 波以上とする場合、使用する波長の

間隔が数 nm となるため、各チャネルの波長のばらつきに由来する隣接波長チャネル間のクロストー

クを抑えることが難しくなる。この波長ばらつきを低減するために、その基本構成要素である細線導

波路の加工プロセスの最適化を図り、加工寸法ばらつきを低減することで安定な波長多重回路動作に

必要とされる 20dB 以上の低クロストーク化技術を構築する。 
光結合素子プロセスの研究開発については、上記の波長多重度を 8 波以上とする大容量化に必要な

40nm 以上の広い波長帯域、かつ 2.5dB 以下の低損失の光結合を実現する。これまで開発を進めてき

た回折格子結合器を用いた面型光結合の場合、出射波長が回折格子により制限を受けるため、波長帯

域は 30～40nm 程度に留まる。これに代えて、スポット径変換器からチップ端方向への光の入出射に

より光結合を行う光結合素子を用いて広波長帯域化する必要がある。広波長帯域、かつ低損失の光結

合を可能にするため、光学損失の少ない端面形成を含めた光結合素子プロセス技術を構築する。 
光電子集積インターポーザ実現のためのシリコンフォトニクス技術による光変調器、受光器、波長

多重回路および光結合素子のプロセスを統合してシリフォト統合化集積プロセスを構築する。同プロ

セスを用いて高速光トランシーバが高密度に集積された光集積回路チップを試作し、光電子集積イン

ターポーザとして 10Tbps/ノードの伝送密度を実現できることを実証する。 
 

イ）ウェーハレベル評価技術 
ウェーハプロービング技術、および同評価技術を用いた導波路加工偏差抽出技術を、波長多重回路

向けに必要となる高信頼性の導波路形成プロセスの検証評価に適用し、従来性能を超える導波路プロ

セスの研究開発を行うとともに、広帯域の変調器・受光器の素子動作特性評価に向けた新規プロービ

ングシステムを構築する。高度に光素子が集積される光電子集積インターポーザの実現に向け、変調

器・受光器をはじめとする集積光素子の特性ばらつき要因の解析を通じ、素子特性の再現性向上を図

る。 
 

目標 
2019 年度中間目標：光電子集積インターポーザ実現のためのシリコンフォトニクス技術による光変

調器、受光器、波長多重回路および光結合素子の P(I)N 接合構造の改良による変調・受光効率の向上

（20%以上）、Butt 光結合素子プロセス技術開発による波長帯域の拡大（40nm 以上）、および低損失

化（2.5dB 以下）、および細線導波路の加工プロセスの改良による 16 波長多重回路の低クロストーク

化（-20dB 以下）を可能にする。ウェーハ上に集積したこれらの光素子の高速伝送動作、低損失合分

波、低損失結合等の性能を実証する。加えて、シリフォト統合化集積プロセスのばらつきが各光素子

の特性ばらつきに及ぼす影響を検討する。 
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最終目標（2021 年度末）：光電子集積インターポーザ実現のためのシリコンフォトニクス技術によ

る光変調器、受光器、波長多重回路および光結合素子のプロセスを統合してシリフォト統合化集積プ

ロセスを構築する。同プロセスを用いて高速光トランシーバが高密度に集積された光集積回路チップ

を試作し、光電子集積インターポーザとして10Tbps/ノードの伝送密度を実現できることを実証する。 
 

スケジュール 
2018 年度は、表Ⅲ-2.2.3(e-2)-1 に示すように、光変調器、受光器および光結合素子の P(I)N 接合構

造の改良による変調・受光効率の向上、Butt 光結合素子プロセス技術開発による波長帯域の拡大およ

び低損失化を可能にする素子プロセスの設計をこれまでに構築した 300mm 統合化プロセスへの実装

を前提として実施し、これらの高機能素子を設計した素子プロセスを用いて試作する。また、これら

の試作に先立ち、16 波長多重回路の低クロストーク化（-20dB 以下）を可能にする細線導波路の加工

プロセスの改良を行い、16 波長多重回路の試作を合わせて実施する。 
ウェーハプロービング技術については、ウェーハ上に集積した変調器、受光器等の素子動作評価を

可能にする素子設計と試作を実施するとともに、これらの素子を評価するウェーハプロービング技術

を合わせて開発する。 
2019 年度は、16 波長多重回路の低クロストーク動作、高速・高感度の変調器・受光器動作、ポリ

マー導波路結合素子の広波長帯域・低損失動作をそれぞれ試作実証する。 
ウェーハプロービング技術については、変調器、受光器等の素子動作評価をウェーハレベルで評価

するとともに、光素子特性ばらつきに及ぼす製造プロセスの影響について検討する。 
2020 年度は、前年度の 16 波長多重回路、変調器、受光器、ポリマー導波路結合素子の動作性能評

価結果を基に光電子集積インターポーザ実現のためのシリフォト統合化集積プロセスを設計する。ま

た、試作評価結果をもとに光素子の同号的なライブラリを構築する。 
ウェーハプロービング技術については、変調器、受光器等の光素子特性ばらつきに及ぼす製造プロ

セスの影響についての検討結果を基に特性ばらつきモデルを構築し、精度の高い性能予測につなげる。 
2021 年度は、前年度に構築されたシリフォト統合化集積プロセスおよびデバイス統合化ライブラリ

について、ウェーハプロービング技術に基づく特性ばらつきモデルを基にした信頼性の検証を進める

とともに、シリフォト統合化集積プロセスを用いて高速光トランシーバが高密度に集積された光集積

回路チップを試作し、光電子集積インターポーザとして 10Tbps/ノードの伝送密度を実現できること

を実証する。 
 
 

表Ⅲ-2.2.3(e-2)-1：開発スケジュール(集積化プロセス技術) 
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アプローチ、特長技術 
本プロジェクトの研究開発を通じて確立した 300mm 統合化プロセスとウェーハレベルプロービン

グ技術を基に、集積化プロセス技術の研究を進める。300mm 統合化プロセスについては、高均一の

300mm SOI の使用とあわせて高精度の液浸 ArF 露光技術および高品質 Ge エピタキシャル膜成長技

術の適用を特徴としており、これらの先端技術の適用により、世界最高の低損失導波路等の他を凌駕

する素子性能、集積回路性能が得られている。また、同プロセス技術により試作した基本的な光素子

については性能検証が完了しライブラリ化が図られている。これらのことから、同プロセスを基に光

電子集積インターポーザ向けの集積化プロセスの研究を進めることで、他機関に対してのアドバン

テージを保ちつつ、先駆的な成果創出に集中した研究が可能となる。また、ウェーハプロービング技

術については、これまでに構築した技術で極めて高い測定再現性を達成しており、同装置を波長多重

回路向けに必要となる高信頼性の導波路形成プロセスの検証評価に適用する。また、広帯域の変調器・

受光器の素子動作特性評価については、これらの評価に適したプロービングシステムを新規に構築す

る。 
集積化プロセスの構築に当たっては、光電子集積インターポーザへの適用が必要となる高機能の光

変調器、受光器、波長多重回路および光結合素子の素子プロセスの設計と試作実証を、300mm 統合化

プロセスへの実装を前提として実施し、これらの性能評価結果をフィードバックして光電子集積イン

ターポーザに向けた 300mm 統合化プロセスの設計を行い、集積試作を実施することとする。 
ウェーハプロービング技術については、高度に光素子が集積される光電子集積インターポーザの実

現に向けて、導波路デバイスの精密評価への適用により波長多重回路に必要となる高品位の導波路の

形成プロセスの確立を図るとともに、変調器・受光器のばらつき要因の解析を通じ高信頼のアクティ

ブ素子形成技術の構築を図る。 
 

成果 
2018 年度には、光集積プロセスについては、光電子集積インターポーザに必要となる、広帯域の光

変調器、受光器、波長多重回路、および低損失の光結合素子について、P(I)N 接合構造の最適化による

変調・受光効率の向上、広波長帯域化、かつ低損失化を可能にする光結合素子プロセス技術、および細

線導波路の加工プロセスの最適化による低クロストーク化の構築に向けた、それぞれの素子のプロセ

ス設計を行うとともに、それらの素子をシリフォト統合化集積プロセスの適用により試作した[ 図Ⅲ-
2.2.3(e-2)-1 ]。また、シリフォト統合化集積プロセスの更なる改善に向けて導波路プロセスの最適化を

実施し、導波路のラインエッジラフネスを低減できるプロセスを構築した(2.9nm→2.2nm)。この導波

路加工プロセスにより O 帯の細線導波路伝搬損失を 0.3dB/cm 程度改善できることを確認し、上記の

素子試作への適用を行った[ 図Ⅲ-2.2.3(e-2)-2 ]。さらに、これまでに構築したリング共振器の共振波

長ばらつきの解析手法による導波路加工偏差の抽出値から、今回の高機能素子試作に適用した集積プ

ロセスにおいて高い寸法精度が得られていることを確認した[ 図Ⅲ-2.2.3(e-2)-3 ]。本プロセスによっ

て作製した同一ウェーハ上の導波路、グレーティングカプラ、および受光器各 64 素子の特性ばらつき

をウェーハプローバにより測定した結果、いずれの素子についても高い均一性を示すことが示され

[ 図Ⅲ-2.2.3(e-2)-4 ]、これらのことから、設計した素子プロセスが光集積回路の試作に十分適用可能

であることが確認された。 
ウェーハレベル評価については、上記のそれぞれの光素子の特性を、同一ウェーハ上に形成された

50 以上の素子の動作特性を高速の光学アライメントを適用することで 2 時間以内の高速で自動測定す

るためのウェーハプローバ評価用素子を設計し、試作を実施した[ 図Ⅲ-2.2.3(e-2)-5 ]。試作した評価

用素子を用いて、同一ウェーハ上に構成した受光器 64 素子の高周波特性を評価し、2 時間以内の高速

で自動測定できることを確認した[ 図Ⅲ-2.2.3(e-2)-6 ]。 
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図Ⅲ-2.2.3(e-2)-1 300mm 統合化プロセスへの新規デバイスの集積実装 

 
(a)                                        (b) 

図Ⅲ-2.2.3(e-2)-2 導波路プロセス改善による導波路伝搬損失低減 [(a) 改善プロセスによる導波路

の平面 SEM 像、(b) 細線導波路の TE モード伝搬損失スペクトルのプロセス改善前後の比較 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-2)-3 リング共振器の共振波長ばらつきから見積もった導波路加工寸法偏差 
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図Ⅲ-2.2.3(e-2)-4 高機能素子試作に適用した集積プロセスによって作製した同一ウェーハ上の導波

路、グレーティングカプラ、および受光器各 64 素子の特性ばらつき(ウェーハプローバにより測定) 
 

 
 

図Ⅲ-2.2.3(e-2)-5 変調器・受光器の動作特性自動評価用素子の設計 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-2)-6 同一ウェーハ上に形成された受光器の高周波特性 

(各測定値に対するフィッティング結果) 
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ベンチマーク 
従来、シリコンフォトニクス集積回路チップでは、CMOS 世代に換算して 150-90nm 世代のプロセ

ス技術が用いられてきた。これは、従来の回路チップでは、40Gbps(4 チャネル x10Gbps)の性能であ

ることから、光デバイスのプロセス制御性は十分であったと考えられる。本プロジェクトにおいては、

100Gbps(多チャンネル x25Gbps)以上の高性能化実現を目指すものであり、300mm ウェーハプロセス

により実現される高精度のプロセスをベースとしたデバイス技術を構築することで目標性能が達成で

きると考えている。本プロジェクトにて開発した 300mm ウェーハプロセスと他機関とのベンチマー

クを図Ⅲ-2.2.3(e-2)-6 に示す。本ベンチマークでは、他機関より公表されている 300mm ウェーハプロ

セス技術、デバイス技術、集積化技術について比較している。PETRA では 300mm ウェーハ技術と

40nmCMOS 技術を用いている。一方、他機関では、300mm ウェーハ技術であるが、より古い

90nmCMOS 技術を用いており、PETRA の 300mm ウェーハプロセス技術は他機関と比較して、広帯

域および小フットプリントの光集積回路試作において、優位な技術であると言える。 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(e-2)-6 300mm ウェーハを用いた光集積回路開発における各開

発機関のプロセス技術、デバイス技術、集積化技術の比較 
 
 

(ｅ－３) 光実装技術（つくば集中研） 
光実装技術課題では 10Tbps の帯域密度をもつ光電子集積インターポーザの実現を目指した取り組

みを行う。10Tbps の帯域密度を実現するためには、光波長多重技術、高密度光入出力パッケージ技術

等の最先端技術の研究開発が必要である。シリコン導波路と光波長多重信号が伝送可能なシングル

モードファイバとの接続に適した異種導波路接続構造を開発し、導波路・光ファイバ間の高集積コネ

クタを開発することでこれまでの部品実装と比べて光入出力構造の大幅な高密度化を可能にする。 
 

目標 
2019 年度中間目標： 

・４波長多重に対応した低損失（≦1dB）なシリコンフォトニクス光入出力構造を実現する。 
・シリコンフォトニクスチップ用のポリマー光入出力構造を実現し、高密度光接続構造（帯

域密度 5Tbps/mm2）を実現する。また、シングルモードポリマー光導波路の低損失化（≦

0.4 dB/cm）を実現する。 
・高スループット露光技術により、昨年度対比 10 倍の異種導波路接続効率を実証する。 
・光コネクタ用の位置決め構造を集積し、光ファイバとのアレイ接続を確認する。 
・シングルチップ実装技術を確立し、シリコン導波路、シングルモードポリマー光導波路ア

レイ、シングルモード光ファイバアレイに繋がる 3.6Tbps 相当の光リンク実証を行う。 
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最終目標（2021 年度末）： 

・16 波長多重に対応した波長無依存、偏波無依存なシリコンフォトニクス光入出力構造を

実現する。また、光入出力部分の面積 0.15mm2 以下と低損失を実現する。 
・16 波長多重に対応したシリコン導波路とポリマー光導波路との高密度光結合接続構造（帯

域密度 20Tbps/mm2）を実現する。また、高精度位置合わせとトリミング技術を確立し、高

効率光接続技術を実現する。 
・高集積光コネクタ用位置決め構造の高精度化と高精度実装技術を確立し、シングルモード

ポリマー光導波路アレイとシングルモード光ファイバアレイとの 12 芯光接続技術を実現す

る。 
・マルチチップ実装技術、再配線技術、放熱構造技術を確立する。 
・以上により、電気配線と比較し通信速度あたりの面積で 1/100 すなわち 100 倍の帯域密度

である 20Tbps/mm2 を実現するための要素技術を開発し、光電子集積インターポーザ構造

において、1 ノード当たり 10Tbps 相当の伝送密度を実現する。 
 

スケジュール 
2018 年度は、1 個のシリコンフォトニクスチップを用いた光電子集積インターポーザの各種要素の

基本設計・試作を行う。具体的には下記の課題に取り組む。 
・シリコン導波路とポリマー導波路の入出力部分の構造検討を行い、3 次元曲面ミラーによるシン 
グルモードポリマー導波路との集積検討を行い、有効性を実証する。  

・異種導波路接続技術として、材質・径が大きく異なるシリコン導波路と光ファイバの接続のため

のポリマー導波路の形状設計と試作評価を行い、最適なポリマー導波路構造を見出す。また、そ

の効率的な形成技術を確立することでインターポーザの性能評価および実用化検討が可能になる

ことを明らかにする。 
・高集積光コネクタの開発として、インターポーザ基板上にアレイ接続可能な光コネクタの位置決

め構造を形成する検討を行い、簡便な操作でシングルモード光ファイバとの光接続が可能な構造

を確立する。 
 
2019 年度は 1 個のシリコンフォトニクスチップを用いた光電子集積インターポーザのリンク実証

を置く。具体的には下記の課題に取り組む。 
・４波長多重に対応した低損失なシリコンフォトニクスの光入出力構造の試作を行い、損失が 1dB 
以下であることを確認する。 

・シリコン導波路とシングルモードポリマー光導波路との高密度集積を実現する異種導波路接続技

術を開発し、高密度光接続構造（帯域密度 5Tbps/mm2）を実現する。 
・高スループット露光技術により、昨年度対比 10 倍の異種導波路接続効率を実証する。 
・構造や作製プロセスの改善等によりシングルモードポリマー光導波路の低損失化（≦0.4 dB/cm）

を実現する。 
・高集積光コネクタの取り付け手法を確立とシングルモード光ファイバとの低損失アレイ接続を実

現し、光リンクの特性評価を行う。 
・上記の異種導波路接合技術と高集積コネクタを用いた光集積インターポーザのシングルチップ実

装技術を開発し、シリコン導波路、シングルモードポリマー光導波路アレイ、シングルモード光

ファイバアレイに繋がる 3.6Tbps 相当の光リンク実証を行う。  
 
2020 年度は、光電子集積インターポーザに複数のシリコンフォトニクスチップ実装に向けた基本設

計と光リンクの低損失化、高機能化を行う。具体的には下記の課題に取り組む。 
・シリコンフォトニクスの光入出力構造に関しては 16 波長多重に向けた低損失化、波長無依存化、

偏波無依存化に向けた設計と試作を行う。 
・シングルモードポリマー光導波路に関しては広帯域化と高信頼化に向けた設計と試作を行い、シ

リコンフォトニクスとの光結合構造は 16 波長多重と帯域密度向上に向けた設計と試作を行う。 
・ポリマー導波路形成の効率化技術においては、前年度に試作した高スループット露光技術の位置
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精度機能を最適化し、0.1µm 以下の位置合わせ精度を実現する。また高速部品実装システムの仕

様検討を行う。 
・高集積光コネクタでは、基板への高精度取り付け手法の開発を行う。 
・光パッケージ技術に関してはマルチチップ実装を目指して、チップ位置補正技術、モールド技術、

温度制御実装技術の基本検討を行う。 
 
2021 年度は、マルチチップシリコンフォトニクスを用いた 10Tbps の広帯域な光電子集積インター

ポーザの実証を行う。 
・16 波長多重に対応したシリコンフォトニクスの光入出力構造の波長無依存化と偏波無依存化を 
行い、シリコン導波路と結合するポリマー光結合構造との高密度光結合を実現する。 

・ポリマー導波路形成の効率化技術においては、前年度までに開発した高精度取り付け手法を導入

した高速部品実装システム開発を行い、これまで高精度光部品実装の課題であった光調芯時間を

なくした高速な部品搭載を検証する。 
・高集積光コネクタは、前年度までに開発した高精度取り付け手法を用いたシングルモードポリ 
マー光導波路アレイとシングルモード光ファイバとの 12 芯高精度光結合を実証する。さらに、

この実証結果を基に、12 芯高精度接合構造の標準化提案につなげていく。 
・光パッケージ技術に関してはマルチチップ実装技術、再配線技術、放熱構造技術を確立し、シリ 
フォト光入出力密度 20Tbps/mm2 を実現するとともに、10Tbps 伝送密度の光リンク実証を行

う。 
 

アプローチ、特長技術 
我々は 1 ノード当たり 10Tbps 以上の高速・大容量伝送が可能な高性能 LSI 用光電子集積インター

ポーザの実現を目指しており、そのために電気配線と比較し通信速度あたりの面積で 1/100 すなわち

100 倍の帯域密度を実現する必要がある。従来のシリコンフォトニクスチップの光実装方式は、シリ

コンフォトニクス上にファイバアレイ部品を実装する方式であった。この時、シリコンフォトニクス

チップ面積の多く（~10mm2）が光入出力部品で占められており、シリコンフォトニクスチップに占め

る光入出力面積が全体の１／４ほどと小型高密度化の弊害となっていた。また半導体材料は波長温度

依存性が 0.4nm/℃あり、通常の 0.8nm 間隔の波長多重技術を使用するためには温度分布を±1℃以下

にする必要があるが、部品実装方式では部品部分のためにヒートシンクが置けず、放熱の観点でも波

長多重技術の使用も困難であった。このため、10Tbps の広帯域密度を実現できなかった。 
10Tbps の帯域密度を実現するためには光波長多重技術、高密度光入出力パッケージ技術等の最先端

技術の研究開発が必要である。本提案ではシリコンフォトニクスチップを集積したインターポーザに

ウェーハレベルパッケージ技術を用いて、ポリマー光ファンアウト導波路構造を集積することで、こ

れまでの部品実装と比べて光入出力構造の大幅な高密度化を可能にする。図Ⅲ-2.2.3(e-3)-1 に本提案

で実現する光電子集積インターポーザの概念図を示す。複数のシリコンフォトニクスチップを電気回

路基板トレンチ部に内装し、その上部に光再配線層と電気再配線層がある。光電子集積インターポー

ザと外部光ファイバとの接続を容易にできるようにするために、シリコンフォトニクスチップと外部

接続コネクタまでの光再配線層としてポリマー光導波路を露光技術で作製する。これにより≦±1µm
の高精度な目合わせが可能になりシングルモードの低損失な光接続が可能になる。光電子集積イン

ターポーザ内の電気リンクにおいても LSI 実装時に LSI からの高速電気信号配線とシリコンフォトニ

クスチップ間が最短となるよう配置するための電気再配線を行う。これにより、電気配線での電力消

費を極力減らし、良好なシグナルインテグリティーを確保することができる。本提案の光電子集積イ

ンターポーザの光接続に関しての特徴を図Ⅲ-2.2.3(e-3)-2 に示す。本提案ではシリコンフォトニクス

チップと光ファイバとの間にアレイピッチ変換可能なポリマー光ファンアウト導波路構造を形成して

いる。本提案の課題として波長多重用シリコンフォトニクス光入出力技術とシングルモードポリマー

光導波路用光入出力技術を研究開発し、部品実装方式に比べてシリコンフォトニクス光結合面積の小

型化(1/50)を実現する。従来のシリコンフォトニクスチップの光実装ではチップ上に光ファイバアレイ

部品を実装するため、チップ面積の多く（~10mm2）が光入出力部品で占めており、シリコンフォトニ

クスチップの小型高密度化の弊害となっていた。本提案では露光技術を用いて、シリコンフォトニク

スチップ上に小型なポリマー光入出力構造を実現する。また従来は背高部品があったため、チップ上
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部全体をヒートシンクでカバーできず部分的に大きな温度分布（≧±1℃）が発生し、波長多重化が困

難であった。本提案では光入出力構造を低背化し、波長多重化が使用できるよう均一な温度分布を実

現する。例えばこれらの技術を用いてシリコンフォトニクス光入出力部分を実現すると導波路 1 チャ

ネルあたり 112Gbps、16 波の波長多重技術が可能となり、光入出力部分の帯域密度 20Tbps/mm2 と

なる。この時、10Tbps 伝送が可能な帯域密度が初めて実現可能となる。また、低消費電力化に向けた

光リンクの低損失化も必要である。これまでシングルモード伝送を基準としたシリコン導波路入出力

機構と光ファイバには大きなモード径の違いがあり、モードミスマッチによる大きな接続損失が発生

し、かつ接続許容誤差要求も非常に厳しいものであった。本提案では図Ⅲ-2.2.3(e-3)-3 に示すポリマー

光導波路を用いることで、断熱的なモード径変化が可能となり、モードミスマッチにおける接続損失

部分を光ファイバの 2.1 dB に比べて、1 dB 以上の改善が見込める。またシリコンフォトニクスチッ

プとポリマー光導波路間に 3 次元曲面ミラーを用いることで、広い波長範囲での動作が可能となる。

一方、採用するポリマー光導波路部分においては、シングルモード伝搬できる構造および、低損失化、

波長無依存化、偏波無依存化が要求されることになり、それぞれの課題に対する研究開発が必須とな

る。接続許容誤差の拡大においては、シングルモードポリマー光導波路アレイとシングルモード光ファ

イバアレイとの高効率で光接続可能な光コネクタを研究開発することで外部ファイバとの容易な接続

方式を提案する。そのためには光結合技術、実装技術として、下記の研究内容を具体的に行う。 
・波長多重技術を使用可能とする光リンクのシングルモード化、波長・偏波無依存化 
・高帯域密度化に向けたシリコンフォトニクスチップ上の光結合面積の狭小化 
・簡易組み立て可能なパッシブ光コネクタ実装技術の構築 
・並列化を可能とするマルチチップ実装、波長多重化を可能とする温度制御への対応 
更に、低消費電力化に向けた光リンクの低損失化も重要である。光リンクはシリコンフォトニクス

チップの光入出力構造、シングルモードポリマー光導波路、シングルモード光ファイバで構成された

部分である。 
 
 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

電気回路基板 光コネクタ 

光ファイバ 

シリフォトチップ 

ポリマー光導波

路 
LSI 

ポリマー光導波路 

光コネクタ 1 個 

LSI 

シリフォトチップ 

電気配線 

光ファイバアレイ 

ガラスブロック 

シリコンフォトニクス 
ファイバ接続

用に間隔を拡大 

シリコンフォトニクス 

ポリマー光導波路 光結合面積 

光結合面積 

＜1/50 

(a)断面 (b)上面 

従来 本提案 

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-1 光電子集積インターポーザ概念図の(a)断面と(b)上面 

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-2 光入出力構造の小型高密度化概念図 
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図Ⅲ-2.2.3(e-3)-3 提案する光電子集積インターポーザの断面図 
 
 

(a) シリコンフォトニクスの光入出力構造 
16波長多重に対応したシリコンフォトニクスから外部への光入出力を広帯域かつ高効率で行える光

入出力構造に関して研究開発する。我々は低損失なシリコンフォトニクス用ミラー技術を有しており、

それを発展させ、光入出力損失 0.5dB 以下を目指す。また、設計技術と作製技術を確立することで、

光波長、光偏波、外部温度の各種条件によって光入出力特性が変化しない光入出力構造を実現する。 
 

(b) シングルモードポリマー光導波路とシリコンフォトニクスとの光接続構造 
ウェーハレベルパッケージ技術を用いて、シリコンフォトニクスから入出力される光を高密度（帯

域密度 20Tbps/mm2）にシングルモードポリマー光導波路に結合する構造に関して研究開発する。併

せて、高精度実装技術を研究開発し、シングルモードポリマー光導波路への高効率光結合（位置ずれ

損失≦0.5dB）を目指す。また、複数チップから 1 つのコネクタに光を接続するシングルモードポリ

マー光ファンアウト構造を研究開発する。シングルモードポリマー光導波路の作製技術に関してはプ

ロセスシミュレーションを活用することで、再現性良く、低損失特性、波長無依存特性、偏波無依存特

性を実現する。 
 

(c) シングルモード光ファイバアレイ用光コネクタ 
シングルモードポリマー光導波路アレイとシングルモード光ファイバアレイとを高効率で光接続す

るインターポーザ用 12 芯光コネクタに関して研究開発する。この光コネクタを使用することで、イン

ターポーザ上のシングルモード光ファイバアレイはリペアが実現可能となる。また、光コネクタは高

精度製造技術、高精度取り付け技術、トリミング技術を確立する。以上からこれまでポリマーフィル

ム導波路でのみ実現されていた 1dB のシングルモード高効率光結合（結合損失≦1 dB）をインター

ポーザ上で初めて実現する。また、ソケットを用いた多芯光コネクタも検討する。 
 

(d) マルチチップ光パッケージ 
10Tbps 超が可能な光電子集積インターポーザを実現するためには複数個のシリコンフォトニクス

チップを基板に実装する技術とシリコンフォトニクスチップの温度制御が簡便になる実装技術の研究

開発が必要である。本提案ではシリコンフォトニクスチップを回路基板に固定する技術を確立し、LSI
との容易な電気接続を実現するために電気再配線技術を確立する。 

 
(e) 高スループット技術 
光電子集積インターポーザの実現には異なる製造技術の組み合わせが必要となる。例えば、平面構

造であるポリマー光導波路、電気配線と立体構造である 3 次元曲面ミラーは製造技術が異なる。本提

案では光電子集積インターポーザを実現するために新しい製造技術を確立する。 
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成果 
 
(a) シリコンフォトニクスの光入出力構造 
シリコンフォトニクスから外部への光入出力を広帯域かつ高効率で行える 3 次元曲面ミラー構造を

設計した。設計に用いた構造を図Ⅲ-2.2.3(e-3)-4 に示したが、実際のシリコン光導波路端面と同じ

2.6µm のビーム径を光源に用いてシングルモード光ファイバと高 NA 光ファイバとの結合計算を行っ

た。曲面ミラー構造を最適化することで図Ⅲ-2.2.3(e-3)-5 に示す通り、9.2µm 径のシングルモードファ

イバで 0.3dB 以内の損失、4µm 径の高 NA ファイバで-0.1dB と両方とも高効率で光結合できること

が分かった。また、100nm 超える広い波長帯域で高い結合効率が実現可能であることを計算で明らか

にした。 
次にシリコンフォトニクスチップ中に 3 次元曲面ミラー構造集積を行った。露光法により作製され

た 3 次元曲面ミラーはチップ中の任意の位置に正確に集積可能である。実際にシリコンフォトニクス

チップ中に作製した 3 次元曲面ミラーの顕微鏡写真を図Ⅲ-2.2.3(e-3)-6 に示す。写真から位置ずれ（Y
軸）は 0.1µm 以下とシングルモード光接続でも損失が出ない高精度集積が可能となっている。また、

シリフォト端面と 3 次元曲面ミラーの断面高さプロファイルを図Ⅲ-2.2.3(e-3)-7 に示す。光軸中心（シ

リコン導波路高さ位置）にミラー面が作製されており、シリコン導波路からのビームがミラー面中心

に当たるように作製されている。シリコンフォトニクス端面からの出力ビームと 3 次元曲面ミラーを

介した出力ビーム結果を図Ⅲ-2.2.3(e-3)-8 に示す。シリコンフォトニクス端面からのビームは 30 度を

超える広い出射角度であるのに対して、曲面ミラーを介したビームは角度変換されており、平行光に

近い 10 度以下の出射角度となっている。また、この出射角度の制御は 100G ビットイーサで規定され

ている 4 波長（1294.53nm～1310.19nm）の範囲で実現されている。以上、中間目標である４波長多

重に対応したシリコンフォトニクス光入出力構造は実現している。 
また 1dB 以下の低接続損失の実現はミラー構造の最適化により、年度内に達成見込み。 

 
 
 

   
 
 
 

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-4 設計に用いたミラー構造 図Ⅲ-2.2.3(e-3)-5 光結合計算結果 
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(b) シングルモードポリマー光導波路とシリコンフォトニクスとの光接続構造 
異種導波路接続技術として、材質・径が大きく異なるシリコン導波路と光ファイバの接続のための

ポリマー導波路の形状設計を行い、最適なポリマー導波路構造を見出した。また、有機基板上にシン

グルモードポリマー光導波路を作製し、ビーム特性および伝搬損失特性を評価した。ポリマー光導波

路から出射したビーム特性の評価結果から最適サイズのシングルモードポリマー光導波路を実現した。

ポリマー光導波路端面での出力ビーム特性を図Ⅲ-2.2.3(e-3)-9 に示すが、通信波長帯である 1.3µm 帯

でシングルモード特有のガウシアンビーム形状を得た。1.55µm 帯でも同様にシングルモードビーム特

性を得た。また、カットバック法によりポリマー光導波路の伝搬損失を評価し、波長 1.3µm で

0.36dB/cm、1.55µm で 0.68dB/cm を実現しており、図Ⅲ-2.2.3(e-3)-10 に示す通り、1.3µm 帯で

0.4dB/cm 以下となる波長幅は 50nm となり、これは 100G ビットイーサ 4 波長規格（LR4）の波長範

囲 16nm すべてで低損失伝送が可能となる。 
また、シリコンフォトニクスとの光接続に関してはシリコンフォトニクスに集積した 3 次元曲面ミ

ラー上に上部の 3 次元曲面ミラーを集積し、シリコンフォトニクスから出射したビームが上部のポリ

マー光導波路層に結合していることを確認した。また、上部ミラーとポリマー光導波路を作製するた

め、シリコンフォトニクスチップの基板埋め込みを行った。 
以上、中間目標であるシングルモードポリマー光導波路の低損失化（≦0.4 dB/cm）と上部ポリマー

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-6 3 次元曲面ミラーの顕微鏡写真 

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-8 シリコンフォトニクス端面からの出力ビーム

と 3 次元曲面ミラーを介した出力ビーム結果 

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-7 断面高さプロファイル 
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ミラー集積を実現した。今後はミラー構造の最適化により、年度内に高密度光接続構造（帯域密度 
5Tbps/mm2）を実現する。 

    
 
 
 
 
(c) シングルモード光ファイバアレイ用光コネクタ 
高集積光コネクタの開発として、光ファイバと接続可能なインターポーザ基板用 12 芯光コネクタの

基本構造を検討した。特に高精度でポリマー光導波路と光ファイバで接続できるように位置決め手法

を検討した。その結果として、特徴の異なる 2 種類の光コネクタ構造を考案し、試作を行った。ポリ

マー位置決め構造を用いた基板用多芯光コネクタの概念図を図Ⅲ-2.2.3(e-3)-11 に示す。光コネクタの

位置決め溝構造とポリマー位置決め構造とが勘合することで、お互いの位置がきまり、結果としてシ

ングルモード光ファイバとシングルモードポリマー光導波路との高い光接続が可能となる。実際に位

置決め構造が勘合した部分を光コネクタ側から観察した結果が図Ⅲ-2.2.3(e-3)-12 となる。光コネクタ

の位置決め溝構造の円中心とポリマー位置決め構造中心が 1µm ほどの小さなズレ量に抑えることがで

き、実際に光ファイバとポリマー光導波路の多芯接続を確認した。 

以上、中間目標である光コネクタ用の位置決め構造を集積し、光ファイバとのアレイ接続を確認し

た。また、光コネクタ実装の組み立て手法を確立と伝送評価系の整備により、年度内に 3.6Tbps 相当

の光リンク実証を行う。 
 

            
 
 
ベンチマーク 
本提案の最大の特徴はこれまで部品実装で組み立てていた光モジュールではなく、集積パッケージ

技術を用いて光電子集積インターポーザを実現する点にある。これはウェーハレベルパッケージ技術

と呼ばれ、半導体分野では近年実用化が報告されてきている。我々はこの技術の光分野への応用をい

ち早く取り組み、これまでウェーハレベルパッケージ技術を用いて、電気回路基板上にポリマー光導

8μm 

1.31 µm 1.55 µm

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-9 ポリマー光導波路端面 
での出力ビーム特性 

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-11 基板用多芯光コネクタの概念図 

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-10 ポリマー光導波路の伝搬損失 

図Ⅲ-2.2.3(e-3)-12 勘合部分の観察結果 
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波路、光学ミラー、光コネクタの位置決め構造等の光機能素子を集積してきた。本提案ではシリコン

フォトニクスチップを集積したインターポーザにウェーハレベルパッケージ技術の一つである露光技

術を用いることで、最も困難な課題であるシングルモードの高精度光接続を可能とする。これまでの

機械部品実装では高スループットだが、精度が悪く、一方、アクティブ調芯実装では高精度だがスルー

プットが悪かった。本提案の光ウェーハレベルパッケージ技術ではこれまで実現できなかった高精度

と高スループットの両立が実現できる。また、部品実装ではシリコンフォトニクスチップ上に大きな

ファイバ部品取り付け面積が必要となり、チップの小型化の制限になっていた。本提案では光入出力

による小型化のボトルネックはなくなる。 
また光結合技術に関しては、PETRA では露光を用いた 3 次元ミラー構造の作製技術を保有してい

る。本提案では、これをシリコンフォトニクスとポリマー光導波路の光結合に応用することで、波長

無依存、偏波無依存、位置ずれ耐性の強い、これまでにない光結合構造が実現できると考えている。 
光リンクに関するベンチマークを表Ⅲ-2.2.3(e-3)-1 に示す。 
シリコンフォトニクスチップ上の光結合面積は、他グループから報告されているものが部品実装方

式のためシリコンフォトニクスチップ上の光結合面積が大きく、広帯域化が困難である。例えば、グ

レーティングカプラ方式のシリコンフォトニクス光モジュールは帯域密度 80Gbps/mm2 となり、

10Tbps を実現するためには光入出力部分のみで 125mm2 のチップ面積が必要である。これは通常の

シリコンフォトニクスチップサイズと同等サイズとなり、現実的ではない。 
我々は波長多重化技術とシングルモードポリマー光ファンアウト技術を用いて、従来の部品実装方

式の 1/40～1/66 の小面積化と高密度化を目指す。光入出力部分の帯域密度は導波路 1 チャネルあたり

100Gbps、16 波の波長多重技術を使用すると 20Tbps/mm2が実現できる。これは他に比べて 100 倍以

上の広帯域化が実現できることを意味している。また、ポリマー光導波路を使用して、マルチチップ

と 1 個のコネクタを接続できることも本提案の特徴である。例えば、3 つのシリフォトチップで本提

案を実現した時、チップ上の光入出力面積は 0.2 mm2 以下となり、10Tbps の広帯域光リンクが初め

て現実可能となる。 
光リンク接続に関してはシリコンフォトニクスチップから光ファイバまでの実装を位置合わせによ

るパッシブ実装を目指す。当該技術に関してはアディアバティック方式が先行しているが、本提案で

はこれまでの部品実装方式ではなく、ウェーハレベルパッケージ方式を採用しており、高精度かつ低

コスト実装が可能となる。光リンク損失に関してはこれまで波長無依存かつ偏波無依存な低損失シリ

コンフォトニクス入出力用ミラー構造を実現しており、その技術を使用することで 2.5 dB 以下の低損

失、波長無依存、偏波無依存な光リンクが見積もられており、他グループより高性能化が期待できる。 
 
表Ⅲ-2.2.3(e-3)-1 光リンクに関するベンチマーク 

 
グレーティング方式 アディアバティック方式 ミラー方式（PETRA） 

Si フォトの光入出力構造 グレーティングカプラ＋光

ファイバ 

ポリマー導波路フィルムとの

アディアバティック構造 

3 次元ミラー構造 

チップ上光結合面積 × ～10 mm
2
 × ～6 mm

2
 ◎ ～ 0.15 mm

2
 

帯域/面積@1ch 100G × ～80 G/mm
2
 × ～200 G/mm

2
 ◎ ～ 20 T/mm

2
@16λ 

マルチチップ対応 × × ○ 

パッシブ実装（Si フォト） × ○ アディアバティック ○ 直接露光 

パッシブ実装（ファイバ） ○ MT/MT ○ PMT/MT ○ PW/MT 

光リンクの波長依存性 × ○ ○ 

光リンクの偏波依存性 ○ 2POL ○ ○ 

光リンク損失 ○ 2.4 dB ○ 2.7 dB ○ ≦ 2.5 dB 

 



 

 
  81  

事業原簿 公開版 

２．２．３．２ （ｆ）光電子集積インターポーザのシステム化技術開 
上記（ｅ）で研究開発する光電子集積インターポーザを情報処理装置や情報通信機器およびそのシ

ステムに適用するために必要となるシステム化技術の研究開発を行う。 
 
（ｆ－１）情報処理システム化技術 
最終目標の達成に向け、①光電子融合サーバボード（富士通分室）と②ラックスケール並列分散シ

ステム（つくば集中研、NEC 分室）の二つの分室/グループを設置し、併行して技術開発を進める。①

光電子融合サーバボード（富士通分室）は、(e)で開発したデバイス・実装技術を集積化することで、

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術、および波長多重技術等を用いる接続技術を組み合

わせた光電子融合サーバボードを試作する。②ラックスケール並列分散システム（つくば集中研、NEC
分室）は、複数の光電子融合サーバボードが接続可能なラックスケール並列分散システムを開発し、

サーバ電力量を 30%削減可能であることを示す。 
 

① 光電子融合サーバボード（富士通分室） 
「（ｅ） 光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発」で開発する、光素子や電子回路等を

高密度に集積した光電子集積インターポーザに CPU パッケージを搭載した光電子融合サーバボード

を実現するためのシステム化技術開発を行う。現時点ではここで報告する通り、中間目標をほぼ達成

しており、最終成果に向けてここで報告する成果をフィードバックしつつ、来年度に想定する 10 Tbps
伝送可能な光電子融合サーバボードの最終構造の決定に進む。 

 
目標 

2019 年度中間目標：光電子融合サーバボードの基本構造を試作して動作検証とシミュレーショ

ンを併用し、10Tbps 伝送に向けた課題を抽出する。 
最終目標（2021 年度末）：光電子融合サーバボードのプロトタイプを試作して良好な伝送品質を

持つ 10Tbps 伝送可能な CPU 間インターコネクトのシステム化技術を確立

する。 
 

スケジュール 
本技術研究開発の主な項目とスケジュールを図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-1 に示す。2018 年度は、10Tbps 伝送

に向けた光電子融合サーバボードの基本動作を確認するためサーバボードの電気配線、実装構造、冷

却構造、ポリマー導波路接続構造の基本設計を決定した。2019 年度は、システム化実装に向けた課題

抽出として既存サーバボードを用いた動作検証を行う一方、光素子、電気素子と周辺部材を組み合わ

せた光電子融合サーバボード基本構造の試作を行う。サーバボードの特性を評価して、ポリマー導波

路の反射やジッタを低減するための電気配線クロストークの抑制、光エンジンを高温で動作する効率

的な冷却設計など、10Tbps 伝送に向けた課題抽出を行う。2020 年度は、2019 年度までに開発した基

本構造の課題をフィードバックして 16 チャネルで 100G-PAM4 動作が可能な光エンジンを 3 台配置

し送受 10Tbps 伝送を可能とする光電子融合サーバボードの設計を行う。100G-PAM4 信号伝送可能

な高密度電気配線の検討と 10Tbps 用の光エンジンが安定動作する冷却機構、反射を抑制したポリマー

光導波路実装構造の検討を進める。2021 年度は、2020 年度に設計した光電子融合サーバボードのプ

ロトを試作し、試作機とシミュレーションを用いて 10Tbps 伝送動作が可能であることを示す。また

試作した光電子融合サーバボードを用いて 10Tbps 伝送に向けた CPU 間インターコネクトのデモ実

証を行う。 
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図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-1 開発スケジュール 

 
アプローチ、特長技術 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-2(a)に本技術研究開発がターゲットとする光電子融合サーバボードのイメージを

示す。インターポーザ基板上に CPU、シリコンフォトニクス光 I/O、導波路、光コネクタを実装する。

シリコンフォトニクス光 I/O は CPU 近傍（ここでは基板裏面直下）に配置し、電気損失を抑制する。

1 波あたり 100 Gbps で 16 波を波長多重するシリコンフォトニクス光 I/O を 3 個配置し、アップリン

ク、ダウンリンク合わせ、全体で 10 Tbps の伝送が可能とする。光入出力は、ポリマー導波路により

光コネクタを一つにまとめ、低損失で簡便な構成としている。 
光電子融合サーバボードへの主な要件としては、1) 100 Gbps 高速電気伝送が可能、2) 電気・光信

号ともに低ジッタで高品質、3) 16 波の波長制御が可能、4) 発熱量の大きい CPU 近傍に配置すること

から安定動作が可能、の 4 つがある。これらの要件をクリアするための 4 つの課題とそれに対するア

プローチを以下にまとめる。図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-2(b)には各課題とアプローチの関係を図示している。  
 

課題： 
課題１：電気・光配線の高密度実装化 
⇒アプローチ①、②、⑤） 
課題２：光コネクタ接続の反射低減（低雑音化） 
⇒アプローチ②、③） 
課題３：効率的な冷却構造 
⇒アプローチ④） 
課題４：サーバシステムへの実装技術 
⇒アプローチ⑥ 
 

具体的なアプローチの内容を以下に示す。 
アプローチ①： 
高周波損失と信号間におけるクロストークを抑制するために、裏面実装技術を用いて CPU とシリ

コンフォトニクス光 I/O を直近に配置し、貫通ビアにより電気配線を最短化する。 
アプローチ②： 
シリコンと熱膨張係数が近いガラスインターポーザを用いることで、実装リフロー時の熱応力によ

る歪みを抑制し低損失ポリマー導波路の形成に必要な平坦性を確保する。これにより、隣接ポリマー

導波路間のギャップを小さくすることが可能となり、高密度配置を実現する。また、ガラス基板の薄

膜化により貫通ビアを用いた両面実装を可能とし、電気配線を最短化する。 

2018年度 2019年度上期 2019年度下期 2020年度 2021年度

光電⼦融合
サーバボード

シリフォト集
積素⼦実装

技術

⾼密度電気
配線技術

冷却技術

光配線技術

中間評価 最終評価

サーバボード
基本構造設計

集積素⼦の
実装構造の設計

10 Tbpsに向けた
電気配線の

基本構造設計

冷却機構の
基本設計

光配線の設計

サーバボードの基本動作実証

集積素⼦の実装技術確⽴

動作実証

冷却基本技術の確⽴

光配線技術の確⽴

10 Tbps⼤容量化

10 Tbpsに向けた
実装の⾼密度化

10 Tbpsに向けた
電気配線⾼密度化

10 Tbps⽤光エンジンへの
適⽤

光配線の低反射化
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アプローチ③： 
ポリマー導波路とコネクタ間の高密度低損失光配線接続技術を開発する。コネクタ部のシングル

モードファイバとポリマー導波路を 1 μm 以下の高精度で位置合わせするために、先付けファイバガ

イド部材を作製し、ファイバガイド部材上へのポリマー導波路直描技術の適用を検討する。また、ファ

イバガイド上への多心ファイバ一括搭載が可能なフェルール構造を開発する。 
アプローチ④： 
光電子融合サーバボードのサーバシステムへの実装では、巨大な発熱源である CPU の冷却機構を

前提とする必要がある。一例として、PCI 規格を満足するサーバシステム内には毎秒 5 m の冷却風が

光電子融合サーバボードを吹き抜けることから、この風を利用した効率的な冷却構造を検討する。一

方で、強風による光ファイバフェルールへのダメージが予想されることから、風路制御構造の付与な

ども同時に検討する。 
アプローチ⑤： 
シリコンフォトニクスは微細導波路の形成が可能で小型・高集積化に適する一方で、製造ばらつき

による位相ばらつきの影響を受けやすい。本技術研究開発ではシリコンフォトニクスチップに波長多

重用合分波器を形成することから、製造による位相ばらつきに起因する波長ずれや隣接波長とのクロ

ストークを温度変動の影響を含めシステム的に補償する仕組みを開発する。加えて、10 Tbps 超の伝

送帯域を必要とする大規模サーバシステムの出現を見据え、32 波長、64 波長など更なる多波長化が可

能な、低損失かつ低クロストークとなる合分波技術を開発する。 
アプローチ⑥： 

10 Tbps 伝送可能な光電子融合サーバボードによる CPU 間インターコネクトのシステム化技術の

確立に向けて、まず、既存サーバによるシステム実装検証を実施し課題を抽出する。 
 

 
(a) 

 
(b) 

図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-2 光電子融合サーバボードのイメージ(a)と開発課題およびアプローチの関係(b) 

・10 Tbps伝送可能な光電⼦融合サーボードの要件
- 100G ⾼速電気伝送
- 低ジッタな電気・光信号品質
- 16波⻑制御
- ⾼温動作

・課題:
1. 電気・光配線の⾼密度実装化

2. 光コネクタ接続の反射低減 (低雑⾳)

3. 効率的な冷却構造

4. サーバシステムへの実装技術

課題４
アプローチ⑥

既存サーバ
課題3
アプローチ④

課題1
アプローチ⑤ 課題2

アプローチ③光電⼦融合サーバボード

課題1
アプローチ①

① 裏⾯実装技術を⽤いた電気配線の最短化
② シリコンと熱膨張係数が近いガラスインター

ポーザを⽤いた⾼密度実装
③ ポリマー導波路とコネクタ間の光配線接続

技術を開発
④ 光ファイバフェルール低ダメージ構造を⽤い

た⾼効率なCPU冷却構成検討
⑤ 波⻑⾃律制御によるばらつき補償
⑥ 既存サーバによるシステム実装検証を実施

して課題抽出

・アプローチ︓

課題1, 2
アプローチ②
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成果 
 

成果１ 10 Tbps 向け光電子融合サーバボードの基本構造決定 
10 Tbps 向け光電子融合サーバボードの基本構造として、ガラスインターポーザ基板を組み合わせ

たテラス構造を提案した（図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-3）。シリコンフォトニクスチップ（シリフォトチップ）

と多層配線板がガラス基板に埋め込まれた構造である。ガラス基板上面とシリフォトチップの一部に

ポリマー導波路形成領域を設け、低損失なポリマー導波路により外部との光インターフェースをとる。

この提案構造には次に述べる二つの大きなメリットがある。一つは、ガラス基板を薄膜化することで

スルーホールビアにより電気配線が短尺化し両面実装が可能になるメリットであり、もう一つは、ガ

ラスの熱膨張係数がシリコンフォトニクスチップや Si CPU に近く、実装リフロー時の熱応力による

高さ変動を抑制できるメリットである。 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-3 ガラスインターポーザ基板を組み合わせたテラス構造 

 
実際にガラスインターポーザ基板を組み合わせたテラス構造を試作した。図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-4 は、テ

ラス構造を試作したガラスウェーハと、テラス構造部にダミーチップを埋め込んだ領域の拡大図を示

している。ガラス基板とダミーチップの間に空隙が生じるとポリマー導波路の形成に悪影響を及ぼす

ことから、空隙を封止材（UF 材）で埋める構造としている。ウェーハ面内で仕上り形状を評価したと

ころ、ガラスとダミーチップの仕上り段差は平均 7 μm、ガラスとダミーチップの間隔（空隙）は平

均 27 μm、ガラスと UF 材の段差は平均 6 μm であった。ガラスウェーハ面内での均一性は良好な

ことを確認した。ガラスとダミーチップの段差やガラスと UF 材の段差は、作り込みで製造条件を最

適化することで低減させることができる。これらの結果から、ガラスとシリコンフォトニクスチップ

の平坦性は確保でき、低損失ポリマー導波路の形成と隣接ポリマー導波路の高密度配置が可能となる

ことを示した。 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-4 試作したガラステラスとチップ埋め込み構造 

（断⾯図）

（⿃瞰図）

ガラス

ガラス 多層配線板

ポリマー導波路

シリフォトチップ

ポリマー導波路形成領域 スペーサ

スペーサ

シリフォトチップ
多層配線板

ガラス

UF材

チップ

・ガラス-チップ間隔︓ 27μm
・ガラス-チップ段差︓ 7μm
・ガラス-UF材段差︓ 6μm
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成果２ 既存サーバによるシステム実装検証用のサーバボードの構成を決定 

10 Tbps 向け光電子融合サーバボードの基本設計と併行し、既存サーバを用いたシステム化技術の

課題を抽出するために、課題抽出用のサーバボードの構成を決定した。ここで、現状では 10 Tbps の

帯域幅を使用するサーバの入手が極めて困難なため、比較的入手性の高い帯域幅 1 Tbps のサーバを既

存サーバとして使用することとした。既存サーバのサーバボード（既存サーバボード）は電気インター

コネクションを用いており、図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-5(a)の上図に示すように、サーバボード上に電気コネク

タ実装エリアを有している。本技術研究開発では、この電気インターコネクションを、同下図に示す

ように光インターコネクションに置き換える構造とした。光インターコネクション部は、5 個の光エン

ジンを実装する高密度光電子変換ボードがスタックコネクタを介して電気的に既存サーバボードに接

続される構成とする（図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-5(b)）。光エンジンとしてはアイオーコア株式会社が販売する

光 I/O コアを用いる。光 I/O コアは 25 Gbps×4 ch の伝送帯域を有し、外形 5 mm 角と小さく高密度

化に適している。外形 40×60 mm の高密度光電子変換ボード上に、5 個の光 I/O コアチップ、光ファ

イバ結合部、20 ch 分の高速差動電気配線、DC コンバータなど電源回路、32 ビットマイコンなどを高

密度に配置する。高密度光電子変換ボードの全伝送帯域幅は、25 Gbps×4 ch×5 光エンジン×送受＝

1 Tbps となる。同図（c）は、既存サーバによるシステム実装検証のイメージ図である。光インターコ

ネクトに改良した既存サーバボードをユニットボックスに格納し、既存サーバシステムに組み込む。 
 

 
（a）課題抽出用サーバボードの構成 

 

 
（b）高密度光電子変換ボード 25 Gbps×20 ch（4 ch×5 モジュール） 

 

光I/Oコア
（上⾯）

（側⾯） スタックコネクタ

40mm x 60 mm
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（c）既存サーバによるシステム実装検証のイメージ 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-5 システム化実装の課題抽出に向けた既存サーバボードの構成と検証イメージ 

 
高密度光電子変換ボードに 5 個の光エンジンを高密度実装するために、試作とシミュレーションを

用いて高速信号の伝送特性を検証し、高速高密度な電気配線構造を決定した。高密度光電子変換ボー

ドと既存サーバボードがスタックコネクタを介して接続される提案構造を想定して評価ボードを試作

した。図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-6 に、伝送路、評価ボードの S パラメータ実測結果、S パラメータ実測結果と

CPU の I/O モデルを用いた伝送特性のシミュレーション結果を示す。30 GHz までの広帯域で反射損

失-10 dB 以下が得られた。10 GHz 付近に一部-10 dB を上回る周波数帯があるものの、伝送特性には

さほど影響を与えないと考えている。挿入損失は 25 GHz で-10 dB とやや大きい。この原因としては、

光インターコネクトに改造した既存サーバボードでは、高密度光電子変換ボードを、スタックコネク

タを介して接続するため、スタックコネクタとボード間の接続損失が影響していると考えている。高

速データ信号の伝送シミュレーションを行った結果、CPU I/O 部において伝送損失の等化処理を施す

ことで 25Gbps のアイ開口が得られることを確認した。これらの解析結果をもとに、高密度光電子変

換ボードの全体基板設計と試作を行った。今後、高密度光電子変換ボードを既存サーバボードに実装

し、システム化実装の課題を抽出した。 

 
(a) 評価ボードと信号伝送路 

 
      (b)伝送路の S パラメータ実測値     (c) 伝送路の 25Gbps 伝送波形 

図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-6 システム化実装課題抽出に向けた既存サーバボードの信号伝送特性検証 
 

⾼密度光電⼦変換ボード（ドータボード）

スタックコネクタ

既存サーバボード

IN

OUT
Simulation

25Gbps

⾼密度光電⼦変換ボード（ドータボード）

スタックコネクタ

既存サーバボード

IN

OUT
Simulation

25Gbps
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成果３ WDM 波長自律制御技術の提案とその原理実証 
超並列構成によるサーバシステムの高性能化には伝送帯域幅の拡大を高密度に実現する必要があり、

本技術研究開発では WDM によるインターポーザあるいはサーバボード構成を提案し、高密度化を進

めている。本プロジェクトで開発する 10 Tbps 光電子融合サーバボードは 16 波長 WDM を前提とす

るが、10 Tbps 超の伝送帯域を必要とする大規模サーバシステムの出現を見据え、更なる多波長化が

可能な合分波技術が必要となる。加えて、シリコンフォトニクス素子は一般的にチップ製造ばらつき

や環境温度による影響を受けやすく、その結果をして WDM フィルタの波長変動が無視できないため、

これを補償する WDM 波長自律制御技術が不可欠となる。そこで、図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-7(a)に示すよう

に、非対称マッハ・ツェンダー干渉計 3 個と光強度モニタと位相制御用ヒータを構成単位とする新た

な分波器構造を提案した。同図(b)にシミュレーションによる波長自律制御の一例を示す。モニタ 1A と

モニタ 1B を増加方向となるよう、モニタ 2、モニタ 3 を減少方向となるようヒータを制御する。この

制御は Dither と呼ばれる比較的簡易な手法で実現できるため、制御部のハード量低減と高速動作が可

能となる。提案した分波器構造を用いて実際に 4 波長分波器を試作し、評価基板に実装して分波特性

を評価した。4 波長分波器は、図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-8(a)に示すように、3 つの分波器ユニット（CAT ユ

ニット、図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-7(a)）をトーナメント型に接続した構成であり、図中左側から 4 波長多重

光を入射し、分波器ユニットにより 4 波長に分波して図中右側から単波長光が出射する。図Ⅲ-2.2.3(f-
1)①-8(b)は、試作した 4波長分波器の評価基板である。光ファイバとの結合はグレーティングカプラ

を用いた。モニタ端子、制御ヒータ端子はワイヤ・ボンディングを用いて評価基板の信号パッドに引

き出している。図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-8 (c)は 4 波長分波器の評価結果である。光透過損失 3 dB 以下、波長

間クロストーク-50 dB 以下の良好な分波動作を確認した。本成果により今後 32 波長更には 64 波長へ

と多波長化しても低クロストークを維持できる見通しが得られた。 
 

 
(a)                (b) 

図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-7 提案した波長自律制御可能な分波器構造(a)と波長自律制御の例(b) 
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(a) 提案構造を用いた 4 波長分波器 

         
   (b) 試作した 4 波長分波器チップと評価基板    (c) 4 波長分波器の実測分波特性 
 

図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-8 提案する 4 波長分波器とその分波動作の評価結果 
 
ベンチマーク 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-9 に各社が開発を目指している光電子融合ボードのベンチマークを示す。帯域幅、

サイズ、消費電力の観点で、本技術研究開発の設定した目標は高く、世界レベルをリードするもので

ある。 
Ayar Labs 社（https://ayarlabs.com/）は、高性能計算システムの処理速度を飛躍的に高める光チッ

プを開発する米国のスタートアップである。ここは、シリコンチップ上に光回路と電気回路を一体集

積することで、光エンジンの高性能化を図っている。図中に示したのは、光電気一体集積型チップで

あり、総帯域幅 100 Gbps を 5×4.8 mm と小さなサイズで実現している。 
Luxtera 社（http://www.luxtera.com/）はシリコンフォトニクス技術を手がける米国のファブレス

メーカであったが、2018 年に同じく米国の Cisco Systems 社（https://www.cisco.com/）に買収され

た。図に示しているのは、2021 年から 2023 年をターゲットとする、総伝送帯域幅 25.6 Tbps の co-
packaging 型光モジュールである。4 波長 WDM で 1 波長あたり 100 Gbps、ポート数 64 を有する。

本技術研究開発が掲げる目標とほぼ同レベルの目標性能が想定されている。ただし、消費電力は 70 W
と非常に大きく、1 Gbps 当たりの消費電力に換算すると本技術研究開発に比べて約 3 倍の設定となっ

ている。この点で、本技術研究開発の設定目標が世界レベルをリードすることになる。Luxtera 社も

光源は外部から供給する形態を想定している。光源にはアイソレータを取り付け、外部供給光の安定

化を図っている。 
Rockley Photonics 社（https://rockleyphotonics.com/）は米国のファブレスメーカで、シリコンフォ

トニクスチップセットや IP を供給する他、カスタム設計も手掛ける。図中に示すのは”Topanga”と称

する in-packaging 形態の光 ASIC と 1RU のシステムである。光 ASIC には、EAM タイプ変調器、

Ge 受光器が集積されている。通常シリコンフォトニクスではサブミクロンサイズの導波路を用いるが、
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Rockley社は数ミクロンとサイズの大きい導波路を用いるのが特徴で、これにより導波路の低損失化、

製造ばらつきによる位相ばらつきの低減を図っている。これにより、製造ばらつきの影響の小さい合

分波器を製造する技術を有している。図中の光 ASIC にも 4 波長合分波器が使用されている。トータ

ルの伝送帯域幅は 2.4 Tbps と本技術研究開発の目標より小さい。また、導波路サイズが大きいためか

パッケージサイズは 70×40 mm と一回り大きい。電気 LSI チップには 28 nm CMOS 技術を用いてい

る。消費電力は 36 W、1 Gbps あたり 15 mW とかなり大きい。光源はパッケージ外部から供給する。 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)①-9 光電子融合ボードのベンチマーク 

 
②ラックスケール並列分散システム（つくば集中研、NEC 分室） 
目標 

2019 年度中間目標：波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消費電力の少ない光電子集積イ

ンターポーザ技術と合わせることによりサーバ電力量を３０％削減可能で

あることをシミュレーションにより示す。 
最終目標（2021 年度末）：消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用

いた接続技術を組み合わせた光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシ

ミュレーションを用いてサーバ電力量を 30％削減可能であることを示す。 
 
アプローチ、特長技術 
まず、本プロジェクトの目標の一つである、サーバの消費電力量を 3 割削減する方法に関して、そ

の方針を以下に説明する。IT 機器の省エネルギー化とは、ある仕事（アプリケーション）に対して、 
消費電力量 ＝ 平均消費電力 × 実行時間    (1) 

を小さくすることである。クラスタ・サーバで並列分散処理を行う場合、式(1)右辺第 2 項に関して、 
実行時間 ≈ 演算時間 ＋ 通信時間    (2) 

と近似することができる。ここで通信時間とはプロセッサ間でデータを共有するために行うプロセッ

サ間の通信時間である。例えば演算時間と通信時間が同程度で、式(1)右辺第 1 項が変わらない場合、

通信時間を約 6 割削減することで式(2)右辺の実行時間は約３割減少し、式(1)左辺のサーバ全体の消費

電力量を約 3 割削減することが可能である。そこで我々は、並列分散処理を実行するクラスタ・サー
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バのノード間の通信時間を削減することによりアプリケーションの実行時間を削減し、結果としてア

プリケーション単位でのサーバ消費電力量を 3 割以上削減することを方針とした。通信時間を削減す

るためには、通信帯域幅を広くすること、通信遅延時間を短くすること、および通信回数を少なくす

ることが有効である。そこで我々は、これらを同時に実現出来るチップ間ネットワーク・アーキテク

チャとして、光ハブを提案している。 
光ハブの構成および動作の概略を図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-1 に示す。光ハブ全体の物理的構成（物理トポロ

ジー）は、複数のプロセッサノードが波長ルータを中心にスター状に接続された構成となっている。

各プロセッサノードは光送信器および光受信器を持ち、プロセッサノードの数を N とすると、光送信

器は N 個の光変調器（Mod）と N×1 波長合波器（Mux）、光受信器は N 個の受光器（PD）と 1×N 波

長分波器（Demux）を持つ。光送信器では、N 個の変調器で N 個のキャリア波長を変調した N チャ

ンネルの信号が波長合波器で波長多重されて波長ルータに接続された 1 本の光ファイバに出力される。

逆に光受信器では、波長ルータに接続された１本の光ファイバから入力した波長多重信号が、波長分

波器で N チャンネルの信号に分離され N 個の受光器で電気信号に変換される。各プロセッサノードの

光送受信器は、シリコンフォトニクスを用いた光電子集積インターポーザにより、小型化、高密度化、

広帯域化、低消費電力化される。 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-1 光ハブの構成と動作の概略 

 

波長ルータは N 個の入力ポートおよび出力ポートを有し、入力ポートと波長によってその出力ポー

トが循環的に決まる光素子である。例として 8 入力 8 出力の波長ルータの動作を表Ⅲ-2.2.3(f-1)②-1
に示す。光ハブの論理トポロジーは全ノード間を直接接続したフルメッシュ接続と等価である。波長

ルータを用いない場合、N 個のノード間をフルメッシュ接続するためには、図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-2 に示す

通り N(N-1)本の光ファイバが必要であり、N がある程度大きい場合にはファイバ本数が多くなりすぎ

て実現困難であったが、上記提案の光ハブでは、図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-1 に示す通り光ファイバの本数は 2N
本でよく、光ファイバの本数を桁違いに減らすことができ、ノード間をフルメッシュ接続することが

可能となる。なお、図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-1 の右図、図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-2 共に、ノード間の接続を示す 1 本

の線は双方向通信を行うための 2 本の光ファイバを表している。 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-1 に示す通り、光ハブの各プロセッサノードには、プロセッサ側の入出力ポートと

通信相手ノード（波長）に対応したネットワーク側ポートの間を任意に接続するスイッチが必要にな

る。我々はこれを分散スイッチと呼んでいる。一方、従来の Ethernet や InfiniBand のスイッチは、

ノード間にハブ状（スター型またはツリー型）に設置されるので、集中スイッチと呼んでいる。集中ス

イッチは、全ノードからのトラフィックがスイッチに集中するため、ネットワークの規模や帯域幅が

集中スイッチの容量で制限されてしまうという課題がある。一方、分散スイッチは、各スイッチの規

模が集中スイッチの約 1/N であり、各ノードに分散配置されるため、上記集中スイッチの課題を緩和

することができる。また、分散スイッチを用いたネットワークは、集中スイッチに比べて光送受信器

数を半減できるという利点もある。 
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表Ⅲ-2.2.3(f-1)②-1 波長ルータの入出力ポートと波長の関係 

 

 

 

図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-2 光ハブの論理トポロジー 
 

上記提案の光ハブを用いることで、プロセッサノード間通信の帯域幅、遅延時間、通信回数を以下

の通り改善し、通信時間を削減することができると見込んでいる。 
l シリコンフォトニクス、光電子集積インターポーザ、および波長多重を用いることにより、光送

受信器を小型・高密度・高速化し、プロセッサノード間通信の帯域幅を広帯域化 
l プロセッサノード間をフルメッシュ接続することにより、パケットの衝突が発生しないため、従

来必要だったパケットのルーティング、待機、再送等の制御によって生じる時間を削減し、プロ

セッサノード間通信の遅延時間を短縮 
l プロセッサノード間をフルメッシュ接続することにより、従来集合通信で必要だった複数回の通

信回数を 1 回にし、プロセッサノード間通信の通信回数を削減 
 
プロセッサノード間を光ハブで接続した並列分散処理システムの全体像イメージを図Ⅲ-2.2.3(f-1)

②-3 に示す。 
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図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-3 プロセッサノード間を光ハブで接続した並列

分散処理システムの全体像イメージ 
 
スケジュール 
実施計画線表を表Ⅲ-2.2.3(f-1)②-2 に示す。 
2018 年度は、物理リンクレイヤでは、ネットワークシミュレータを用いたノード間波長多重ネット

ワークのシミュレーション環境を構築し、そのシミュレーション環境を用いてノード間波長多重ネッ

トワークを用いた光ハブのリンク設計を行った。その結果、光電子集積インターポーザと低雑音光増

幅器の活用、波長ルータの低クロストーク設計等により、ノード間のエラー・フリー伝送とリンク電

力の削減見込みを確認した。また、その構成要素デバイスの仕様の検討、構成要素デバイス単体毎の

評価による課題の抽出を行い、その選定方針を明確化した。ネットワーク・アーキテクチャ／制御で

は、光ハブのノードの構成、制御方法等を検討し、ポイント・ツー・ポイント（P2P）通信の動作検証

を行った。具体的には、光ハブの論理フルメッシュ接続によるノード間通信を模擬するため、自走ア

プリおよび分散スイッチを実装した 2 台の FPGA 間を光接続で直結し、FPGA 間 P2P 通信のオフロー

ド動作の実証実験を行った。その結果、光ハブを模擬したシステムでは、従来の Ethernet 等による

CPU 間通信に比べて低遅延・高効率な通信が可能であることを確認した。また、2019 年度にノード

間でのフルメッシュ接続の動作検証を行う際に必要となる FPGA ボード(FPGA-HP)に関して、FPGA
論理およびボード基板の設計を行い、FPGA 消費電力シミュレーションにより、光ハブのルーティン

グ電力の削減見込みを確認した。並列分散処理ミドルウェアでは、HPC 等の並列分散システムの評価

で使用されるベンチマーク・プログラムを選定し、そのソースコードにおけるノード間データ伝送部

分を光ハブに適用できるコードに改変し、仮想ハードウェア上のシミュレーションにより実行速度の

分析を行った。具体的には、並列計算シミュレータ SimGrid を用いて、NAS Parallel Benchmarks 等

の並列計算ベンチマークの実行時間をシミュレーションし、論理フルメッシュ接続の光ハブは、従来

のツリー型またはトーラス型接続に比べて、通信時間および実行時間の短縮が可能であることを確認

した。 
2019 年度は、物理リンクレイヤでは、FPGA ボードの光電子集積インターポーザに用いる光集積回

路を試作し、その評価を行うと共に、波長多重ネットワークの光源・ルータ・アンプボードの仕様を確

定する。更に、リンク実験による課題抽出およびリンク設計の修正等を行う。ネットワーク・アーキテ

クチャ／制御では、P2P 通信の複数同時動作およびマルチ・パスを用いた広帯域通信の基本動作検証

を行うと共に、１次試作用 FPGA 論理と FPGA ボードの試作・評価、および最終デモ用 FPGA 論理

と FPGA ボードの仕様検討を行う。更に試作した 4 枚の FPGA ボード間を光接続し、計算ノード間の

基本的なルーティング動作を検証する。並列分散処理ミドルウェアでは、実行速度の分析に基づき、

様々なベンチマークアプリケーションにおける光ハブの性能向上や速度低下を防ぐ演算および通信ア
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ルゴリズムの改良を行うと共に、様々なベンチマークソフトの実行速度を従来のネットワークと光ハ

ブで比較し、改良した光ハブ用ライブラリを用いることで、ラックスケール並列分散システムのアプ

リケーション単位での消費電力量の 30％削減の可能性を示す。 
2020 年度は、物理リンクレイヤでは、波長多重ネットワークの光源・ルータ・アンプボードの試作

を行い、多波長を用いた波長多重および波長ルーティング動作の検証を行う。ネットワーク・アーキ

テクチャ／制御では、マルチ・パス通信等による集合通信の広帯域化の検証を行うと共に、最終デモ

用 FPGA 論理と FPGA ボードの設計および試作を行う。並列分散処理ミドルウェアでは、AI 向けア

プリケーションの進展等も考慮して重要なアプリケーションを絞り込み、アプリケーションコードに

光ハブ用ライブラリを実装し、その速度検証を行う。 
2021 年度は以下の研究開発を行う。物理リンクレイヤでは、ラックスケールの並列分散処理システ

ムに適用可能な波長多重ネットワークを構築し、そのリンク検証を行う。ネットワーク・アーキテク

チャ／制御では、広帯域インターコネクトの多ノード間同時動作の検証を行うと共に、最終デモ用

FPGA 論理と FPGA ボードの評価・動作検証を行う。並列分散処理ミドルウェアでは、最終デモに適

したアプリケーションを選定し、試作機に実装する。試作機によるデモとシミュレーションを用いて

ラックスケール並列分散システムのアプリケーション単位での消費電力量の 30％削減を示す。 
 

表Ⅲ-2.2.3(f-1)②-2 実施計画線表 

 

 

成果 
＜波長多重ネットワーク（物理リンクレイヤ）＞ 
物理リンクレイヤでは、ネットワークシミュレータを用いたノード間波長多重ネットワークのシ

ミュレーション環境を構築し、そのシミュレーション環境を用いてノード間波長多重ネットワークを

用いた光ハブのリンク設計を行った。光ハブの物理リンク構成と通信電力効率の内訳を図Ⅲ-2.2.3(f-1)
②-4 に示す。波長多重／ルーティングに用いる等周波数間隔の光を生成する光源(LD)は、ラック単位

で共有され、光スプリッタで分割された光は各ノードに分配される。これにより、計算ノードの温度

変化等の影響を受けずに安定した波長管理が行える。ノード内で変調(Mod)および受光(PD)を行う送

信器(Tx)および受信器(Rx)は、光 I/O コアと同様に 5mm 角のシリコンチップで 100 Gbps の送受信を

5mW/Gbps の電力効率で行う。分散スイッチとなる FPGA の電力効率は Intel 社の Early Power  
Estimator で見積もった。波長ルータでは、特に異なるノードから入力された同一波長信号間のクロ

ストーク(コヒーレントクロストークと呼ぶ)を低く抑えるため、複数の AWG(Mux/Dmx)による構成と

した。受信端で 10-12以下のエラーレート、23dB 以上の SN 比を十分なマージンで確保するため、3 カ
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所に光ファイバアンプ(EDFA)を配置した。1 段目の光アンプは光源出力分配損失の補償、2 段目の光

アンプは Mod 通過損失の補償、3 段目の光アンプは受信パワー確保、に用いられる。光アンプの電力

効率は、光電変換効率を 5%として見積もった。 
次に、光ハブおよび比較対象の従来型のノード間電気配線として InfiniBand/Tree トポロジーのパ

ケットスイッチネットワークを用いた典型的な並列計算システムの消費電力の比較を表Ⅲ-2.2.3(f-1)
②-3 に示す。従来型の通信電力効率は Mellanox 社の Infiniband EDR（銅ケーブル）の製品仕様を参

考にし、ノード帯域としては 2020 年代前半頃に普及していると予測される 400Gbps とした。一方、

光ハブは、25Gbps/link、64 ノードを想定し、ノード帯域を 1.6Tbps とした。光ハブの通信電力効率

は従来型に比べて約 1/3 に削減できる見込みである。この場合、サーバの消費電力の従来型と光ハブ

の差は 10%以下であり、消費電力はほぼ同程度になる見込みである。 
 

 
 

図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-4 光ハブの物理リンクと通信電力効率内訳 
 

表Ⅲ-2.2.3(f-1)②-3 サーバ消費電力の比較 

 
＜並列分散処理ミドルウェア＞ 

HPC 等の並列分散システムの評価で使用されるベンチマーク・プログラムを選定し、そのソース

コードにおけるノード間データ伝送部分を光ハブに適用できるコードに改変し、仮想ハードウェア上

のシミュレーションにより実行速度の分析を行った。具体的には、並列計算シミュレータ SimGrid を

用いて、並列計算ベンチマーク(NAS Parallel Benchmarks (NPB)の Integer Sort (IS)、Fourier 
Transform (FT)、Data Traffic (DT)、および Graph500)の実行時間をシミュレーションした。その結

果を図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-5 に示す。縦軸は実行時間の逆数を 3D-torus を 1 として相対値で示した。各

ベンチマークの主要な通信パターンは、IS が Alltoallv、FT が Alltoall、DT が Send/Recv、Graph500
が Allgather であった。IS, FT, Graph500 のように集合通信が主要な通信パターンであるアプリケー

ションでは、光ハブを用いた場合、従来の Tree 型電気接続に比べて、アプリケーションの実行時間を

1/3 以下に短縮できることを確認した。 
前述の通り、光ハブを用いたサーバの消費電力は従来の Tree 型電気配線とほぼ同じであるから、光

ハブを用いたサーバの消費電力量の削減率は、アプリケーションの実行時間の短縮率とほぼ等しくな

ると予測され、光ハブを用いたサーバでは、集合通信が主要通信パターンであるアプリケーションの

消費電力量は従来型に比べて 1/3 以下になることが見込まれる。 



 

 
  95  

事業原簿 公開版 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-5 SimGrid を用いた並列計算ベンチマークの実行時間 

 
＜ネットワーク・アーキテクチャ／制御＞ 
光ハブのノードの構成、制御方法等を検討し、ポイント・ツー・ポイント（P2P）通信の動作検証を

行った。具体的には、光ハブの論理フルメッシュ接続によるノード間通信を模擬し、その通信時間を

評価するため、通信時間を評価する自走アプリおよび分散スイッチ v1 を実装した 2 台の FPGA 間を

光接続で直結し、FPGA 間 P2P 通信のオフロード動作の実証実験を行った。分散スイッチ v1 の構成

を図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-6 に示す。分散スイッチ(Distributed Switch) v1 は、制御レジスタ(Control 
Register)、クロスバスイッチ(Crossbar Switch)、そして、CPU を介さずにメモリからデータを取り出

すための DMAC(Direct Memory Access Controller)で構成される。並列分散処理プログラミングの標

準規格である MPI の使用を想定し、ノード毎に、MPI の通信パラメータを制御レジスタに設定する。

分散スイッチ v1 は、制御レジスタの設定に基づき、自発的にクロスバスイッチと DMAC を稼働する。

DMAC はメモリ制御部と接続され、効率よくメモリからデータの入出力を行う。これにより、低遅延

で高効率な P2P 通信を実行する。この分散スイッチ v1 を、任意の電子回路を実装可能で、且つ、複

数の光 I/O と DDR4 メモリが繋がった FPGA カードに実装した。そして、通信時間を評価する自走ア

プリを用いて、P2P 通信における送信ノードの遅延時間を見積もった。その結果、図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-7
に示すように、0.34 µsec と低遅延な結果が得られた。この結果は、同様な方法で行ったギガビットイー

サネットと比べて、10 µsec に近い初期遅延を削除できるだけでなく、1 回あたりの遅延も約 1/5 に削

減できる。且つ、1 回での通信における時間を見ても、ギガビットイーサネットや最新の NVLINK と

いう NVIDIA 社の最新のチップ間通信技術を用いたメモリ間通信と比べても 1/30 と小さく、非常に

良好な結果と考える。 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-6 分散スイッチ v1 の構成 
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図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-7 送信ノードでの P2P 遅延 

 
次に、図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-8 に示す通り、4 つの計算ノード間を模擬光ハブ（物理的フルメッシュ光配

線）で接続した並列計算システムを構築し、図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-5 でシミュレーション結果を示した並列

計算ベンチマークの一つである NPB-IS の並列計算を実行し、その実行時間を従来の Tree 型電気配線

接続の場合と比較した。その結果、模擬光ハブ接続により、SimGrid で予想されるのとほぼ同程度の

実行速度の高速化（実行時間の短縮）を実証した。（予定） 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-8  模擬光ハブ接続による並列計算ベンチマークの高速化実証の構成 

 
ベンチマーク 
我々が提案する光ハブと、HPC のノード間通信等で多く使われている InfiniBand スイッチで、64

ノード間を 1 ノード当たり 1.6Tbps の帯域幅のフルバイセクションで接続した場合の比較を表Ⅲ-

2.2.3(f-1)②-4 に示す。ここでフルバイセクション接続とは、全ノードが同時に全帯域を使って通信し

ても衝突が起きない接続方法である。光ハブは１波長当たり 25Gbps で 64 波長、InfiniBand は 2020
年代前半に実用化されると想定される NDR×4 で 1 ポート当たり 400Gbps、36 ポートのスイッチを用

いた Fat-tree 構成を仮定した。 
この場合、InfiniBand では表に示す通り、400Gbps のフルバイセクション接続を構成するために６

個スイッチで 2 段 Fat-tree を構成し、更に 1.6Tbps の帯域を得るためにその構成を４並列化する必要

がある。そのため、スイッチ１個当たりのサイズを 1U と仮定すると、スイッチだけで 24U と大きな

サイズを占有してしまう。また、ノード／1 段目スイッチ／2 段目スイッチの 3 層間をツリー状に接続

する必要があること、および 1 本の光ファイバの帯域が 400Gbps しかないことにより、全体で 1024
本の光ファイバ接続が必要になる。更にその全光ファイバの両端で電気／光または光／電気の信号変

換が必要なため、25Gbps 換算で 16384 個の光送受信器が必要となる。 
一方、光ハブで用いる波長ルータは、最終的には 1U 程度のサイズに収まると予想している。また、

光ハブの物理トポロジーはスター型であるので、接続に必要な光ファイバの本数は１ノード当たり送

信／受信各 1 本、全体で 128 本で良い。更に光送受信器の数もノード数の約 2 乗の 4032 個で良い。

以上の比較から、提案する光ハブは、2020 年代前半頃の InfiniBand スイッチネットワークに比べて、

大幅な小型化、低コスト化、低消費電力化が可能であると考えている。 
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表Ⅲ-2.2.3(f-1)②-4 1.6Tbps/node×64 ノードのフルバイセクション接続の比較 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-9 は、図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-5 の再掲である。光ハブを用いることで、従来の 3D-torus

型に比べれば 1 桁以上、従来の Tree 型に比べても 3 倍以上、集合通信が主要な通信パターンであるア

プリケーションを高速化（実行時間を短縮）することが出来、ほぼ実行時間の短縮と同じ比率でサー

バの消費電力量を削減できると見込んでいる。 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-1)②-9  SimGrid を用いた並列計算ベンチマークの実行時間 

 
（ｆ－２）情報通信システム化技術（OKI 分室） 
本プロジェクトの技術開発成果である光電子集積インターポーザにより、データセンタの飛躍的な

高性能化が期待される。データセンタの性能を最大限に活かした IoT 社会の進展のためには、データ

センタに集約される膨大なデータの流れを収容する情報通信ネットワークの構築が急務となっている。

IoT を支えるアクセスネットワークとして期待されるのは第５世代移動通信（5G）である。5G 規格で

は、端末通信速度は最大 10Gbps に高速化され、細分化したアンテナエリア（スモールセル）を従来

の 100 倍程度に高密度に配置して 1km2 当たり約 100 万台の多数端末接続を想定している。5G の普

及のためには、設置場所を選ばない小型のスモールセルアンテナ装置が必要である。 
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図Ⅲ-2.2.3(f-2)-1 5G における基地局の高密度化 

 
多数のスモールセルアンテナを結ぶフロントホールネットワークには様々な方式が検討されている

が、中でも TWDM-PON(Time Wavelength Division Multiplexing–PON)の構成を用いてスモールセ

ルアンテナを既存の光アクセスファイバ網に収容する方式が設備コストの観点から有望である。

TWDM-PON は、上り下り各 4 波長を多重して、1 波長あたり 10Gbps で、トータルで上り下り各

40Gbps の通信を行う。5G の普及のためには、スモールセルアンテナに内蔵可能な、超小型の TWDM-
PON ONU(Optical Network Unit)の開発が待たれている。 

 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-2)-2  TWDM-PON によるスモールセル接続と ONU の小型化 

 
そこで、本システム化技術開発では、「（ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発」

で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザの技術を適用することにより、TWDM-PON
で用いる一芯双方向波長多重トランシーバおよびこれを搭載した ONU を小型化するための要素技術

を開発することを目的とする。 
下記の技術開発を行う。 
・ シリコンフォトニクス技術を用いて超小型化した WDM 一芯双方向送受信チップをインター

ポーザ基板に埋め込む実装技術 
・ シリコンフォトニクス技術を用いて超小型化した WDM 一芯双方向送受信チップをインター

ポーザ基板上に形成するポリマー光導波路に偏波無依存で光結合させる実装技術 
・ インターポーザ基板上のポリマー光導波路と共存できる電気配線技術 
・ TWDM-PON 用小型 ONU のためのパッケージ技術 
 

目標 
2019 年度中間目標：一芯双方向波長多重トランシーバに光電子集積インターポーザを実装し、

動作検証を行う。 
 
最終目標（2021 年度末）：光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバ

を搭載することにより、光加入者端末装置を 10cm×2cm×2cm 以下のサイ

ズに小型化するための実装技術を開発する。 
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スケジュール 
2018 年度は、シリコンフォトニクス技術を用いて超小型化した WDM 一芯双方向送受信チップをイ

ンターポーザ基板に埋め込んで実装するための基本設計を行う。インターポーザ基板上のポリマー光

導波路に光入出力を行うための構造として、光信号入出力には偏波無依存動作可能なレジストミラー

とポリマー導波路を用いる方式を、外部光源入力には TE 偏波動作のグレーティングカプラとポリマー

導波路を用いる方式をそれぞれ選択した。また、20mm 幅パッケージに 50pin 相当の電気配線を収容

するための電気配線を設計試作して、TWDM-PON に用いる 10Gbps の信号が問題なく伝送できるこ

とを確認した。 
2019 年度は、高効率の光結合を実現するために、レジストミラーとポリマー導波路構造の最適化を

行うとともに、インターポーザ基板上のポリマー光導波路と共存できる電気配線の設計を行い、光電

子集積インターポーザを用いた TWDM-PON ONU 用一芯双方向波長多重トランシーバを試作して、

基本動作を検証し、小型化のための課題を抽出する。 
2020 年度は、10cm×2cm×2cm 以下の小型 ONU のためのパッケージ設計、およびポリマー光導

波路との結合方式の最適化設計を行う。 
2021 年度は、光電子集積インターポーザ上に TWDM-PON 用一芯双方向波長多重トランシーバと

制御回路 IC を実装する試作を行い、TWDM-PON ONU を 10cm×2cm×2cm 以下に小型化するため

の要素技術を確立する。 
 

表Ⅲ-2.2.3(f-2)-1 開発スケジュール 

 
 

アプローチ、特長技術 
本プロジェクトで開発する電子光集積インターポーザを用いた TWDM-PON ONU は、シリコン

フォトニクス技術を用いて超小型化した WDM 一芯双方向送受信チップをインターポーザ基板に埋め

込むことにより、光トランシーバと制御回路 IC とが一体で実装されることが従来にない特徴である。

このような実装形態をとることにより、光トランシーバと制御回路 IC がコネクタを介さずにインター

ポーザ上の配線で接続できる。ここで用いる WDM 一芯双方向送受信チップには、「（ｅ）光電子集積

インターポーザのデバイス・実装技術開発」で開発する要素デバイス技術である、WDM 一芯双方向

送受信チップ高感度化に向けたアバランシェ・フォトダイオード(APD)型の Ge 受光器、および波長合

分波回路を適用する。 
図Ⅲ-2.2.3(f-2)-3 に従来および本提案のアバランシェ・フォトダイオード（APD）型 Ge 受光器の断

面模式図を示す。高い受光感度を得るために APD 型で雪崩増倍（Avalanche Multiplication）現象を
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利用して受光感度を増倍させる Ge 受光器である。光吸収領域と増倍領域を分離して効率的に雪崩増

倍が生じるようにした SAM（Separated Absorption and Multiplication）構造であり、Ge 膜が光吸

収領域、SOI 層のノンドープ領域が増倍領域として動作する。また、Ge の吸収端付近の波長帯域であ

る 1600nm 帯の光も高感度で受信するために、Ge 光吸収領域を伝搬する光が金属電極で散乱、吸収さ

れることがないよう、Ge 光吸収領域にメタルコンタクトが不要な横型 SAM 構造とした。さらに、高

効率、低偏波依存でシリコン導波路と Ge 光吸収領域とを光学的に結合させるために、従来のエバネッ

セント型に対して、バットジョイント型とした。本構造は、Ge 光吸収領域にイオン注入、コンタクト

ホール、電極形成が不要なため、ほとんどの工程を成熟した CMOS プロセスで製造できるメリットも

ある。 
 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-2)-3 APD 型 Ge 受光器の断面模式図（数値は設計値） 

 
さらに、シングルモードファイバに対する光入出力にもインターポーザ基板上に一体形成したポリ

マー光導波路を介した独自の新規構造を導入する。波長多重技術を用いるため、ポリマー光導波路は

シングルモード伝搬を行える構造とする。WDM 一芯双方向送受信チップとポリマー光導波路の間は、

独自のミラー結合構造とすることにより偏波依存性・波長依存性が小さい高効率の光結合を実現する。

ポリマー光導波路内で伝播モード径をシングルモードファイバの伝播モード径近くに拡大することで、

シングルモードファイバに対して調芯トレランス大きく、高効率で偏波無依存の光結合が実現できる。 
このような実装形態をとることにより、小型で信号ロスが少ない低消費電力のONUが実現できる。

光電子集積インターポーザの技術を適用した TWDM-PON ONU の概念図を図-Ⅲ2.2.3(f-2)-4 に示す。 
 

 
 

図Ⅲ-2.2.3(f-2)-4 光電子集積インターポーザの技術による TWDM-PON ONU の概念図 
 

成果 
まず、TWDM-PON ONU 用光電子集積インターポーザの基本構造を設計した。光信号を入出力す

るポートには、送信光と受信光の波長帯が離れており、受信光の偏波がランダムなので、「(ｅ－３) 光
実装技術」で開発した波長無依存・偏波無依存動作可能なレジストミラーとポリマー導波路を用いる

こととした。一方、送信用外部光源を入力するポートには、TE 偏波動作のグレーティングカプラとポ

リマー導波路を用いることとした。断面構造概略を図Ⅲ-2.2.3(f-2)-5 に示す。 
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図Ⅲ-2.2.3(f-2)-5 TWDM-PON ONU 用光電子集積インターポーザの基本構造 

 
TWDM-PON 集積チップは、上り下り各 4 波長多重の送受信機能をシリコンフォトニクス技術によ

り集積した光回路チップであり、図Ⅲ-2.2.3(f-2)-6 に示すように、送受信光入出力ポート、外部光源入

力ポート、波長合分波フィルタ（WDM）、およびフォトダイオードアレイ（PD Array）を具える。 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-2)-6 TWDM-PON 集積チップの光回路概略図 

 
送受信光入出力するポートには、「(ｅ－３) 光実装技術」で開発したレジストミラー構造を用いるた

め、それに最適化したシリコンフォトニクス光回路設計が必要となる。レジストミラー構造において

は、図Ⅲ-2.2.3(f-2)-7 に示すようにシリコンフォトニクスから出力された光をレジストミラーで基板法

線方向へ出力を行うが、実際にはレジストミラー部はポリマー導波路を作製するための下部クラッド

材もくしはそれを補佐する材料に埋め込まれることとなる。本開発ではレジストミラー部とシリコン

導波路の間は屈折率 1.5 付近の材料で埋め込むこととし、シリコン導波路から出射された光もしくは

外部から入力された光がシリコン導波路端面 A 部で反射が起きないように有効屈折率が近い値になる

ことおよびレジストミラー部で容易にコリメート光に変換できるようなモードフィールドにすること

に加えて、製造プロセスに負担をかけないように簡易型のスポットサイズコンバータとしてシリコン

導波路部を逆テーパ型の入出力機構を採用した。 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-2)-7 送受信光入出力ポート概略図 

 
一方外部光源入力ポートには、送信用外部光源が TE 偏波で固定されて入力されるため表面入出力

によく利用されるグレーティングカプラを用いるので、外部光源の波長帯域で結合損失が最小となる

ような設計を行う必要がある。採用したグレーティングカプラにおいても製造プロセスに負荷がかか
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らないように一般的な扇形でピッチ間隔をアポタイズした構造を採用した。試作したグレーティング

カプラの CAD 図面および測定結果を図Ⅲ-2.2.3(f-2)-8 に示す。図Ⅲ-2.2.3(f-2)-8 の(b)より、最小結合

損失-3.3dB/port 1dB 帯域 25~30nm と外部光源接続のためのグレーティングカプラとしては十分な実

力を持つことが確認できた。本来 1530nm 付近にピークを持つように設計したものであるが、プロセ

スとの兼ね合いにより波長特性がシフトしているため、プロセスに合わせて再設計を行うかプロセス

条件を一部変更するか検討中である。 
 

 
(a)平面図 

 
(b)光学評価データ 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-2)-8 グレーティングカプラ平面図および光学評価データ 

図Ⅲ-2.2.3(f-2)-6 における光回路概略図中における Wavelength Division Multiplexer(WDM)フィル

タにおいては、主に受信側の波長を分離する構造として、従来より Arrayed Waveguide Grating(AWG)
を利用した素子構成としていた。受信光においては、偏波状態がランダムであるため偏波無依存の光

回路が必要となる。本受信光回路においては、初段に偏波分離素子を構成し、偏波状態を TE-mode お

よび TM-mode に分離する。さらに偏波変換素子を用いて TM-mode の偏波状態を TE-mode に固定す

る。それぞれの光信号を波長分離し受光素子である Photo detector(PD)に入射させる。このため、波

長分離部である AWG を 2 素子利用していた。しかしながら、製造誤差の影響を考慮するとそれぞれ

の AWG の特性を個別に制御することが必要となり非常に制御システムに負荷をかけることが確認さ

れたため、本プロジェクトでは波長制御を簡易化するための構造として図Ⅲ-2.2.3(f-2)-9 に示すように

双方向 AWG 構造を新たに採用した。これにより、波長制御するべき素子が一つとなるとともに接地

面積に関しても従来の 60%程度となり光集積回路チップの小型化が期待できる。波長分離間隔を

100GHz Grid として設計した双方向 AWG の光学測定結果を図Ⅲ-2.2.3(f-2)-10 に示す[1]。同図に示す

ように設計通りの波長間隔で波長分離できていることが分かる。また消光比は、約 20dB と比較的良

好な結果が得られている。TM-mode に設定した光を入射させた場合の測定結果が点線で記載されてい

るが、TE-mode と波長間隔および分離波長が一致している。 
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図Ⅲ-2.2.3(f-2)-9 双方向 AWG を用いた受信側光回路 

 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-2)-10 双方向 AWG 光学測定結果 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-2)-11 (a)～(c)に、試作したバットジョイント横型 SAM 構造をもつ APD 型 Ge 受光器の

暗状態の電流電圧特性、波長 1600nm 帯における受光感度と周波数応答の測定結果をそれぞれ示す。

同図(a)に示す通り、逆方向電流 10µA 時の逆方向電圧をブレークダウン電圧 VBR、ブレークダウン電

圧 VBR の 90%の逆方向電圧における逆方向電流を暗電流 IDと定義すると、素子長 100μm、200μm
における暗電流はそれぞれ 7.61μA、8.31μA だった。同図(b)に示す通り、素子長 100μm、逆バイア

ス 18V において、波長 1600nm の TE モード光に対する受光感度は 21.8A/W、TM モード光に対する

受光感度は 20.6A/W だった。APD 型 Ge 受光器の波長 1600nm における受光感度としては、我々の

知る限り世界最高レベルの値が得られた。同図(c)に示す通り、素子長 100μm、200µm いずれにおい

ても、逆バイアス 18V において、波長 1600nm に対する遮断周波数は、10GHz を十分超えた。 
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      (a) 暗状態の電流電圧特性      (b) 波長 1600nm 帯における受光感度 

 

 
(c) 波長 1600nm 帯における遮断周波数 

 
図Ⅲ-2.2.3(f-2)-11 APD 型 Ge 受光器の特性評価結果 

 
電気配線に関しては、20mm 幅のパッケージに約 50pin 相当の配線を収容する必要がある。これに

対して、16mm 幅に 50pin を配置した評価用配線基板を試作して、TWDM-PON で用いる 10Gbps の

電気信号が基板上を問題なく伝送できることを確認した。 
 

[1]Y. Onawa et.al. Electronics Letters (2019),55(8):475 
 

ベンチマーク 
APD 型Ge 受光器のベンチマークを表Ⅲ-2.2.3(f-2)-2 に示す。APD 型Ge 受光器については、PETRA

が本プロジェクトでこれまで開発してきたのは、波長 1600nm 帯の高感度受光を狙ったものであり、

他にあまり例を見ないため、厳密なベンチマークは難しい。受光波長帯を無視すれば、他の APD より

も印加電圧が高いと言えるため、今後は SACM（Separated Absorption, Charge and Multiplication）
構造の適用等で印加電圧の低下を目指す。 
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表Ⅲ-2.2.3(f-2)-2 APD 型 Ge 受光器のベンチマーク 

 
 
FTTH(Fiber to the Home)に用いられている従来の GE-PON ONU では、光トランシーバと制御回

路 IC がそれぞれ別な基板に実装された卓上サイズの装置で、典型的なサイズとしては 3cm×15cm×

15cm 程度である。TWDM-PON ONU は GE-PON ONU にはない波長多重分離の機能が加わること

と送信信号を光源を直接変調する方式から変調器を用いた方式に変更することにより電気信号の端子

が GE-PON に比べて 4 倍以上となる。そのため、従来技術の延長で作製した試作品のサイズは 25cm
×40cm×15cm 程度となり、シリコンフォトニクス技術により小型化した光トランシーバを用いても、

従来の GE-PON ONU のサイズよりさらに小型化することは困難と考えられる。本プロジェクトで開

発する電子光集積インターポーザを用いた TWDM-PON ONU は、電子回路基板内にシリコンフォト

ニクス技術を利用した光集積回路チップを埋め込むことによりシリコンフォトニクスと電子回路基板

部の電気的接続を最短でつなぐとともに従来必要であった RF 接続端子を縮小化もしくは削除するこ

とができることになる。本電子光集積インターポーザをドータボードとして、メイン基板に実装する

ことにより 10cm×2cm×2cm 以下の小型化が期待でき、今後爆発的に普及するであろう 5G モバイル

のスモールセルアンテナに ONU を組み込むことが可能となる。 
 

表Ⅲ-2.2.3(f-2)-3 ONU のサイズ比較 

APD型Ge受光器
機関 PETRA Hewlett-Packard McGill大

構造
導波路型
Butt結合
横型SAM構造

導波路型
Evanescent結合
縦横型SACM構造

導波路型
Evanescent結合
縦横型SACM構造

波長帯 1600nm 1550nm 1310nm

受光感度
21.8A/W @TE
20.6A/W @TM

15A/W 約15A/W

遮断周波数 13.8GHz 14.3GHz 約30GHz
印加電圧 -18V -6V -16V

GE-PON TWDM-PON(従来) TWDM-PON(開発案件) 

  

 
 

 

H15cm x W15cm x D 
3cm 

H15cm x W40cm x D25cm H2cm x W2cm x D10cm 

送受 1 波長ずつ 
波長切替無 

送受 4 波長ずつ 
波長切替時間 ~1s 

送受 4 波長ずつ 
波長切替時間 <1ms 
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２．２．４ (ⅱ)国際標準化（PETRA 本部） 
 
国際競争力を確保するために、プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために、国

際標準化を積極的に推進する。 
 

目標 
2019 年度中間目標：光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成）、電気・光イ

ンターフェースに関する各種標準化団体に参画し、標準化動向を踏まえ、実

用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

最終目標（2021 年度末）：光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成）、電気・

光インターフェースに関し、提案した標準化案の採択推進活動を行う。 
 

スケジュール 
2018 年度は、光電子集積インターポーザのデータセンタ等の次世代高速光伝送への適用について、

IEEE802.3、OIF、COBO 等における標準化へのコンセンサス形成に関与し、標準化の提案を行う。

IEC においては、光電子集積パッケージと光接続に関するデジュール標準化を推進する。 
2019 年度は、光電子集積インターポーザの IEEE802.3、OIF、COBO 等における標準化の提案を行

い、標準化テーマへの採用を目指す。IEC においては、光電子集積インターポーザの物理仕様の標準

化提案を行い、光電子集積回路に関するデジュール標準化をリードする。 
2020 年度は、光電子集積インターポーザの IEEE802.3、OIF、COBO 等におけるデータセンタ等へ

の適用に向けた標準化案の提案を行う。IEC においては、光電子集積インターポーザの物理仕様の標

準化を推進する。 
2021 年度は、光電子集積インターポーザの IEEE802.3、OIF、COBO 等におけるデータセンタ等へ

の適用に向けた標準化案の採択推進活動を行う。IEC においては、光電子集積インターポーザの物理

仕様の標準化案の採択推進活動を行う。 
 

表 2.2.4-1 国際標準化スケジュール 
 

 
 

アプローチ、特長技術 
光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成）、電気・光インターフェースに関して、

フォーラム標準化機関（OIF、IEEE802.3、COBO）、並びにデジュール標準化機関（IEC）等の各種

標準化団体に参画し、標準化動向を踏まえ、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 
 

成果 
IEC において、光集積回路（PIC)パッケージのプロジェクトリーダとして集積パッケージの標準化

を推進し、Si フォトニクスのチップスケールパッケージ標準は最終文書案が承認され、標準化文書発

行まで進展。光トランシーバの性能標準も技術的な仕様策定が終了し標準化文書案の作成を行った。

さらに、光電子集積インターポーザのエコシステムを構築するため、125 ミクロンピッチの高密度光

接続（光導波路、光ファイバ、コネクタ）の標準化を提案し、標準化プロジェクトが発足した。 
オンボード光モジュールの標準化を行う COBO において、COBO 仕様に準拠した光モジュールを
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実現し、OFC2019 において、世界最小の COBO 準拠 400G 伝送モジュールを実現し、伝送デモを行っ

た。これにより Si フォトニクスの高密度化、低消費電力化への優位性を示した。COBO においてはオ

ンボードからパッケージ集積への進展に関する議論をリードし、ポリマー導波路を用いたインター

ポーザ基板の提案を行った。 
 

ベンチマーク 
COBO、OIF で光 I/O 集積パッケージ議論が始まり、Si フォトニクスが具体化の有力候補となって

いる。COBO においては、いち早く COBO 仕様に準拠した光モジュールを実現し、Si フォトニクス

の高密度化への優位性を示し、集積パッケージ化の議論をリードしている。 
インターフェースの高速化では 112Gbps の標準化に関し、OIF の検討メンバーとして参加し、Si

フォトニクスの低電圧動作による低消費電力インターフェースの標準化を働きかけている。 
実装では IEC において、パッケージ、光配線基板、光ファイバ/コネクタ全般のエコシステム構築に

向け、高密度光ファイバの標準化をリードしている。 
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２．３ ③ 「成果普及活動」 
プロジェクトの研究開発成果を一般のユーザ、研究者、学生等へ幅広く普及させるために、東京大

学において「フォトニクスイノベーション共創プログラム」を実施し、光エレクトロニクス分野にお

けるイノベーション創出に向けた人材育成を推進した。具体的には、大学院生を対象としたフォトク

ス技術領域の教育カリキュラムである「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」および学内外の学生と

社会人のためのフォトニクスに関しての公開セミナー「フォトニクス・イノベーションセミナー」を

開催している。以下に目標、成果について述べる。 
 

２．３．１ ③ 「成果普及活動」(東京大学) 
目標 
東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構において、プロジェクト成果の普及のための人材

育成並びに成果普及を図る。 
このために、大学院生を対象とした光エレクトロニクス分野に関わる教育カリキュラム「ナノ量子

情報エレクトロニクス特論」および学内外の学生や社会人を対象とした公開セミナー「フォトニクス・

イノベーションセミナー」を継続的に実施してプロジェクト成果の活用および当該領域の研究開発お

よび社会実装を推進する人材を育成する。 
 

スケジュール 
2019 年度は、「フォトニクスイノベーション共創プログラム」を継続して実施する。大学院教育カ

リキュラム「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」を４企業における企業集中講義を含めて実施する。

フォトニクス・イノベーションセミナー、ISPEC を継続して開催してフォトニクス分野、殊に光電子

集積技術の一層の理解を深め、新たな人材の育成を行う。 
2020 年度は、ナノ量子情報エレクトロニクス特論、フォトニクス・イノベーションセミナー、ISPEC

を継続して実施する。 
2021 年度は、最終シンポジウムなどにより、プロジェクトの成果を広く一般に普及させる。 
 

アプローチ 
フォトニクスイノベーション共創プログラムでは、以下の課題について人材育成・成果普及活動を

行う。 
 (ア) 企業集中講義を含む大学院教育カリキュラム「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」 
(イ) 学内外の学生と社会人のためのフォトニクスに関する公開セミナー「フォトニクス・イノ

ベーションセミナー」 
 

成果 
「フォトニクスイノベーション共創プログラム」において、プロジェクト成果の普及を支える人材

の育成を目指して活動した。大学院生向けカリキュラム「ナノ量子情報エレクトロニクス特論」(2018
年度:4 月～7 月開講、2019 年度:4 月～[7 月]開講)では、光エレクトロニクス、物理学、半導体工学、

情報科学など工学、理学、数理科学の幅広い分野にわたる学際的な研究・学問領域の第一線で活躍す

る講師陣が、基礎事項の解説とその最先端を紹介する講義を行った。また、企業における集中講義(各
年度に 4 回実施)で企業研究に直接触れる機会を設け、産業を意識した研究の在り方を企業の研究者た

ちと直接議論を交わすことによって学ぶことで、成果普及に実践的に貢献する人材を育成した。 
フォトニクス・イノベーションセミナーにおいては、2018 年度、光電子融合集積技術に関する 4 回

(うち 1 回は国際会議 ISPEC2018 と共同開催)のセミナーを開催した。フォトニクス関連の学生・研究

者のみならず広範な分野から延べ 343 名の参加者を得て、光電子融合技術に関する基礎理論から応用

技術、産業化に至る幅広い領域の教育と技術の啓蒙に寄与した。また、京都および仙台において関西・

東北地区それぞれ初となる地方開催を行い、地域的にも裾野を広げつつプロジェクト成果の普及と

フォトニクス分野の人材教育としての機能を果たした。 
さらに、2018 年度は、Integrated Photonic Systems Roadmap International（IPSR-I）Winter 

Meeting in JAPAN 2019、集積光システムロードマップ会議国際版をアジアで初めて開催した。欧州・

北米・アジアの専門委員を迎え、光電子集積システムのロードマップやサプライチェーンに関する議
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論を深めた。光電子融合技術・集積光システムの将来展望や方向性を具体化・共有化し、国際的ロード

マップとして策定する場におけるアジア・日本のプレゼンスを高めるとともに、日本からの参加者(特
に若手研究者)がそのような議論に直接参画することでプロジェクト成果の普及に関わる人材育成と

しての側面においても貢献した。 
 

 
２．３．２ ③ 「成果普及活動」(PETRA) 
目標 
シリコンフォトニクスに関連する技術開発は、米国の AIM（American Institute for Manufacturing 

Integrated Photonics）や、欧州の国家プロジェクトに見られるように、世界規模でしのぎが削られ

ている状況である。このような状況において、研究開発と併行して、ニュースリリース、展示会への出

展、シンポジウム開催等の取組みを通じて、世界規模で本事業のプレゼンスを高め、開発技術の優位

性を示すとともに、光エレクトロニクス技術の普及促進を行う。 

 
スケジュール 
2018 年度 

・PETRA 主催の国際会議「ISPEC（International Symposium on Photonics and Electronics 
Convergence）」と、（一財）光産業技術振興協会と共催している「光産業技術シンポジウム」を

開催し、2018 年度～2021 年度の事業テーマである、光電子集積インターポーザとそれを用いた

システム化の有効性を広くアピールした。また、InterOpto 等の展示会活動を活用して、広報活

動を展開した。 
2019 年度 

・2018 年度の活動に加え、研究開発成果をアピールするために、タイミングを見たニュースリリー

スを計画的に進める。また、海外でのプレゼンスを高めるために、OFC（米国）、ECOC（欧州）、

Photonics West（米）の３大国際展示会を見据えて、展示会出展の可能性を探っていく。 
2020 年度 

・継続してシンポジウム、展示会、ニュースリリース等、普及の場を広げていく。 
2021 年度 

・研究成果をとりまとめ、シンポジウム、展示会等と通じてプロジェクトの成果を広く一般に普及

させる。 
 

アプローチ 
ニュースリリースに関しては、学会、展示会等に合わせてタイムリーに実施する。展示会への出展

に関しては、2018 年度～2021 年度の事業テーマである、光電子集積インターポーザとそれを用いた

システム化の有効性のアピールに適した展示会に積極的に出展する。 
 

成果 
 成果普及活動として以下の成果が得られている。 
・ニュースリリース 3 件(2018 年度 2 件、2019 年度 1 件） 
・国内展示会 3 件（インターオプト（2018,2019 年度）、CEATEC(2019 年度）) 
・国際展示会 2 件（OFC(2018,2019 年度）） 
・国内シンポジウム 2 件（光産業シンポジウム(2018,2019 年度） 
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Ⅳ．実用化・事業化に向けての見通しおよび取り組みについて 
１．実用化・事業化に向けての見通しおよび取り組みについて 

組合員企業により サーバ応用と PON システムの事業化を推進する。 
 

１．１ サーバ応用 1 
自動運転の動画処理等、AI 技術の広まりにより、AI アクセラレータへのニーズが急速に高まってお

り、その市場は今後も年率 20%以上で堅調に推移すると予想されている。その市場にマッチしたクラ

ウドやオンプレミス装置向けに、次世代 AI アクセラレータやそれに搭載したアクセラレーターボード

を開発している。本プロジェクトで開発している光電子融合サーバボードのインターコネクト技術は、

AI アクセラレータの一段の高性能化技術、更には高性能サーバにおけるその次世代の差別化技術とし

て期待されている。本プロジェクト開発する技術を他社に先駆けていち早く事業化するために、開発

初期段階から事業部門と定期的に情報交換を行うなど連携して検討を進めている。 
 
１．２ サーバ応用 2 
ラックスケール並列分散システムは 2019 年度にはリンク設計によりシミュレーションでサーバ電

力量 30%削減を示すレベルまで完成しており、2021 年度末には消費電力の少ない光電子集積インター

ポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術を組み合わせた光電子融合サーバボードを試作し、試作

機とシミュレーションを用いてサーバ電力量を 30％削減可能であると見込んでいる。 
上記、ラックスケール並列分散システムを FPGA（Field Programmable Gate Array）の論理回路

として実装した FPGA+光ボードで試作し、実際のアプリケーションを動作させ、光ハブでノード間を

接続することで、従来のサーバ（Xeon）に比べ実効性能が向上することを示してきた。 
昨今、注目を集めている人工知能（AI：Artificial Intelligence）や、分散処理向けのシステムとして

光ハブの有効性の検証を進め、ボードを試作し具体的用途の検討を促進すると共に、市場動向や競合

他社の動向を見据えタイムリーに実用化できるよう検討・開発を行う。 
並行してラックスケール並列分散システムを量産化レベルに仕上げるための信頼性確認、歩留まり

向上するための検討を進めると共に、ラックスケール並列分散システムをより使いやすく、汎用的な

部品とするための検討も進める。具体的には、ラックスケール並列分散システムは光部品を光ファイ

バで接続するための光コネクタが多いため、組立が容易に出来ない課題もある。実用化のためには誰

でも取り扱いやすい形態が必須と考え、一括接続可能なコネクタの様な交換が容易となるモジュール

化の検討も進める。 
 

 
１．３ ＰＯＮシステム 
第５世代移動通信（5G）では、端末通信速度は最大 10Gbps に高速化され、細分化したアンテナエ

リア（スモールセル）を従来の 100 倍程度に高密度に配置して 1km2 当たり約 100 万台の多数端末接

続を想定している。多数のスモールセルアンテナを結ぶフロントホールネットワークにはパッシブ光

ネットワーク(PON)の構成を用いてスモールセルアンテナを既存の光アクセスファイバ網に収容する

方式が設備コストの観点から有望である。 
「（ｆ－２）情報通信システム化技術」の開発は、5G ネットワークを支える PON システムへの適用

を目指すものであり、ONU の小型化により、設置場所を選ばない小型のスモールセルアンテナ装置が

実現され、5G の本格的な普及を加速させることが期待される。スモールセル基地局数は国内で 2030
年頃までに約 1000 万局、世界では最終的にその 10 倍が設置される見通しであり、これに見合った

ONU の需要が見込まれる。 
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図Ⅳ-1.3-1 ONU 小型化により 5G 普及を加速 
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（Ａ）プロジェクト基本計画 

 
プロジェクト基本計画は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以

下、ＮＥＤＯと表記する）のプロジェクトを効率的かつ効果的に実施するために、次に

掲げるプロジェクトの基本事項を定めたものである。 
① プロジェクトの目的、目標及び内容 
② プロジェクトの実施方式 
③ 研究開発の実施期間 
④ 評価に関する事項 
⑤ その他の重要事項 
 

基本計画は、原則として全研究開発期間に亘り有効であるが、技術評価の結果や内外

の研究開発動向・政策動向、研究開発予算の確保状況等の外部状況変化、あるいは研究

体制、当該研究開発の進捗状況等の内部変化に応じて、適宜・適切にその内容を変更す

る。 
本プロジェクト「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」の基本

計画1を次ページ以降に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」基本計画： 
http://www.nedo.go.jp/content/100749254.pdf 
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Ｐ１３００４ 

 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」基本計画 

 

ＩｏＴ推進部 

 

１． 研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

クラウドコンピューティングやＩｏＴ（もののインターネット）の利用拡大、ＡＩ

（人口知能）の活用が急速に進んでおり、データセンタなどにおける情報処理量や情

報通信トラフィックが指数関数的に増大しており、今後も情報量の増大が予測されて

いる。現状技術の延長ではデータ伝送に係る電力消費量は増加し続け、平成３７

（2025）年には１５００億 ｋＷｈ（現在の国内電力消費量全体の６分の１）に膨ら

むと見込まれている。情報処理で発生する排熱を少ない電力で処理できるようになっ

たことなどにより、データセンタの市場規模の伸びに対する消費電力量の伸びは徐々

に小さくなる傾向にあるが、一層の省電力化のためには、情報処理機器・装置そのも

のの低消費電力化と高速化を両立できる技術開発と社会実装を進める必要がある。こ

うした状況を踏まえ、内閣府が平成２８（2016）年１月策定した第５期科学技術基本

計画および平成２９（2017）年６月に策定した科学技術イノベーション総合戦略２０

１７の中では、「超スマート社会」（Society5.0）実現のために情報通信基盤技術の

開発強化が掲げられ、大規模データを高速にリアルタイムにかつ少ない消費電力で処

理するためのデバイスおよびネットワーク実現が求められている。 

電子機器に電気配線を用いる場合データ伝送量や速度、伝送距離の増加に伴い信号

伝送の損失が大きくなるのに対して、光配線を用いる場合それらが増大しても損失は

一定であり消費電力の増加は極めて小さいという特性がある。このメリットを生かし

て、光配線は高速インターネット網や携帯電話基地局で利用されているほか、近年は

データセンタ等の低消費電力化・高速化技術として光配線技術が有力視され、半導体

関連企業などで研究開発が進められている。 

 

②我が国の状況 

我が国では、平成２１（2009）年度から２５（2013）年度まで、内閣府・総合科学

学術会議の下で日本学術振興会（ＪＳＰＳ）が進める「最先端研究開発支援プログラ

ム（ＦＩＲＳＴプログラム）」においてフォトニクス・エレクトロニクス融合システ

ム基盤技術開発（ＰＥＣＳＴ：Photonics-Electronics Convergent System 

Technology）事業が進められ、光源・受信器・導波路など光インターコネクトに必要
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な技術を１つのシリコンチップに集積し光集積回路として機能させるための研究開発

が行われ、光集積回路として世界最高の情報伝送密度を実証することに成功し、世界

をリードするポジションを獲得している。また、平成２０（2008）年度から２９

（2017）年度まで、文部科学省（ＪＳＴ）の「先端融合領域イノベーション創出拠点

形成プログラム」において光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点事業が進めら

れ、シリコンフォトニクススイッチ等の基盤技術開発とネットワークシステムの構築

により大容量データを超低消費電力で伝送できる光パスネットワークの原理を実証し

ている。 

 

③世界の取組状況 

海外では、政府資金投入による大型プロジェクトとして研究開発活動が活発に進め

られている。 

例えば、欧州では「7th Research Framework Programme（FP7)」（２００７年～２０

１３年、総額６８億円） が実施され、その後継として「HORIZON2020」の中で１２のシ

リコンフォトニクス関連のプロジェクト（２０１５年～２０２０年、総額５１億円）が

遂行されている。 

米国でも「DARPA Projects for Silicon Photonics」（２００６年～２０１２年、総

額８６億円）等の取組があり、２０１５年以降は日本のプロジェクトをモデルにしてシ

リコンフォトニクスの実装及びものづくりを目的とするプロジェクト「The American 

Institute for Manufacturing Integrated Photonics (AIM Photonics)」（２０１５

年～２０１９年、総額７２６億円）、及び「Energy-efficient Light-wave Integrated 

Technology Enabling Networks that Enhance Datacenters (ENLITENED)」(２０１７

年～２０２０年、前半２年の総額約２８億円)が立ち上がっている。 

 

④本事業のねらい 

本研究開発は、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、電子機器の電気配線を

光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装シ

ステム技術を実現する基盤技術を確立することを目指す。 

本研究開発で成果を得ることにより、光半導体分野における我が国の国際優位性を

維持するとともに、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場にお

いて我が国が競争力を獲得し、さらには半導体産業、回路基板産業やそれらをシステ

ム化したサーバ、ルータ等の情報通信機器産業などのエレクトロニクス産業の活性化

にも資する。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 
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本研究開発では、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減でき

かつデータセンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素

技術を確立することを目標とする。 

具体的には、電子機器のデータ伝送において１０Ｔｂｐｓ／ノードの伝送帯域と電

気配線を用いる場合と比較して１／１０の低消費電力化を、また通信速度あたりの面

積比で１／１００以下の小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。 

研究開発の進捗に合わせ開発成果の一部を順次実用化し、光配線と電子回路を融合

させた光エレクトロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

本プロジェクトでは、平成２９（2017）年度までに実施した光エレクトロニクス実

装基盤技術開発及び光エレクトロニクスシステム化技術開発により上記アウトプッ

ト目標を実現可能とする技術を確立している。引き続き研究開発を行い、プロジェク

ト完了までに上記目標を達成する。 

個々の開発項目における中間及び最終目標に関しては、別紙１および２を参照のこ

と。 

 

②アウトカム目標 

本事業で開発される技術をサーバ、データセンタ、ネットワーク機器等に適用し普

及させることにより、平成４２（2030）年には国内で年間約１５００万トンのＣＯ2排

出に相当するエネルギーが削減されると見込まれる。 

また、グローバルな市場創出効果として平成４２（2030）年度に１．２６兆円程度

が期待される。 

 

③アウトカム目標達成に向けての取組 

研究開発の成果は、各実施者が自社に持ち帰り、実用化のための技術開発等を実施

して事業化を進める。また、開発成果の新たな適用先の探索と顧客価値の評価に努め

る。このような取組を通じて、本プロジェクトの研究開発成果で実現するＩＴ機器の

高い省エネルギー性能とデータ転送性能を強みとして、市場の創出とシェア獲得を迅

速に進め、ＩＴ機器の電力消費量低減とＣＯ２排出量の削減を推進する。 

研究開発と並行して、光エレクトロニクス技術の標準化を図り、研究開発の成果が

迅速かつ広く世界の市場で受け入れられるよう努める。また、ニュースリリース、展

示会への出展、シンポジウム開催等の取組を通じて本事業の情報発信及び光エレクト

ロニクス技術の普及促進を行うと共に、光エレクトロニクス技術に関する人材育成の

活動により企業や大学における研究活動の支援等を行う。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基
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づき、研究開発を実施する。 

【委託事業】 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

（ｅ）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

（ｆ）光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

（ⅱ）国際標準化 

以上の研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな基盤的技術に対して、産

官学の複数事業者が互いのノウハウなど持ち寄り、協調して実施する事業であり、委託

事業として実施する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

プロジェクトマネージャーに国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（以下「ＮＥＤＯ」という。） ＩｏＴ推進部 中山 敦 を任命して、プロジェクトの

進行全体を企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を

最大化させる。 

また、研究開発に参加する研究開発グループが持つ研究開発ポテンシャルを最大限活

用することにより効率的な研究開発の推進を図る。この目的でＮＥＤＯが委嘱する研究

開発責任者（プロジェクトリーダー）として、国立大学法人東京大学 ナノ量子情報エ

レクトロニクス研究機構 特任教授 荒川泰彦氏を置き、効果的な研究開発を実施する。 

本研究開発は、経済産業省において我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを

創出する未来開拓研究プロジェクトの一つである「光エレクトロニクス」として平成２

４（2012）年度に立ち上げられた１０年間のプロジェクトであり、事業開始から平成２

９（2017）年度末まで６年間の研究開発実施者を平成２４（2012）年度に企業、大学等
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の研究機関（委託先から再委託された研究開発実施者を含む）から公募によって選定し、

共同研究契約等を締結する研究体を構築して開始したものである。 

これを受けＮＥＤＯは平成２５（2013）年度から２９（2017）年度まで５年間の基本

計画を策定し、研究開発を実施した。 

平成２９（2017）年度に実施した中間評価において、プロジェクトの必要性、研究開

発マネジメント、研究開発の成果、実用化・事業化に向けた取組および見通しが評価さ

れ、当初計画した計１０年間の事業遂行が妥当と認められた。 

以上のことより、平成３０（2018）年度から３３（2021）年度まで４年間の研究開発

実施者を公募により選定する。公募は、企業や大学等の研究機関等（以下、「団体」とい

う。）のうち原則として日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、単独又は複数

で研究開発に参加するものとする。ただし、国外の団体の特別の研究開発能力や研究施

設等の活用又は国際標準獲得の観点から必要な場合は、当該の研究開発等に限り国外の

団体と連携して実施することができるものとする。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究

開発実施者と密接な関係を維持しつつ、事業の目的及び目標、並びに本研究開発の目的

及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、ＮＥＤＯは四半期に一回

程度事業の進捗について実施者から報告を受けること等により各研究開発項目の進捗と

研究開発項目間の整合性・連携状況の確認を行うと同時に、政策動向・業界技術動向等

も把握して、必要な対策を合議し、ＰＬおよび実施者と連携して実施する。必要に応じ

て技術推進委員会等を開催して外部有識者の意見を運営管理に反映するものとする。 

 

３．研究開発の実施期間と経緯 

２．（１）ですでに述べたとおり、経済産業省は未来開拓研究プロジェクト「光エレクト

ロニクス」の事業期間として平成２４（2012）年度から平成３３（2021）年度（１０年間）

を予定し、平成２４（2012）年度から平成２９（2017）年度までの６年間の実施者を公募し

た。平成２５（2013）年度からはＮＥＤＯが、平成２９（2017）年度までの５年間の基本計

画を策定し研究開発を実施した。平成２９（2017）年度に実施した中間評価において、プロ

ジェクトの必要性、研究開発マネジメント、研究開発成果、実用化・事業化に向けた取組及

び見通しが評価され、それを踏まえ当初計画された計１０年間の事業として実施する。 

以上の経緯と平成２９（2017）年度まで計６年間の研究開発の成果を踏まえ、平成２５

（2013）年度にＮＥＤＯが策定した基本計画の一部を見直して平成３０（2018）年度から平

成３３（2021）年度まで４年間の研究開発を継続する。変更点は別紙 1および２を参照のこ

と。 
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４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義及び将来産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の評価を事業項目毎

に実施する。具体的には、本基本計画の対象期間中の平成２６（2014）年度、平成２９（2017）

年度に中間評価を実施済みであり、また平成３１（2019）年度に中間評価、平成３４（2022）

年度に事後評価を実施する。評価結果は、経済産業省と相談のうえ、事業の延長・加速・縮

小や必要な体制の再構築などを含めて後年度の研究開発に迅速に反映することとする。 

なお評価の時期は、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等

に応じ、前倒しする等適宜見直すものとする。 

 

５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト

内で速やかに共有した後、ＮＥＤＯ及び実施者が協力して普及に努めるものとする。 

 

②標準化との連携 

得られた研究開発の成果については、成果のグローバル展開に向けてオープン／ク

ローズド戦略に基づき事業戦略と一体となった国際標準化を進める。また、諸外国に

先んじて国際標準を獲得するため、国際標準提案に係る戦略的かつ迅速な国際標準獲

得活動を実施する。 

 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果にかかわる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規

定等に基づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

 

④知財マネジメントに係る運用 

本プロジェクトは、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」

を適用する。 

 

（２）基本計画の変更 

プロジェクトマネージャーは、当該研究開発の進捗状況及び評価結果、社会・経済的

状況、国内外の研究開発動向、政策動向、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の

確保状況等、プロジェクト内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要に応じて目標達成に

向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、プロジェクト基本計画の見
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直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５

条第１号ニ及び第９号に基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２５（2013）年３月制定。 

（２）平成２７（2015）年９月、根拠法の追加に伴う改訂。 

（３）平成３０（2018）年１月、平成３０（2018）年度から平成３３（2021）年度の基本計   

画追加に伴う改訂。 

（４）平成３０（2018）年１１月、PL の所属先の記載を変更。
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（別紙１) 研究開発計画 

 

研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

１．研究開発の必要性 

クラウドコンピューティングやＩｏＴ（もののインターネット）の利用拡大、ＡＩ（人口

知能）の活用が急速進んでおり、データセンタなどにおける情報処理量や通信トラフィック

が指数関数的に増大しており、今後も情報量の増大が予測されている。 

電子機器に電気配線を用いる場合データ伝送量や速度、伝送距離の増加に伴い信号伝送

の損失が大きくなるのに対して、光配線を用いる場合それらが増大しても損失は一定であ

り消費電力の増加は極めて小さいという特性がある。このメリットを生かして、光配線は高

速インターネット網や携帯電話基地局で利用されているほか、近年はデータセンタ等の低

消費電力化・高速化技術として光配線技術が有力視され、半導体分野の企業で研究開発が進

められている。 

本研究開発では、電子機器の電気配線を光配線に置換し電子回路技術を融合させる光エ

レクトロニクス実装システム技術の根幹となる光電子集積インターポーザ、光電子ハイブ

リッド回路基板等を実現するための構成要素技術の開発と、高速化、省電力化、小型化など

の面で画期的な性能向上や中期的な技術基盤の変化をもたらす革新的デバイス技術の開発

を行う。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

電気配線と光配線が融合した光電子ハイブリッド回路基板の作製技術、高密度の光・

電気のインターフェースを備えた光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回

路基板に実装するための実装技術とインターフェース技術及び高信頼、低コスト化を

実現する設計・方式・製造装置を開発する。また、光電子集積インターポーザとＬＳＩ

を接続するインターフェース技術及び光電子ハイブリッド回路基板間を接続する高集

積コネクタ技術を開発する。さらに汎用電気インターフェースに対応した光素子駆動

アナログ電子回路を開発し、ロジックＬＳＩに搭載するためのアナログ電子回路技術

の開発を行う。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

光トランシーバや光電子集積インターポーザ等を実現する基盤技術として、光導波

路、光源、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの超小型要素光素子を開発

すると共に、これらを高密度集積する技術を開発する。また、光信号の並列化、多重化、

多値化についても検討を行い、インターポーザ上での大容量信号伝送技術を開発する。

さらに、ロジック、メモリ等の電子回路チップの搭載が可能で、光トランシーバを高密
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度に集積した、低消費電力で低コストな光電子集積インターポーザを形成する基盤技

術の開発を行う。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、１００Ｇｂｐｓ

の伝送容量を持つデジタルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回路

と光回路に関する基盤技術を開発する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路の設計技術に

関し、光、電子、それぞれの回路の最適設計を効率的に行うための統合設計環境を実現

する基盤技術を開発する。さらに、本統合設計環境を本事業内の研究チームで利用可能

とするための支援体制、スキームを整備する。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子

ドットレーザ技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技

術開発を行う。 

[革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原

理に基づく次世代光変調器を開発する。 

[革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、

フォトニックナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス

回路の基盤技術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブ

ルゲートアレイ技術及びそのための要素デバイスの開発を行う。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高

効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実

現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デ

バイスの開発を行う。 

 

３．達成目標 

光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基板及びそれぞれの要素技術を組

み込んだデバイスの集積化技術を開発することにより、電気配線の１／１０の低消費電力
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化・高速化（１ｍＷ／Ｇｂｐｓ）を達成する目処を得るとともに、１／１００以下の小型化

実現のための要素技術を確立する。また、機器間光インターフェースにおいて、１００Ｇｂ

ｐｓ／ｃｈの高速伝送及び現状の光トランシーバモジュールの消費電力（３００Ｗ程度）を

１／５～１／１０まで低減できる低消費電力化技術を実現する。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて

技術開発を行う。 

 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

多数の光デバイス・電子デバイスが搭載されたシリコンフォトニクスによる光電子

インターポーザ及び光電子インターポーザを搭載した光電子ハイブリッド回路基板を

実現するための基盤技術を開発する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した

光電子ハイブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤

技術を確立する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール

化技術を確立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

 超高速のデータ伝送を行う光電子集積インターポーザを実現するため、シリコン

フォトニクス技術を用いた光集積回路技術を開発するとともに、ロジックＬＳＩ、メモ

リＬＳＩ、光デバイス等を光電子集積インターポーザ上に高密度集積するための集積

化技術を実現する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤

要素技術を確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を

確立する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するため

の基盤集積技術を確立する。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間、データセンタ間の大容量通信を可能とする小型デ

ジタルコヒーレント光トランシーバに必要な信号処理回路、光回路技術を平成２８

（2016）年度までに確立する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 
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１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を

行い、基本性能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（平成２８（2016）年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間

通信向け低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証す

るための要素技術を確立する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路を効率的に設

計するための光エレクトロニクス統合設計環境を実現し、プロジェクト内での活用を

可能とするとともに、本プロジェクト成果事業化時に適用できる効率的な設計フロー

構築のための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構

成を構築し、統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス

設計の基盤技術として、光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本

構造を確立する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能

とする統合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキッ

ト）を整備し、光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術開発 

光電子集積サーバの高性能化を可能とする光電子集積デバイスの非連続的な高速化・

低消費電力化・小型化・低コスト化などの高性能化をもたらす挑戦性の高い技術の研究

開発を、以下のように実施する。なお、当該技術開発に関しては、その開発の性質等を

考慮し、技術開発の進捗度、本研究開発事業内での展開の可能性等の観点から、必要に

応じて見直しを適宜実施するものとする。 

 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向けてシリコン基板上量子

ドットレーザ技術とその集積化技術の開発を行うと共に､高感度受光器に関する技術

開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合

型単チャンネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術とし

て受光器における暗電流抑制効果を実証する。  
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【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現

するとともにシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、

導波路型受光器における暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子

集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化

する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、シリコン上量子ドットレーザの高

温動作と高速変調動作を実現する。また、光電子集積インターポーザ用集積化受光器

への展開に向け、シリコン基板上に集積した受光器の低暗電流動作を実証し、高速応

答動作可能な構造を明確にする。 
【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザ用集積化光源に向け、1.4μm 以上の長波長帯のシリコ

ン基板上量子ドットレーザの実現可能性を示す。また、光電子集積インターポーザ用

集積化受光器に向け、高速応答可能で省電力化が可能な導波路型受光器を実証するこ

とにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通しを示すと共に、事業化に

対する課題を明確化する。 

 

［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原

理に基づく次世代超小型光変調器の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小形化を

可能とする新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対

する課題を明確化する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、超小型化・高速動

作を可能とするスローライト型変調器や低消費電力化が可能なハイブリッド MOS 型

光変調器等の動作を実証する。 
【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、スローライト型変

調器やハイブリッド MOS 型変調器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現

する可能性を実証することにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通し
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と事業化に対する課題を明確化する。 
 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けたナノスケール光配線基

盤技術として、フォトニック結晶構造等を用いた信号伝搬制御等に関する高度な光配

線技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術にお

いて、層間方向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【中間目標】（平成２９（2017）度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、

これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等を用いた光損

失補償機能や光バッファ機能など、革新的導波路技術の可能性を示す。 
【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等による光損失

補償機能や光バッファ機能を統合することなどにより高度な光配線技術を開発し、光

電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 
 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス

回路の基盤技術として、光回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブル

ゲートアレイ（以下光ＦＰＧＡ）技術及びそのための要素デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の光

増幅器が並ぶアレイデバイスを実現する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。

また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとと

もに事業化に対する課題を明確化する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザへの展開に向け、光ＦＰＧＡを構成するハイブリッド光

素子の集積プロセスシーケンスを確立し、光ＦＰＧＡの原理実証を行う。 
【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 
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光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ上で機能可変

型光エレクトロニクス回路の基本機能を実証して光ＦＰＧＡ実現の見通しを明らかに

することにより、光電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与する。 
 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の

高効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術

実現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理

デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型を

ベースとした超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超

高速光信号処理デバイス実現にむけた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動

作を実証する。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の

見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 
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研究開発項目②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

１．研究開発の必要性 

本プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実現するには、そ

れに適したシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のある実用性の高い技

術の開発が必要である。光電子集積インターポーザは、これまでの研究開発の成果を集約し

アウトプット目標を達成するために重要な素子であり、そのデバイス技術、実装技術及びシ

ステム化技術を開発する必要がある。 

本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かすサー

バ等のシステムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、研究開発項目①光エレクトロニクス

実装基盤技術の開発の要素技術を用いてシステムを構築するための基盤技術を開発する。

これにより、システムの実用性を検証するとともに、要素技術開発にフィードバックするこ

とで、完成度の高い技術の効率的な開発を実現する。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

データセンタレベルでの運用が可能な、多種のＬＳＩを高密度集積した光電子集積

インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した、小型・高速動作・低消費

電力光電子融合サーバボードを実現するための基盤技術を開発する。また、高速スト

レージインターフェースに適応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイ

スを搭載した光インターフェース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立

する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光送受信システムを内蔵し、光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバ

を開発し、アクティブ光ケーブル (ＡＯＣ）を実現する。さらに、光トランシーバを集

積した光電子ハイブリッド回路基板上に、既存ロジックＬＳＩを実装した光ケーブル

付きＬＳＩを開発する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセ

ンタ間接続用光トランシーバの実現を目的に、高周波実装回路技術と、変調器／ドライ

バ、受信フロントエンド等のデバイス制御技術を確立し、小型で低消費電力の１００Ｇ

ｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 
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シリコンフォトニクス技術を用いたアクセスネットワーク用集積光エレクトロニク

スチップを開発し、企業間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トラ

ンシーバのシステム化技術を確立する。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

平成２９（2017）年度までに本プロジェクトで開発された光エレクトロニクス実装基

盤技術およびシステム化技術あるいはそれらと同等の技術を基に、光電子集積イン

ターポーザを実現するために必要なデバイスおよび実装技術を開発する。 

具体的には光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの光電子インターポーザ

の構成要素となる光素子を小型化、高速化および低消費電力化するための技術を開発

すると共に、光信号の多重化および多値化を検討し、光電子集積インターポーザにおけ

る大容量信号伝送技術を開発する。 

また、光電子集積インターポーザの大容量化、高信頼、低コスト化を実現する実装技

術として、異種導波路を接続する技術、光電子集積インターポーザとＬＳＩを接続する

インターフェース技術、及び高集積コネクタ技術を開発する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

上記（ｅ）で研究開発する光電子集積インターポーザを情報処理装置や情報通信機器

およびそのシステムに適用するために必要となるシステム化技術の研究開発を行う。 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

実際のデータセンタで運用が可能でありかつ光電子集積インターポーザを用いた小

型かつ高速動作が可能な低消費電力光電子融合サーバボードを実現するため、必要と

なるシステム化技術を開発する。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

シリコンフォトニクスデバイス技術を応用展開した光電子集積インターポーザを用

いて、小型一芯双方向波長多重トランシーバのシステム化技術を確立する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析す

るとともに、プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積

極的に推進する。また、フォーラム標準化機関[ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum）、

ＩＥＥＥ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group）、ＣＯＢＯ（Consortium 

for On-Board Optics）]、並びにデジュール標準化機関[ＩＥＣ（International 

Electrotechnical Commission）]等の標準化動向を踏まえ、研究開発成果が迅速かつ広く世

界の市場で受け入れられるようにするために、光電子集積インターポーザに関わる国際標

準化を積極的に推進する。 
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３．達成目標 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルの運

用が可能な、多種のＬＳＩを高集積化した小型・高速動作・低消費電力な光電子融合サーバ

ボード等を実現するため基盤技術を開発し、光電子融合サーバボード実現のための目処を

得ることを目標とする。 

具体的には、光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実

装技術を開発し、１０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化と、電気配線を使用した場合の１

／１０に相当する１ｍＷ／Ｇｂｐｓの低消費電力を実現するための要素技術を確立する。 

加えて、順次実用化する開発成果の事業化に必要となる国際標準の提案と採択推進活動

を行う。 

各開発項目は計１０年間の開発期間を最大四期に分け、それぞれの期間で目標を定めて

技術開発を行う。 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベル

での運用が可能な光電子集積サーバボード実現のための基盤技術を開発する。多種の

ＬＳＩが高密度集積した光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上

に搭載した小型・高速動作・低消費電力光電子集積サーバボードを実現するための課題

抽出を行い、課題解決の目処を得る。また、高速ストレージインターフェースに適応す

る光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイスを搭載した光インターフェース

付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝

送スペック（変調速度、多重度、チャンネル数など）及び光電子インターポーザの回

路冷却に関する基本要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと積層型

ストレージチップ実装基板からなるハイブリッド型の光インターフェース付きＳＳ

Ｄを試作し、標準ストレージインターフェースによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、

要求スペックを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型

のストレージチップを実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバによるアクティブ光ケーブル

の実現と、光トランシーバとロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩの実現
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に向け、次の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体

間接続における実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシー

バとロジックＬＳＩ間の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき

既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭

載基板間光接続を実現する。 

 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと小形集積型送受信光デバイスをモジュール化したデー

タセンタ間接続用トランシーバの実現に向け、次の検討を行う。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

一次試作の光デバイス及びＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバイ

ス制御動作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事項

を抽出する。 

【最終目標】（平成２８（2016）年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓ

デジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いた集積光エレクトロニクスチップを開発し、企業

間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバを実現するため

の基盤システム化技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光ト

ランシーバを実証する。 

【最終目標】（平成２９（2017）年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わ

せて集積試作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するととも

に、企業間ネットワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解

決の目処を得る。 

 

(ｅ)光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発 

光電子集積インターポーザを実現するために必要なデバイス技術および実装技術を
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開発し、１０Ｔｂｐｓ／ノードの高速・高密度化を実現するための要素技術を確立する。 

具体的には、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器など光電子集積インターポー

ザの構成要素となる光素子の小型、高速、低消費電力化技術を開発する。また、シング

ルモードファイバーとの接続に適した異種導波路接続構造並びに導波路・光ファイバ

間の接続構造を開発する。更に、光電子集積インターポーザにおける大容量信号伝送技

術として光信号の多重化、多値化技術を開発する。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光配線の消費電力を２ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下にするための要素技術を開発する。また、

光電子集積インターポーザの異種導波路接続技術と高集積コネクタを開発し、損失の

少ないシングルモードファイバーとの光リンクを実現する。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下とするための要素技術と、電気配線と比

較し通信速度あたりの面積で１／１００すなわち１００倍の帯域密度を実現するため

の要素技術、およびシリコンフォトニクス技術による波長多重シングルモード光回路

を開発することにより、１０Ｔｂｐｓ／ノードの帯域幅を持つ光電子集積インター

ポーザ技術を実現する。 

 

(ｆ)光電子集積インターポーザのシステム化技術開発 

(ｆ－１)情報処理システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いたサーバ

ボードを実現するための要素技術を開発し、データセンタで運用できかつ電気配線を

用いた場合に比べて消費電力を３割削減できることを示す。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

波長多重技術を用いた接続技術を開発し、消費電力の少ない光電子集積インター

ポーザ技術と合わせることによりサーバ電力量を３０％削減可能であることをシミュ

レーションにより示す。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術

を組合せた光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを用いて

サーバ電力量を３０％削減可能であることを示す。 

(ｆ－２)情報通信システム化技術 

上記（ｅ）で開発する高速・小型・省電力光電子集積インターポーザを用いることに

より、一芯双方向波長多重トランシーバを搭載した光アクセスネットワーク端末装置

を小型化するための要素技術を開発し、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃ

ｍ以下のサイズに小型化する目処をつけることを目標とする。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 
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一芯双方向波長多重トランシーバに消費電力の少ない光電子集積インターポーザを

実装し、動作検証を行う。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバを搭載するこ

とにより、光加入者端末装置を１０ｃｍ×２ｃｍ×２ｃｍ以下のサイズに小型化する

ための実装技術を開発する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

本プロジェクトでの開発成果の事業化に必要な各種インターフェースの標準化を獲得す

るため、次のような標準化活動を実施する。 

【中間目標】（平成２６（2014）年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、

ＩＥＥＥ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、

「キーメンバーコミュニティー」におけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐ

ｓデジタルコヒーレント光トランシーバに関する標準化を推進する。 

【中間目標】（平成２９（2017）年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化

提案活動を行い、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

【中間目標】（平成３１（2019）年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インター

フェースに関する各種標準化団体に参画し、実用化する開発成果の事業化に必要な標

準の提案を行う。 

【最終目標】（平成３３（2021）年度末） 

光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成等）、電気・光インター

フェースに関し、提案した標準化案の採択推進活動を行う。 
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（別紙２）研究開発計画 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

  



 

基本方針－1  
事業原簿 公開版 

（Ｂ）未来開拓研究プロジェクト実施要網および実施に関する基本

方針 

 

未来開拓研究プロジェクト 

経済産業省が実施している未来開拓研究プロジェクトは、中長期的観点の研究開発を

優れた技術および知見を有する国内外の企業、大学、公的機関などで構築した研究体制

で推進することにより、我が国が直面する環境・エネルギー問題及び少子高齢化問題等

の構造的課題の克服、東日本大震災後の状況変化を踏まえたエネルギー需給安定化並び

に新興国の台頭により厳しさを増す我が国産業の成長に貢献することを目標として実施

されているものである。 

本プロジェクト（「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」）は、

２０１２年度に未来開拓研究プロジェクトとして定められ、実施されている。 

次ページ以降に未来開拓研究プロジェクトの実施要綱、および本プロジェクトが記載

された基本方針を示す。 
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（Ｃ）超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発事

前評価報告書、総合科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開

発の評価結果 

 

次ページ以降に２０１１年度（平成２３年度）に、産業構造審議会産業技術分科会

評価小委員会にて実施された本プロジェクトの実施に係る事前評価書、および、総合

科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価 「超低消費電力型光エレク

トロニクス実装システム技術開発」の評価結果を示す。この結果に基づき、事業の効

率的かつ効果的な実施を行っている。 
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